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１．はじめに――忘却と発見

イギリス古典派経済学の地代論と言えば、最初に想起されるのはリカードが彼の 1815

年のパンフレット（Ricardo, IV. 以下『利潤論』と略称）、そしてその 2 年後の主著『経済

学および課税の原理』（Ricardo, I. 以下『原理』と略称）の第 2 章において展開した、い

わゆる「差額地代」⑴論であろう。しかし彼自身は、この両著における地代論は彼の独創

⑴　第 6 篇（章）「超過利潤の地代への転化」を含む『資本論』第三部がエンゲルスの編集によって
1894 年刊行され、また 1862 年中期におけるマルクスの集中的な地代研究を含む彼の 1861-3 年草稿
の一部が 1905-10 年にカウツキーによって『剰余価値学説史』として刊行されてから後の経済学文
献においては、マルクスの経済理論との関係いかんを問わず「差額地代（論）」およびこれと対を
なす「絶対地代（論）」はごくありふれた用語として使用されている。しかし、経済学史上このター
ムが初めて使われたのは 1860 年代初頭のマルクスの経済学草稿においてであった。したがって、
それ以前の――またそれ以後 30 年以上にわたる――時期の経済学文献では地代は単に「地代」と

（次ページへ続く）
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にかかるものではなく、1815 年の 2 月に彼にわずかに先行して著作を発表した同時代の

経済学者に大きく負っていると言う（前者ではマルサス、後者ではマルサスとウェストの

名を挙げている― cf. I/5, IV/9. ローマ数字はスラッファ編の The Works の巻数をアラビア

数字はそのページ数を表す。邦訳『全集』には原文の対応ページが示されているので邦訳

ページ数は省略する。以下リカードに限らず邦訳の存在する第一次文献についてはすべて

同様に扱う）。またウェストのパンフレットもマルサスのそれ (Malthus (1815.1)) に 10 日

遅れて刊行されており（スラッファの考証による、cf. IV/5）、収穫逓減の法則（ないし

「原理」、[West] (1815) p.1,2）を中心テーマとするこの前者パンフレットでは、地代論は最

後の7ページ(p.48-55)において後から付け加えられたように述べられているに過ぎない⑵。

こう見てくると、議会で新しい穀物法案が審議にかけられようとしていた 1815 年 2 月の

あいだに立て続けにこの穀物法と地代をテーマとするパンフレットを刊行した上記 3 人の

著者（トレンズも同月に同様のテーマでパンフレットを刊行しているがリカードがまった

く言及していないなど他の 3 者との関係が明確でないので、ここでは無視する）のうち、

マルサスが時間的にも理論的にも先行していたことは明らかであろう。

マルサスは、1813 年に議会で穀物貿易にかんする委員会が設置され翌 1814 年までに

二度にわったって報告書が提出された時期から 1815 年 2 月までのあいだに、この動きに

関連する三つのパンフレットを刊行している (Malthus (1814), Malthus (1815.1), Malthus 

(1815.2))。このうち地代の問題を理論的に解明しようとしたのが二番目の Malthus (1815.1)

である。リカードが（そして恐らくウェストも）参考にしたのはこのパンフレットであっ

たと思われる。マルサスは、その本文に先立つ「前置き (advertisement)」において、こ

のパンフレットは「私が東インド大学での業務遂行の過程で、経済学に関連する他の諸主

だけ呼ばれていた。もちろんリカードの時代およびそれ以前の諸著作においても同様である。彼の
地代理論を「差額地代論」と呼ぶことはマルクスがこのタームに与えた意味内容からすれば失当と
は言えないが、本稿ではこのような事情（詳細は、竹永 (2018-9) の (2) の「e. 絶対地代と差額地代」
の項を参照）を考慮して、検討対象とする文献で使用されているのと同じように地代は単に「地代」
と表記することにしたい。「絶対地代」と言う用語もアイディアそのものも存在しなかったこの時
代の文献の扱いにおいてこのような措置が混乱を生むことはないであろう。

⑵　パシネッティはこのことから、ウェストはすでに校正段階にあった彼のパンフレットの刊行直前
に、マルサスのパンフレットを参考にして地代についての議論を最後に付け足したのではないか、
と推測している (cf. Pasinetti (1996), p.44, Pasinetti (2014), p.35)。
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題についてのノートとともに集めてきた、地代にかんするいくつかのノートの主要部分を

含む」、と述べている。つまり、彼が 1805 年にこの大学に経済学の教授として就任してか

ら後の多年にわたる材料収集と研究（そして講義）をもとにして、この地代を主題とする

パンフレットが作成されたのである。対照的に、この時期すでにマルサスと頻繁に書簡

をやり取りして議論を交わしていたリカードは、Malthus (1815.1) に接するまでは地代に

かんしてまったく論じるところがなかった (IV/7)。利潤を論じるにあたって地代を考慮に

入れることが不可欠であると、彼は『利潤論』の「序文」の最初に述べている (IV/9) が、

おそらく彼はマルサスのこのパンフレットを読んで初めてこのことに気づいたのではない

かと思われる。だとすれば、リカードはマルサスのようにこの時まで地代については特に

研究していなかったのであろう。

19 世紀初頭のこの時代までのイギリスにおいて地代を経済学上の問題として本格的に

論じていたのは言うまでもなくアダム・スミスであり、マルサスもリカードも彼の理論

はよく知っていたはずであるが、それ以外にも多くの農学者が農業経営にかかわる問題

のひとつとして地代を扱っていた（加用信文『イギリス古農書考　増訂版』御茶ノ水書

房、1989 年、参照）。しかし彼らの著作物がマルサスやリカード（特に後者）の注意を

惹くことはほとんどなかったであろう。だがその中でジェームズ・アンダーソン (James 

Anderson, 1739-1808) だけは例外をなす。彼はマルサスの『人口の原理』（初版、1798 年）

が刊行された 3 年後の 1801 年に出版した、この「原理」に対する明らかな批判を含む自

著（Anderson (1801.2). 本書の表題は日本語文献では通例『洞察』と訳されており、本稿

でもこれにしたがう）を署名入りでマルサスに贈呈している（本書はマルサスの蔵書目録

に挙げられている、cf. Gray (1983), p.5）。マルサスがアンダーソン当人に直接返答をした

かどうか確認するすべはないが、しかし『人口の原理』第二版 (Malthus (1803)) で彼はア

ンダーソンの名前を挙げて彼から贈られた著作に反批判を加えている (ibid., p.473 note)。

このやり取りからもうかがえるように、マルサスがアンダーソンのこの著作を読んでいた

ことは確実であるが、本書は農業の生産力（の改善の可能性）と人口との関係を主題とし

たものであって、もちろんこれらと密接に関連するとは言え地代を直接的に論じてはいな

い。また上記のマルサスの蔵書目録にはアンダーソンの著作はこの一点しか含まれていな

い。しかし、アンダーソンが初期の著作である Anderson (1777.1) 以来 1801 年の上記の著
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作にいたるまで何度も繰り返していた、スミスの穀物輸出奨励金批判に対する反論は、『人

口の原理』でのこの問題をめぐるマルサスの議論およびスミス批判 (cf. chapter X in Book 

III “Of bounties on the exportation of corn,” second edition) と多くの点で類似している⑶

ことからも、マルサスがアンダーソンに関心を持ち彼の著作をいくつか読んでその内容に

通じていたことは十分に考えられる。

こうして、マルサスの地代論との関係において（直接的な証拠は乏しいとは言え）ア

ンダーソンの名前がクローズアップされてくる。マルクスは 1861-3 年の経済学草稿の

中の「剰余価値に関する諸学説」を扱った部分でアンダーソンを 1815 年 2 月にマルサ

ス・ウェスト・リカードによって展開された地代理論の「源泉」(Marx, II/3.3, p.689) と

呼んでいる⑷。しかし、19 世紀初頭のこの時代においてすら、1808 年にロンドン近郊

で逝去したアンダーソンの名前と彼の半世紀近くにおよぶ著述は彼の郷里のスコットラ

ンドを含めて、経済学者たちのあいだではほとんど忘れ去られていたようであり（同時

代の評価については菊池 (2004) を参照）、上記 3 人の経済学者のうちアンダーソンに言

⑶　たとえば次の諸論考における指摘を参照。Marx, II/3.3, p. 766. Brentano (1893), p. IX. 福田 (1906), 
p. 578. 西山 (1967), p. 312-3. 羽鳥 (1985), p. 12-3（ただし羽鳥は直接アンダーソンには言及していな
い）.

⑷　しかしマルクスによるこのようなアンダーソンの位置づけが正当性を持つためには、これら 19
世紀の論者のうちの少なくとも一人とアンダーソンとの明確な理論的関係が確定されなければな
らない。上に見たところからはこれに該当するのはマルサスと言うことになるであろう。しかしマ
ルクスはこの点について、「彼［マルサス］の著書を正確に比較検討してみれば、彼がアンダーソ
ンを知っていて利用していることがわかる。彼はそもそも本職の剽窃者

4 4 4

だったのである」（Marx, 
ibid. p.766. 強調は原文）と述べるだけで、具体的な文献的証拠は挙げていない。Hollander (1903.1)
は、Malthus (1815.1) とアンダーソンの地代理論との何らかの関係を示唆しながらも、明確な証拠
がないとして断定は避けている (cf. ibid., p.4-5)。シュンペーターはこの点を捉えてマルクスの「剽
窃」説を論難した (cf. Schumpeter (1954), p.480 note2) が、Prendergast (1987) は上記のマルサスの
諸著作とアンダーソンの 1801 年の『洞察』を含む彼のそれ以前の諸著作を仔細に比較検討して次
のような結論を得ている：「マルクスがマルサスを剽窃の廉で非難したのはおそらく言い過ぎであっ
たかもしれないが、アンダーソンの地代理論の説明がマルサスに対してきわめて大きな知的影響を
持ったと信じさせる強固な根拠が存在する」(ibid. p.407)。菊池 (2003) はこの Prendergast の研究を
受けてこれを補足するように、「マルクスが具体的な根拠も示さずにマルサス剽窃説を展開したの
は、まさしく両者を読み比べた時に出てくる確信

4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

によるものなのだ」、と述べている（同、p.191. 強
調は原文）。マルクスの上の言明は公表された著作ではなく自己了解のための草稿の中でなされた
ものだということも考慮されなければならないであろう。もし公表することになれば何らかの改変
が加えられたかもしれないからである。いずれにせよ、マルクスから始まる一世紀半におよぶ以上
の議論を見れば、マルサスが地代論とその関連諸問題においてアンダーソンから無視しえない影響
を受けていたことは否定しえないように思われる。
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及した者はいなかった。彼の死後に新しい世代の経済学者として彼を最初に発見したの

は、リカードの忠実な後継者をもって自認していたマカロックであったと思われる。彼

はリカードの没後まもなく刊行した McCulloch (1825) ではアンダーソンにまったく言

及していなかったが、しかしすでにその 3 年後の McCulloch ed. (1828) では Anderson 

(1777.2) の一部を引用しており (cf. ibid., p.453) さらに McCulloch (1830) でも彼に言及し

ている。このことからマカロックが、いったん忘却されたかに見えたアンダーソンの経

済学上の貢献をいち早く発掘していたことが伺える（こうした状況から彼がアンダーソ

ンを「発見」したのは 1825 年から 1828 年のあいだのいずれかの時点であったと思われ

る。cf. Van den Berg (2000), p.181 note 1.）。そして、彼は 1825 年の初版以来何度も版

を重ねていた『経済学原理』の 1843 年版で次のように述べている。「真の地代理論はジェー

ムズ・アンダーソン博士によって『国富論』が刊行された直後に初めて満足しうる形で

展開された。」(McCulloch (1843), p.439) またこの文章を含むパラグラフの末に付した注で

は彼は次のように付け加えている。「アンダーソンの諸著作は完全に忘れ去られていたの

で、マルサス氏とエドワード・ウェスト卿が地代にかんする彼らの論文を 1815 年に刊行

したとき、彼らはこの理論の真の創案者であると［もちろんリカードを含めて］誰からも

思われたのである！彼らの独創性には何の疑いもないとわれわれも考える。しかし、彼ら

がこの理論をそれが約 40 年前に説明されていたのと同じようにうまく説明したかどうか

には疑問が残る。」(ibid.) 彼はその後も、彼の編集による解説付きの文献目録 McCulloch 

(1845) と McCulloch (1859) においてアンダーソンの著作を紹介しその一部の抜粋を掲載し

ているが、紹介されているのは前者では Anderson (1777.2) と Anderson (1801.2) の二点、

また後者では Anderson (1777.2) の一点に限られる。いずれも経済学の文献目録であるか

ら、アンダーソンの広い分野にわたる膨大な著作の多くが対象外とされたのは当然である

としても、マカロックは彼をリカードの地代理論の先駆者として提示することを主要な目

的として選定したように思われる。このことは、いずれの目録にも付されたアンダーソン

の 1777 年の著作の同じ箇所からの抜粋にも表れている。抜粋はこの著作の 45 ページに付

された 6 ページにわたる長い注（この中で Anderson (1777.1) に続いて彼の地代の理論が

簡潔に展開されている）からなされているが、前者の目録では 46 ページの短い 1 パラグ

ラフと 48-50 ページの最後の 6 パラグラフが、後者の目録では 48-50 ページの最後の 5 パ
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ラグラフが、それぞれ除外されている。このように「整形」されたアンダーソンのテクス

ト⑸を読むと彼がリカードに先んじて同型的な地代の理論を提示していたように受け取れ

るが、しかし、省略された部分も合わせて読めばアンダーソンの構想していた地代論がリ

カードのそれとはかなり異なったものであったことが知られる（詳細は後述。またこの点

については加用 (1970), p.11-3 を参照）。

このような問題点を含むとはいえ、没後まもなく忘れ去られたアンダーソンの経済学上

の著述を 19 世紀前半に発掘したことはマカロックの功績に属することは確かである。彼

の前者の著作目録が出版された 1845 年の夏に、マルクスは短期間マンチェスターでエン

ゲルスと共に初めてイギリスの経済学文献を原語で集中的に研究しているが、この目録を

手がかりにアンダーソンを「発見」しそこに紹介されている上記の二著作から抜粋をとっ

ている。マルクスはこの時期にはまだリカードの『原理』およびそこに含まれる地代論に

ついて徹底的な考究をしていなかった。つまり地代論にかんするかぎりマルクスにとって

はリカードの前にアンダーソンがいたのである。彼がロンドンに亡命して直後の 1850 年

代初頭に行なった、リカードの地代論に対する批判的な検討と彼自身の地代論の構想（こ

れは結局この時には実現しなかったが）においても、数年前に読んだアンダーソンの地代

論から彼がさまざまな示唆を受けていたことは明らかである。1845 年の抜粋の何箇所か

は 1861-3 年草稿における地代研究にも再現されており、おそらくマルクスは 1845 年のノー

トを保存していて十数年後の研究に生かしたものと思われる。のみならずマルクスはこの

時期に大英博物館でアンダーソンの著作を博捜し、彼の浩瀚な文書の一部に「紛れ込んで

いる」地代理論を独自に発掘した（しかし彼も 1861-3 年の草稿では、Anderson (1777.2)

からの引用はマカロックによる抜粋を介して行っている (cf. II/3.3, p.797-8)。マルクスと

アンダーソンとの関係については以上にとどめておく。詳細は竹永 (2018-9) の 1. の a. お

よび 2. の f. と g. の項を参照）。

しかし、マルクスのアンダーソンについての以上の評価と言及はいずれも彼の未公刊草

⑸　ただし後者の目録は、扉の反対側のページに「オーヴァーストーン卿によって彼の友人のあいだ
で配布するために印刷された本巻は、J.R. マカロック殿により編纂されたものである」と記されて
いるように、その流通範囲と影響は限定されていたと思われる。これとは反対に前者の目録は、後
述のようにある時期までのアンダーソン受容に一定の影響を与えた。
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稿におけるものであって、20 世紀に入ってこれらが編集刊行されるまでは一般には知ら

れないままであった（エンゲルスによって 1894 年に刊行された『資本論』第三部の地代

論の一部における言及を例外として）。マルクス以外に 19 世紀にアンダーソンの発掘に貢

献したのはジェヴォンズとブレンターノであった。前者は Jevons (1888) の「第六章　地

代論」の冒頭で、「地代論をはじめて言明し、これを明瞭に述べたのはジェームズ・アン

ダーソンであって、彼は 1777 年出版の［Anderson (1777.2)］と題する著述においてこれ

を述べた」（ibid. p.210. 邦訳、155 ページ）と言って、この書物から 1 ページにわたって

引用している。ここでジェヴォンズはマカロックによる紹介に触れて、引用はマカロック

の抜粋に倣っており、上記の問題には気づかないままになっているように見える（同じよ

うに Mullett (1968) も McCulloch (1845) を参照しつつ、アンダーソンが地代の理論を最初

に定式化して 40 年リカードに先行した、と述べている。ibid., p.105 and note.）。これに対

して、ブレンターノによるアンダーソンの原著三点 (Anderson (1777.1), Anderson (1777.2), 

Anderson (1801.1)) のドイツ語訳と 30 ページ以上におよぶ編訳者の序文 (Einleitung) と詳

細な訳注の刊行 (Brentano (1893)) は、国際的な影響という点からは言語上の制約があっ

たかもしれないが、はるかに大きい意義を持つものであった⑹。世紀末の三年間ドイツに

留学してブレンターノの下で研鑽した福田徳三は、帰国から数年後に発表した福田 (1906) 

において、Brentano (1893) に依拠してアンダーソンの地代論とその後のイギリス古典派

経済学における地代論との関係について論じた。また、戦前から戦後しばらくのあいだ、

高等教育でドイツ語学習が広く行われていた時期に日本で発表されたアンダーソンについ

ての数少ない研究の多くは、ブレンターノの独訳によっていた。

しかし、マカロックから始まるこのような一連の動向にもかかわらず、リカードそして

マルクスを中心とした大戦間期からおよそ半世紀におよぶおびただしい数にのぼる地代論

の研究において、アンダーソンが取り上げられることはむしろ例外的なケースに属してい

たと言ってよい。その理由はおそらく、マルクスが彼の理論の先駆的な意義を強調したに

⑹　このうちの一番目と三番目の著作はマカロックの上記いずれの目録にも含まれていなかったし、
二番目の著作も全文がドイツ語で再現されている。また、Einleitung のⅥ-Ⅶページに掲げられてい
る35点におよぶアンダーソンの著作目録は前にも後にも長いあいだ他の追随を許さないものであっ
た。
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もかかわらず、リカードもマルサスも彼らの地代論においてまったく言及しておらず、リ

カードにいたってはおそらく彼の存在さえ知らなかったことにあるであろう。しかしそれ

以上にアンダーソンの地代論が忘却された理由は、マルクスが指摘しているように、「あ

る直接の実際的論争問題を契機にして書かれたこのスコットランドの借地農業者の著書

は、「専門的に」地代を論じたものではなく、ただついでに地代の性質を解明したにすぎ

ず、少しも注意をよび起こすことができなかった」(Marx, II/3.3, p.765) ことにあるであろ

う。上記の何人かの著者たちによって地代にかんする断片的記述を含んでいることが明ら

かにされたアンダーソンの著作の多くは、一見したところ関連を付けにくい雑多な主題を

並べているように見える（Anderson (1791)、Anderson (1801.1) のタイトルを参照）数百ペー

ジにものぼる浩瀚な刊行物である。その上、これらの著作以外にも同じように大部の単行

本が十数点も存在する。これらの中にも――刊行時にたまたま目を通した一般読者をの

ぞいて――まだ経済学者の目にまったく触れていない地代に関連した記述があるいは存在

するかもしれない⑺。もちろん筆者にとってもこれらはまったく未知の領域であるし、ま

た未知のままにしておくほかない。またアンダーソンは執筆活動を始めた当初から、特に

雑誌への寄稿論文においては、匿名あるいは仮名を使うことを習慣のようにしており著者

の特定が困難なケースも多々存在する。彼が使った仮名の数は、1770 年代初頭の雑誌寄

稿の際に使用した Agricola をはじめ 14 以上にのぼると言われる (Matthew, H.G.C. et al. 

(2004), p. 40.)。というわけで、今後さらに考証研究がすすめば、同時代の刊行物の中から

彼の著作に加えられるもの、あるいは反対に、今までに作成されてきたいくつかの著作目

録の中から除外されるべきものが出てくることも考えられる。しかし、少なくとも James 

Andersonの名で刊行された単行本については後者の可能性は小さいのではないだろうか。

⑺　菊池 (2004) によれば、彼の故郷のスコットランドで刊行されていた雑誌 Gentleman’s Magazine に
アンダーソンが没した直後の 1808 年 12 月号に掲載された 4 ページの追悼記事（略歴と業績を含む。
同文が Scots Magazine の翌年 3 月号に再掲）には、彼の生涯と著述について仔細に叙述されている
にもかかわらず、「後年のアンダソンの功績として真先に掲げられる「地代論」・「穀物法論」につ
いては、結局一言も触れられていない」（同、p.61）、ということである。アンダーソンが生涯の大
部分を過ごし地代論・穀物法論を含む多数の著作を刊行した彼の郷里においてさえ、同時代に彼の
これらの仕事がどれだけ注意を引くことがなかったか、ここからもうかがい知ることができるであ
ろう。このことは半世紀後の A biographical dictionary of eminent scotsmen, Glasgow の 1855 年版と
1864 年版の James Anderson の項においても変わらないという（同、p.58-9）。
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先に紹介したブレンターノによる著作目録（注 6 を参照）も考慮しつつ新たな徹底的な調

査と吟味に基づいて作成された加用による目録（加用 (1969), p.371-8）が、現在のところ

もっとも信頼しうる網羅的なリストであろう。

２．生涯と著作

以上に述べたところから、本稿においてもまずもってアンダーソンの生涯と関係著作に

ついて一通り最小限の紹介をしておくことも無益ではないであろう。もちろん独立に刊行

された彼の伝記のようなものは存在しないが、それでも彼の没後から最近にいたるまで簡

略な記述が少数の事典類と研究論文に掲載されている⑻ので、筆者が本稿の準備過程で入

手しえた限りにおいてそれらに拠って紹介を試みたい。

James Anderson は、何代にもわたって同じ土地を保有し農業を営んでいたエディンバ

ラ近郊のハーミストン (Hermiston) で 1739 年に生まれた。15 歳の時に両親を亡くし、そ

の土地を受け継いでこの歳から農業経営に従事した。したがって正規の高等教育を受ける

ことはできなかったが、早くから農業経営に科学的知識が有用であり必要であることを認

識して、エディンバラ大学でアダム・スミスの親友でもあったカレン (William Cullen) 教

授の化学の講義その他に出席した。正規の学生ではなかったにもかかわらず、教授は彼の

知的能力と旺盛な好奇心を察知して異例の厚遇を与えた。その後も変わることなく知的好

奇心を持ちつづけ、みずからの農業経営の実践と共に書物からも多方面の知識の吸収につ

とめた。このことが、彼が 30 歳の時（1769 年）から晩年にいたるまでたゆまず続けた旺

盛な執筆活動の原動力となった。同時に実践的な農業経営者として農業の改良に努めさま

ざまな新機軸を打ち出したが、中でも有名なのが二頭の馬に引かせる新しいタイプの犁

(small two horse plough) や地中管の設置による暗渠排水法 (underdrainage) を導入したこ

とである。1768 年にスコットランド東北部のアバーディーン州ムーニー (Mounie) のマー

ガレット・シートン (Margaret Seton) と結婚し 13 人の子供をもうけた。結婚後は彼女が

相続していた 1130 エーカーの広大な領地のあるモンクスヒル (Monkshill) の農場を経営す

⑻　刊行年代順に、事典類として、W. Anderson (1867), H.R.T. (1923), Gee (1987), 飯塚 (1990), Matthew, 
H.G.C. et al. (2004)、また伝記的記述を含む研究論文として、Mullett (1968), 加用 (1969), 菊池 (2004)。
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ることとなった。1770 年代に入ると特にその後半には彼は多数の農業関係の著述を発表

し（本稿末の参考文献目録を参照）、1780 年にはアバーディーン大学から法学博士の学位

(LL.D., Legum Doctor) を授与された。これ以後の著書には著者名と共にこの称号が用い

られている。1783 年には成功したモンクスヒルでの農場経営を賃貸し、彼は自身の知的

交友と子供の教育のためにエディンバラの近くに居を移した。この頃彼は私的な関心から

西部スコットランド西岸のニシン漁業についての調査に基づく報告書を出版した（この報

告書に含まれる保護主義的提言を強圧的な口調で諫めアンダーソンを怒らせたと言われる

1783 年 5 月 28 日付けのベンサムの手紙が残されている。cf. The works of Jeremy Bentham, 

vol. 10, New York, 1962, p.127-9）。この報告書は 1784 年に時の首相ピットの目にとまり、

彼は改めてスコットランド漁業についての調査を委託された。政府に提出されたその報告

書で彼はやはり漁業保護を主張した。報告書自体は高く評価されたものの報酬はまったく

支払われなかったと言われる。

彼は 1788 年に妻のマーガレットに先立たれた。1790 年には彼が編集し大部分の記事

は自身で執筆した週刊誌 The Bee（『蜜蜂』）を創刊した（このような主として農業関係者

を対象とした啓蒙的な定期刊行物の企画は、すでに 10 年も前から構想されていたようで

ある (cf. Anderson (1779), p.40-53)。）。本誌は創刊から 3 年間近く毎週休まず刊行された。

各週の号が刊行されてからは、約二か月ごとに 9 号分を合本した単行本の体裁で毎年六つ

の巻が刊行された。Anderson (1791) は第一年目の最後の第Ⅵ巻として同年 12 月に刊行さ

れたものである。したがって 3 年間で第ⅩⅧ巻まで続いた。そのタイトルには多様な分野

の最新の知識を多くの人々に普及するという趣旨が謳われているが、主として農業関係者

を読者として想定していたことは明らかである。1797 年には彼はエディンバラからロン

ドン近郊のミドルセックス州のアイルワース (Isleworth) に移転した。晩年になって初め

て故郷のスコットランドを離れることになった（もちろんロンドンをはじめ国内外の各地

への旅行はしていたが）この移転の動機は、スコットランドの農業改良協会 (The Board 

of Agriculture) を主宰していたシンクレア（Sir John Sinclair, 1754-1835. 21 巻におよぶ大

著 The statistical account of Scotland, 1791-99 の著者）との度重なる確執にあったとされる。

アンダーソンは彼の知的能力は高く評価していなかったもののそのエネルギッシュな仕事

ぶりには感服していた。ロンドンに移ってから後の彼の著述活動のうちもっとも重要な
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のは、1799 年から 1802 年までの三年間にわたる月刊誌 Recreations（『レクリエーション

（嗜み）』）の刊行である。本誌もそのフルタイトルから約 10 年前の『蜜蜂』と同様の趣旨

で編集されていたことがうかがえる。またこの時期には農業関係の著作とならんで、アメ

リカ大統領であったジョージ・ワシントンとの書簡集を 1800 年に刊行した。彼は 1788 年

から 10 年あまり独身であったが、1801 年にアイルワースのウトラム (Outram) という名

の未亡人と再婚し 6 人の子供をもうけた。『レクリエーション』の編集・刊行をやめてか

ら後の晩年の数年間、彼は隠棲して自らが長年主張してきた実験的な農法を自分の庭園

で試みながら静穏な余生をおくった。1770 年代から長年ほぼ休むことなく続けてきた膨

大な著述活動に費やした労力が、晩年の彼の健康を蝕んでいたと言われる。隠遁生活の

うちにも徐々に体力が衰え、1808 年 10 月 15 日にロンドン南方の海に近いウェストアン

(Westham) の村で彼は 70 年近くの生涯を閉じた。

さて、前述のようにアンダーソンの著作物は正確な数が分からないほど多数にのぼるが、

しかし 19 世紀初頭のイギリス古典派経済学（ひいてはマルクス）の地代理論の源流を探

ろうとする本稿の課題⑼からすれば、取り上げるべき彼の著作はおのずから限られた数に

なる。末尾の参考文献目録に刊行年代順に列挙した彼の著作は単行書と雑誌論文を合わせ

て九点である。しかし、以下にやや詳細に見るように、これらについてだけでも、その多

くは何度か版を重ねそのたびに部分的な削除や改訂をともなったり、また場合によっては

既刊のテクストの一部を流用したりと、一筋縄では処理しきれない複雑な様相を呈してい

る。

⑼　筆者は竹永 (2018-9) （特に (1) と (2)）で、1840 年代中葉から 1860 年代初頭までのマルクスの間歇
的な地代論研究においてリカードとともにアンダーソンが演じた重要な役割について検討しようと
試みたが、その際に、「遺憾ながら本稿の準備にあたって筆者はこれらの著作を直接読むことがで
きなかった。［・・・］したがってアンダーソンの読み方についてはマルクスのそれを相対化する
ことができず、マルクスに全面的に依拠せざるをえなかった」（同 (2)、11 ページ）、と述べたとお
り、前稿は筆者自身による原テクストの読解と分析に基づいていなかった（ちなみに、マルクスが
上記の時期を通じて引用・参照しているのは Anderson (1777.2)、Anderson (1779)、Anderson (1796)、
Anderson (1801.1)、Anderson (1801.2) の五点である）。その後ウェブ上でのデジタル・テクストや
相次いで刊行されつつあるリプリント版を入手して、この時の「宿題」を済ませようと考え、今回
はマルクスや古典派経済学との関係はとりあえず棚上げにして、とりあえずはアンダーソン自身の
地代理論の分析に集中すべく本稿の準備に取りかかった次第である。したがって本稿もまた、いつ
のことになるか分からないが、筆者の地代論の学説史的研究の一部、むしろそのとっかかりをなす
に過ぎない。
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アンダーソンは最初の Anderson (1777.1) で、スミスが前年に刊行された『国富論』で行っ

た穀物輸出奨励金批判への反論⑽という文脈においてはじめて地代論を提起した⑾。ⅩⅥ通

の書簡からなる本文に序文と付録を加えると 600 ページ近くの大冊の一部をなすこの著作

はマカロックもマルクスも参照しておらず、ブレンターノによってはじめてドイツ語でそ

の一部が紹介されたものである。その意味でも、またアンダーソンの地代論の「原型」が

ここに示されているという意味でも、この文書は重要であるが、それだけにとどまらず彼

の理論的営為の生涯にわたる基本的な問題意識がそのタイトルに表明されている。彼が終

生念頭に置いていたのは、1707 年の合邦から半世紀以上が経過した当時においてもなお

イングランドから相対的に立ち遅れていた、スコットランドの産業（彼にとって最も重要

なのはいうまでもなく農業であったが、さらには農業を軸にして商工業や漁業も含む）の

振興をどのように推し進めるかであった（アンダーソンの地代論の歴史的コンテクストに

⑽　『国富論』第四編第五章「奨励金について」。アンダーソンはスミスへの反論を含むこの著作を当
人に贈呈したがスミスから直接の返答はなかったようである。しかしスミスはアンダーソンの議論
を無視することができず彼の批判にも一定の理由を認めていた。このことは彼が 1780 年 10 月 26
日付けで Andreas Holt に宛てた手紙に述べられている (The correspondence of Adam Smith, ed. by E.C. 
Mossner et al., Oxford, 1977, p.251.)。しかしスミスが『国富論』の第二版（1778 年）・第三版（1884 年）
で関連箇所に加えた変更は、単なる字句修正や不適当と判断された文言の削除といったまったく形
式的なものにとどまり、彼の穀物輸出奨励金批判の趣旨には何の実質的な変更も加えられていない。
また、アンダーソンの名前にも彼の反論の内容にもまったく触れられていない。こうしたスミス
の態度を Dow (1984) は The hauteur of Adam Smith と称している。後年のアンダーソン自身もス
ミスが自分が若い頃に行った反論をまったく黙殺したと受け取っていた (cf. Anderson (1796), p.503, 
Anderson (1801.2), p.18,79.)。しかしこのことは、穀物輸出奨励金に対する彼の肯定的な評価にはまっ
たく無関係であり、彼は自分が最初に行ったスミスに対する反論がその後の事態の推移によってま
すます強く裏付けられたと考えた。しかし本稿では論脈を複雑化させないために穀物輸出奨励金を
めぐる両者の見解の対立には立ち入らない。この点については Anderson (1777.1) の「第ⅩⅢ書簡
へのあとがき」に全面的な検討を加えた野沢 (1983) を参照。関連して羽鳥 (1991) も参照。

⑾　本稿ではここでの提起を含めてアンダーソンの地代にかんする議論を「イギリス古典派地代論の
源流」と位置付けているが、しかし経済学史上これが地代理論の最初の提起であったわけではない。
Van den Berg (2000) は、アンダーソンより少し前の 1760 年代後半にすでにフランスで地代論を含
む文献が相次いで二件現われているとして、その内容や重農学派を中心とする当時のフランスの経
済学との関連を検討している。しかし、この二つの文献は相互に独立に構想・発表された上に、同
時代において（だけでなく後代にも）ほとんど顧みられないままになった、という（マカロックは
McCulloch (1843), p.453 の脚注で 1766 年に刊行された Auxiron の Principes de tout Gouvernement に
言及しそこで展開されている地代論について簡単に紹介し批判的な評注を加えている）。もちろん
アンダーソンはそれらの存在を知らなかったし、当時パリに滞在中で重農学派の主要メンバーと交
流しフランスの文献には通じていたスミスにも見逃されたらしい。したがってこれらの文献は本稿
との接点はなく、ここでは単に学説史上のエピソードとして紹介するにとどめる。
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ついては菊池 (1986) および飯塚 (1990) を参照）。アンダーソンにとってこの振興の不可欠

の条件をなしたのが、スミスが批判した 1689 年の穀物法において制定された穀物輸出奨

励金制度であったが、この制度は 18 世紀中頃から徐々に骨抜きにされついに 1773 年に制

定された新しい穀物法によって実質的にも機能を停止した。このため、18 世紀の中葉か

ら続いていたスコットランドを含むイギリス全体での穀物の不足と輸入の増加そして穀物

価格の上昇とが世紀転換期になっても止むことなく続き、アンダーソンはこれを深刻な事

態と受け止めた。

こうして執筆されたのが Anderson (1796) である。本稿で取り上げるのは同じ表題で刊

行された全三巻からなる著作の第三巻であるが、この巻は、最初の二巻が 1775 年にはじ

めて刊行されその後 70-80 年代を通じて内容の増補をともないながら版を重ね 1798 年に

第五版が刊行された時に追加されたものであり、農業にかんする社会経済的な考察を含ん

でおりこの点で先行の二巻とは性格が異なる。この巻の「序文」に説明されているよう

に (cf. p. vii-x)、その内容はもともと 1795 年にシンクレアからの依頼によって彼の主宰す

る農業改良協会 (The Board of Agriculture) の報告書の一部として執筆されていた原稿を、

彼との行き違いから取り下げて拡大ししばらく手元に置いたままにしていた後、改めて

自分の旧著の第三巻として 1798 年に出版したものである（ただし本稿ではもちいた刊本

の扉に 1798 年刊と記されているにもかかわらず、執筆時期にしたがって Anderson (1796)

と表記した）。Anderson (1777.1) と同様本巻も「序文」と本文を合わせると 600 ページ近

くにのぼる大著である。主として過去の半世紀近くのあいだに生じた農業の停滞の原因と

その除去による農業の「本来の」可能性を取り戻すことによる進歩と改善の方策を論じ

た本文の後に付された「イギリスの穀物法にかんする手短な評注」と題する「あとがき」

(p.501-15) で、アンダーソンは名誉革命期から直近の 1791 年の改正にいたるまでの穀物法

の歴史⑿をたどり、いかにその本来の趣旨が失われ農業の進歩を阻害する人為的な制度に

⑿　穀物法の歴史については Barnes (1930)、北野 (1943)、西山 (1962) を参照。Barnes がその序文で
言う (p. viii) ように、1830 年代以降の「反穀物法同盟 (Anti-Corn Law League)」の結成とこれによ
る反対運動によって 1846 年に穀物法が最終的に廃止されるまでの歴史については、イギリスにお
ける自由貿易主義の確立過程として多くの研究文献が存在するが、対照的に 17 世紀末から 1815 年
にいたる穀物法の変遷についての研究は少数にとどまるようである。北野の著書も重点はむしろ穀

（次ページへ続く）
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変質したかを述べている。

こうした問題意識を引き継いでいるのが Anderson (1801.1) である。アンダーソンは彼

が 1799 年に創刊した月刊誌『レクリエーション（嗜み）』を六か月分ごとにまとめて事後

的に単行書として刊行していたが、その第Ⅳ巻に収められた 1801 年 1 月号掲載の「農業

と製造業の人々の道徳と幸福および諸国の進歩と安定に対する対比的影響について」と

題する無署名の連続論文 (p.368-82) の中で、もし人為的な制度による障害が存在しなけれ

ば、農業の生産性は人口の増大とともに果てしなく改善されうると主張し、最初は 1 人の

人間を養うに足る食料を生産するのに 1000 エーカーの土地が必要だったとしても、人間

の勤労 (industry ないし labour) によって農業を改良して行けば 230 人の人間を 1 エーカー

の土地で養うことも可能である、とする (p.374-5)。つまり土地改良によって収穫は 23 万

倍にでも拡大可能であると言うのである。これはもちろん誇張を含む単なる架空の数字例

でしかないであろうが、しかし、とりわけ 1790 年代以降のアンダーソンはこのような土

地改良の大きな可能性を信じこれを繰り返し主張することによって、逆に農産物の不足と

価格の高騰そして食料の外国依存という当時のイギリス農業の現状を批判し、穀物法を

1773 年以前のものに戻す⒀必要を説くのであった。

物法の廃止にいたる過程の方に置かれている。こうした事情から、現実にはリカードが活動した時
代より一世紀以上も前から存在し機能していた穀物法の成立と変遷の歴史は知られることが少ない
ように思われる。本稿に関連するのはもちろんこの後者の方の過程である。

⒀　しかしこのためには、この当時急速に進展しつつあった産業化とそれにともなう人口の増大・都
市の拡大と農村の縮小・産業構造と人口構成の変化を押しとどめて、農業と農村を中心とした産業
化以前の状態にイギリスを引き戻すという、もはや不可能なことを企てなければならなかったであ
ろう。アンダーソンの地代理論や穀物法論が 19 世紀に入ってから急激に忘れ去られたのは、上に
紹介した彼の著述のスタイルによると同時に、社会経済のあり方に対する彼のこのようなビジョン
がもはや時代の状況にそぐわなくなっていたことにもよるであろう。「サー・ジェームズ・スチュアー
トがまだ大部分の世人にとって支配的な経済学者であったが、しかし同時に一般の注意が一年前に
出版された『国富論』にも向けられていた」（マルクス、II/3.3, p.765）時代に社会経済問題につい
ての著述活動を開始した彼は、その後もスミスよりもむしろスチュアートに傾倒していたように思
われる（そもそも Anderson (1777.1) のタイトルのキー・ワードがスチュアートとの関連を強く連
想させる“national industry”であり、またこれと並んで経済学的用語としての intrinsic value (price)
も彼の著作で多用され重要な役割を演じている――この点について詳しくは節をあらためて検討す
る――。industry かんしては小林昇の研究に依拠した飯塚 (1990) の特に 277-8 ページを参照。菊池
(1986) p.188-203 もアンダーソンへのスチュアートの経済学の影響を論じている。）。また加用 (1969)

（368 ページ）によれば、The Bee にはスチュアートの回想記とともに肖像画が掲げられているとの
ことである（残念ならがそれがどの号なのか記されていない）。こう見てくるとアンダーソンが長
く忘却にさらされたのはスチュアートの場合と通じるところがあるであろう。
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こうした彼の主張を 100 ページ足らずに簡潔にまとめたのが同年に刊行された『洞察

(Anderson (1801.2))』である。その 48 ページには、1650 年から 1800 年までの一世紀半に

わたるイギリス全体の穀物の輸出入とその国内価格の動向を示した一覧表が掲げられてお

り、アンダーソンはこの表に示されたデータによってあらためて上記の主張を展開してい

る。このパンフレットでもまた、上記の『レクリエーション』1801 年 1 月号と同じよう

に農業改良による土地の生産力の増大が数字を挙げて説明されているが、ここでは土地が

人間を養う力は 1000 エーカーあたり 1 人から 1 エーカーあたり 10 人以上につまり 1 万倍

以上にまで増やすことができる、とされている (cf. ibid. p.35-6)。したがって先の例に比べ

て一桁数字が下げられていることになる。これはおそらく、同様の主張を繰り返すに当

たって思い直してやや誇張の度を引き下げたためではないかと思われる。このことから、

扉に 1800 年 12 月執筆と明記されている Anderson (1801.2) よりも最初翌年の 1 月号に掲

載された Anderson (1801.1) の方がいくらか先んじて執筆されたのではないかと推測され

る。上に挙げた Anderson (1796) 以下の三つの著作は、直接地代を扱ってはいないがその

背後にあるアンダーソンの問題意識（穀物法の改変に対する彼の見方、農業生産力の改善

に対する確固たる信頼）が終始一貫していたことを明らかにしている。

これに対して、彼の地代論の展開という点で重要なのは Anderson (1777.1)、Anderson 

(1777.2)、Anderson (1791)、Anderson (1801.3) の四つの著作である。最初に、本稿で取り

上げるアンダーソンの著作のうち同じ 1777 年に刊行されている二点の前後関係について

一言述べておきたい。これは単なる文献考証的な問題にとどまらず、彼の地代論の展開過

程にかんする理論的解釈にまで影響がおよびうる重要問題である。Anderson (1777.1) と

した著作の表題にはその執筆時期が 1775 年であることが明記されている。にもかかわら

ず刊行が 1777 年になった主要な理由はおそらく、この原稿が刊行準備中であったと思わ

れる 1776 年 3 月初旬に『国富論』が刊行され、おそらくすぐにこれに目を通したアンダー

ソンがスミスがこの新著の中で穀物輸出奨励金を批判していることを発見し、準備中の

彼の著作の主張と対立するこの批判に急遽反論を加える必要に迫られて、自著の刊行を

翌年まで延ばさざるを得かなったことであろう。したがってこの著作が刊行されたのは

1777 年中のいずれの時点でもありうると考えてよいであろう。これに対して、Anderson 

(1777.2) では、献辞の末尾 (p.3) に 1777 年 12 月 15 日という日付が入っている。献辞や序
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文の最後に日付を入れるのは彼としてはめずらしいことであるが、さいわいこれによって、

その刊行時点は同年末かあるいは扉に 1777 年刊行とあるにもかかわらず翌年にずれ込ん

だかに相違ない、と考えることができる。両著作の執筆・刊行の前後関係はこのようにし

て推定した。

Anderson (1777.1) の概要とその意義についてはすでに述べた。これに続く Anderson 

(1777.2) は 61 ページの比較的短いパンフレットであるが、地代論は p.42 から始まる「補

論 (Supplement)」の p.45 に付された p.50 まで続く 6 ページにまたがる長大な脚注（といっ

てもページ上部の本文と並行して組まれているので実際の長さはおよそ 4 ページ分）の中

で述べられている。この「補論」は、このパンフレットが執筆（またおそらく刊行）され

た時点で議会での審議に付されていたスコットランドについての新穀物法案に対して巻き

起こっていた、穀物価格の上昇を予想した商工業階級の利害関係者からの猛烈な反対論

（「わが国の製造業関係者たちの心は穀物法の改正案への反対で激しく燃え上がっている」

p.42）を「法案に対するグラスゴーの製造業者たちの偏見」(ibid.) として、これに反論を

加えるために、穀価は地主階級による地代の取得が原因で高騰するのではなく彼らの地代

はもともと高騰していた穀価の一部に過ぎないのであり、穀価高騰の原因は地代以外に求

めるべきであって、地代の取得は決して土地所有階級を商工業階級と対立させるものでは

ない、ということを理論的に示すことを目的としていた。これは農業者としてのアンダー

ソンの立場表明でもあった。こういう文脈において彼は地代の理論的説明を試みたのであ

る。このような問題設定から始まった地代の説明は、おそらく期せずして『国富論』第一

編第十一章でスミスが地代を価格（第一義的には穀物のそれ）の構成要素としたことに対

する根本的な反論となった（そしてまたこの点は一世代後のリカードを始めとする古典派

経済学者たちひいてはマルクスとも共有されることになる）。

三番目の Anderson (1791) は、アンダーソンがこの年の始めに創刊した週刊誌『蜜蜂』

を後で 9 週分ずつ（およそ二か月ごと）に合本して書籍として刊行していたシリーズの第

一年目の最後の第Ⅵ巻であり、地代論は原誌 12 月 28 日号に掲載された「地代と穀価のあ

いだに存在する関連およびそれら相互の影響にかんする考究」と題する論文 (p.293-301) 

に含まれる（この論文の執筆経緯については加用 (1970) の 18-20 ページを参照）。執筆者

名は記されていないが、それが編者アンダーソン自身であることは、この論文の主題が地
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代と穀物価格の関係を示すことにあるとされていること、そして何よりも、後に見るよう

に、その論旨の展開が上に見た Anderson (1777.2) とまったく同文ではないにしても酷似

していることから明らかである。この年の『蜜蜂』に地代を主題とする論文が掲載された

のは、1773 年に引き続いて同年再び新しい穀物法が制定されアンダーソンがこれを状況

の一層の悪化と見ていたことと関係していると思われる。穀物法の歴史的変化（改悪）を

前にして、国民すべてに食料を供給する農業階級の利害が他の諸階級の利害と対立するも

のではないことを、彼は地代論を通して示そうとしていたことが理解される。同じ第Ⅵ巻

の最初に収録されている原誌 11 月 09 日号には、この新穀物法の膨大な本文（二折版 84

ページと記されているので本誌と同じ四折版だと 168 ページ相当の分量になる）のアブ

ストラクトが、New Corn Act と題して掲載されている (p.17-29)。ただし、この新法につ

いてのコメントや分析ないし批判はこの号には含まれていない。先に紹介した Anderson 

(1796) の「あとがき」とも合わせて、アンダーソンが一国の穀物輸出入（また彼にとって

は農業の盛衰）を規制するこの法律をめぐる動向にたえず注意を向けていたことがうかが

われる。

四番目の Anderson (1801.3) も三番目と同じく、彼が編集発行していた月刊誌『レクリ

エーション』を合本して単行書として刊行していたシリーズの五番目のもの (Vol. V) であ

り、原誌の 1801 年 3 月号から 1801 年 8 月号までを含んでいる。この雑誌にもそのタイト

ルに記されているように雑多な主題を扱った記事が掲載されているが、その中の「地代と

十分の一税の穀物価格に影響する作用の比較検討」と題する無署名の論文（最後の 8 月

号に掲載。p.401-28）のはじめの部分 (p.401-8) が地代を主題的に論じている。同じ 1801

年に刊行された三つの著作物の前後関係について言えば、Anderson (1801.1) も Anderson 

(1801.2) もともに同年初頭に刊行されているので、8 月号に掲載されたこの論文を含む

Anderson (1801.3) をこれらより後とすることができるであろう。この論文のうち十分の

一税にかんする論述に入るまでの部分 (p.402-8) は、いくつかの技術的な補正を除けば

Anderson (1791) で地代を論じた部分 (p.293-8) とまったく同文である（同じ地代論の文章

が 10 年後にこういう形で別の雑誌に再録されることになった事情については加用 (1970)

の 21-2 ページを参照）。本稿では最初に執筆された時点をあらわす Anderson (1791) の方

を検討対象として取り上げることにする。したがって、アンダーソンの地代についての理
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論的説明を検討するためのテクストは、以上の二つ（しかも非常によく似た）に先に紹介

したAnderson (1777.1)に含まれる短い説明(ibid., p.375-8)を加えた三つということになる。

なお「参考文献目録」に挙げられているアンダーソンの著作のうち Anderson (1779) と

Anderson (1794) には触れなかったが、それぞれのタイトルに著者の問題意識が明示され

ているこれらの著作も以下必要に応じて取り上げることにしたい。

以上に穀物法論と地代論について見た限りでも、あたかも雑多で散漫に見える彼の残し

た著作物はきわめて強固な一貫した問題意識と志向に貫かれていることが理解されるであ

ろう。こうした問題意識の持続と時代状況の緩慢な変化を背景として、上に見た少数の諸

著作は相互につながり合っているのである（ここから推せば同様のことはアンダーソンの

著述活動の全体に対しても言えるかもしれないが、これは筆者のなしうるところではな

い）。彼が一貫して目指したのは、彼の出身地であったスコットランドまたひいてはイギ

リス全体の農業を基礎とする産業の改良 (improvement)・進歩 (progress) を通した（スミ

スとはやや意味の異なる）国民的富の増進であった（ここに後代から後知恵的に見れば時

代錯誤的な面があったことは否定できない。注 13 を参照）。とはいえ、本稿の主題はあく

までも、アンダーソンの地代についての議論をいかなる意味で一世代後のイギリス古典派

経済学の地代論の「源流」と呼びうるのか、という問題についての予備的な吟味に過ぎな

いのであって、彼の地代論の背後にあるこれらの事項についてはここでの簡単な言及にと

どめておきたい。「1. はじめに――忘却と発見」でも触れたように、19 世紀初頭の穀物法

の改定と絡んだ地代論争においてアンダーソンとの一定の接点を確認しうるマルサスにつ

いてだけは、最後に今後の研究との関連において若干の検討を加えてみたい。しかし、リ

カードさらに後年のマルクスとのアンダーソンの関わりについては、行論中必要な限りで

アドホックに言及するにとどめることにする。

３．穀物法とイギリス農業

前項で見たように、アンダーソンの著述活動は彼が生きた時代に施行されていた穀物法

の作用そしてこの法律自体の改正過程と切り離して考えることはできない。しかし経済学

史の上で穀物法と言えば、多くの場合、マルサスとリカードが賛否を争った 1815 年の法

律がすぐに思い浮かべられ、この年に制定された法律とその約 30 年後の廃止だけが問題
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にされるにとどまるのではないだろうか。だがこの時に議会に上程され通過した穀物法の

正規の名称は“An Act to amend the Laws now in order for regulating the Importation 

of Corn（穀物の輸入を規制するための現行法を改正する法令）”であった。つまり穀物法

という名称はこの時に定められた法律に固有のものではなく、この時の法律は以前から存

在していた同じ呼び名を持つ法律の改正版のいわば俗称だったのである。この 1815 年の

法律では穀物の輸入のみが規制の対象とされているが、ある時代までは輸出もこの法律の

対象に含まれていた。一国のすべての人々にとって最重要な生活必需品としての穀物の輸

出入は、17 世紀初頭に成立したスチュアート朝の時代から国家による規制の対象であっ

たとされ、この法的規制は 1846 年にいたって最終的に廃止されるまで同じ穀物法の名の

下に性格を変化させながら二世紀近くの長いあいだ存続したのである。アンダーソンが著

述活動を開始する少し前の 18 世紀中頃までの時代にイギリスの穀物の輸出入を規制して

いた穀物法は、チャールズ二世の即位（1660 年）に始まる王政復古期から名誉革命（1688-9

年。ウィリアム三世の即位）までの 17 世紀のイギリス史の激動期に制定された二つの法

律であった。アンダーソンは彼の著作の中で、これらの約一世紀前に制定された穀物法の

（彼から見て有益な）作用について繰り返し強調しているが、これらの法律自体について

はほとんど語っていない。そこでまず、関連文献によりながらこれら二つの法律の制定の

経緯と内容について簡単に確認しておくことにしたい。

Barnes (1930) によれば、最初に制定された 1670 年の法律は輸入価格の低下に応じて

関税を段階的に引き上げていくことを規定した、輸入規制のための法律であった (p. xiv)。

これ以前の時代の穀物貿易にかんする法的規制は、国内で必要な量の穀物（食料）を確保

することの方が余剰分を国外に販売するよりもはるかに重要であったから、一般的には単

なる輸出の禁止のみを趣旨とし輸入の規制は定めていなかった。輸入規制が 17 世紀中葉

の時代に導入されたのは国内農業の人口扶養能力の増大を物語るものであろう。この法律

による輸入規制の方法は、それ以上では関税免除・自由輸入が認められる一定の上限価格

と、それ以下では輸入禁止となる一定の下限価格のあいだに中間領域を設けて段階的に変

化する関税を定める、というものであった。具体的に課される関税額は、輸入価格がクオー

ター（穀物の体積を測る単位、300 リットル弱に相当）あたり（以下同）53 シリング (s.) 

4 ペンス (d.) ⒁ を上回らない時には 16s.、この価格から 80s. までの時には 8s.、80s. を超え
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ると 4d.、の三段階に定められていた (ibid., p.141)。16s. という関税額は経済的には事実上

の輸入禁止を、反対に 4d. (=1/3s.) という関税額はまったく名目的なもので事実上の自由

輸入を意味していた。これは、（国産か輸入品かを問わず）国内で販売される小麦価格の

範囲を 53s. から 80s. の範囲に収めようとする政策意志を表すものである。下限の設定は

生産者の保護を上限の設定は消費者の保護をそれぞれ目的としていた。このような方式は

その後に改正された法律においても一般的であったが、1815 年に改正された穀物法では

80s. を境界として、それ以上の価格では自由輸入それ以下では輸入禁止とされ、関税を課

す価格帯は設定されなかった。つまりこの法律は国内での小麦の販売価格 80s. の近傍に

維持しようとしたのである。この新穀物法が議会を通過する前の穀物価格が 80s. を下回っ

ていたことを考えると、この法律はその引き上げをはかり生産者を保護することを目的と

していたと言えるであろう。そして上にも見たようにこの改正法には穀物輸出についての

規定は含まれていない。

17 世紀には上の 1670 年の穀物法に続いて 1689 年に制定された新たな法律では、穀物

輸出の規制ではなく奨励が規定された（輸出奨励金制度）。具体的には国内で販売される

小麦の価格がクオーターあたり 48s. 以下になった時、輸出業者に対して同量あたり 5s. の

割合で公的な奨励金が支払われることになった (cf. Fay (1932), p.12)。したがって後者は前

者に代替するものではなくこれを補完するものと位置付けられた。1770 年の法律の輸入

規制によって輸入小麦は事実上 61s. (53+8) 以下の価格では国内で販売しえないことになっ

ていた。したがって国内産小麦の価格がこのレベルを下回った場合、外国穀物は国内市場

から完全に締め出されることになる。これは小麦価格が 60s. の近傍にある時ほぼ過不足

のない国内自給が達成されるものと想定されていたと解釈しうるであろう。だがこのよう

な農業部門における需給のバランスは稀にしかありえないことである。国内産小麦の価格

がこのレベルを下回るとすれば、それは国内需要に対して生産量が大きすぎるということ

であり、過剰分は外国市場への販売（輸出）によって処分する他なかったであろう。価格

の低下は生産者の収益の低下（ないしその消滅さらには損失）に他ならず、さらに同時に

⒁　この価格は一般の商品であれば 2 ポンド 13 シリング 4 ペンスと表示されるところであるが、小麦
価格は一定の幅で小刻みに変動するので、表示と比較を容易にするためにシリングとペニー（ペン
ス）の二つの単位だけで表示する方法がもちいられていた。以下同。
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輸出の必要も大きくなる。輸出奨励金の支給開始はこの自給価格をほぼ 10s. 下回った点

に設定されていたことになる。

農業生産は、製造業とは異なって、人間の技術力でコントロールしうる範囲を超えた日

照・気温・降雨量などの自然の気象条件の支配を受けて予見の困難な大きな変動をこうむ

りやすく、年によって収穫量が期待と大きく異なりそれにともなって農産物価格も大幅に

上下変動する。さらに、作付面積の増減による生産量の調節は年単位でしか行えないため

に、ある年の収穫の過剰ないし過小の影響も同様に年単位で持続することになる。農業の

このような特殊性に起因する事業上のリスクから地主と借地農業者を保護し、こうして国

内農業の振興をうながすために、輸入制限と輸出奨励が一体となって、（やがて併合され

ることになるスコットランドを含む）イギリス全体の穀物の輸出入制度の枠組みが形成さ

れたのである。凶作により農産物価格が高騰した時には、平時の国内価格の下落を防ぐ機

能を持つ関税を引き下げて価格上昇を一定の限度内に押しとどめる。また豊作時の過剰供

給によって農産物価格が低下した時には、輸出業者に奨励金を交付して輸出にともなう追

加的販売経費（輸送料、保険料）を補助し、対外競争力を高めて販路の確保を容易にする。

過剰な穀物の輸出が促進されれば国内市場における供給過剰も緩和され、それにつれて穀

物価格も採算レベルに向けて回復していくであろう。二つの法律はこうした両面的な作用

によって、価格水準の乱高下を緩和し農業者の収益の不安定性を引き下げ、その結果とし

て農業部門への新規参入とその振興をうながすことをめざした。

しかし実際には、「とりわけ 1689 年の奨励金法の通過に続く 75 年間は、輸出の規制が

穀物貿易の中でもっとも重要な局面であった。」(Barnes (1930), p. xiv) つまりこの期間（大

まかに 18 世紀の前半）は全体として穀物価格の低下傾向が続いたため、「1670 年の法令

は穀物の輸入を制限したが、しかしこの時期の大部分にわたってイギリスは輸入ではなく

輸出をしていたのであり、したがって［輸入］規制が生産を増大させる上で演じた役割は

大きくなかった」(ibid., p. 15) のである。輸出奨励金の存在は、農業生産者が過度の豊作

という予期せぬ過剰生産のリスクに対して抱く不安を軽減し、農業の改良と作付けの拡大

を促すであろう。またこれによる生産容量の増加は同時に、凶作時の穀物の供給不足とそ

れによる価格高騰を抑制する作用を持つであろう。こうして実際の輸入も輸入制限もその

必要を減少させていったのである。事実、もし福田の言うように「17 世紀の末葉のイギ
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リスにおける小麦の価格は低廉であったことが多く、1663 年から 1702 年のあいだの平均

価格は 38s.10d. であった」（福田 (1906)、588-9 ページ。表記・文体は改変）とすれば、輸

入穀物が国産穀物とイギリス国内市場で競合しうるためには、先に見た 1670 年の法律に

よる 16s. もの禁止的関税が課せられる前の輸入価格は 22s. を下回っていなければならな

いことになり、おそらくイギリスへの穀物輸入は全面的に排除されていたであろう。

アンダーソンが農業をはじめ各種産業を「振興する (promote)」ために「国民的勤

労 (national industry)」の精神を奮い起こす手段について論じた初期の著作 (Anderson 

(1777.1)) に含まれる穀物法論も、直近の 1773 年に改正された穀物法ではなく 1689 年の法

律⒂に定められていた穀物輸出奨励金の制度が 18 世紀中葉までのイギリスの農業の振興

に及ぼした有益な作用を強調するものである。そして、1750 年代を境にこの制度が実質

的な変質をこうむった結果として 1773 年の法律改正に行き付き、同じように穀物法と呼ば

れる（正式な名称は“An act to regulate the importation and exportation of corn（穀物

の輸出と輸入を規制する法令）”）新しい法律が改正前の法律とは反対にイギリスの農業の

発展を抑制しているとしてこれを強く批判する。これが 17 世紀末以来の穀物法の歴史に

ついてアンダーソンが一貫して持ち続けた見方であった。

彼が著述活動に従事していた期間に穀物法の改正が行われたのは 1791 年の一回だけで

あったが、本稿で取り上げる Anderson (1791) 以降の彼の著作はすべて、この時の穀物法

の改正とそれがもたらした農業を取り巻く状況の変化（彼から見ればさらなる状況の悪

化）をその執筆の引き金としていた。このことは Anderson (1801.2) のタイトルにも明瞭

に表されている。しかし彼は同時に、1791 年以降の状況を分析し批判するためにも、お

よそ 18 世紀中頃までその効力を保持し続けていた 17 世紀末に成立した（旧）穀物法の

イギリス農業にとっての有益な効果と、18 世紀末の同時代までのその変遷を歴史的に跡

⒂　アンダーソンはこの法律を 1689 年ではなく「1688 年の法律 (the law of 1688)」(Anderson (1801.2), 
p.30, 85, 87) と呼ぶ。これはおそらくこの法律が制定された名誉革命が 1688 年から 1689 年にかけて
の出来事であったことと関連しているのではないかと思われる。しかしこの法律はウィリアム 3 世
がイングランド王に即位した 1689 年 2 月後に彼が発布した（福田 (1906)、589 ページ）ものであり、
1689 年の法律とするのが妥当であろう。関連文献においても 1688 年の法律という呼び方は見当た
らない。本稿では、アンダーソン自身の呼び方にもかかわらず 1689 年の穀物法という呼び方をも
ちいることにする。
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づける作業も行なっている（Anderson (1796) の「あとがき」 p.501-15、Anderson (1801.2)

の p.12-33, 41-44, 79-94）⒃。以下、同じ期間の穀物法の歴史を扱った研究文献も適宜参照

しながら、アンダーソン本人が彼の地代論の歴史的背景としての穀物法とその作用の変遷

をどう見ていたかについて、簡単にたどってみたい。

まず、アンダーソンの時代にはすでに過去のものとなっていたが、しかし彼が

Anderson (1777.1) 以来繰り返しその意義を強調している、旧穀物法の働きについての彼

の所説を要約的に紹介する。

彼は、書簡体形式の Anderson (1777.1) の第ⅩⅢ書簡への「あとがき」におけるスミス

の穀物輸出奨励金批判への反論において展開した彼の奨励金擁護論を振り返り、彼の議

論がそこで擁護したのは旧穀物法であったことを、次のように述べている（実際、彼は

Anderson (1777.1) では、想定される同時代の読者にとっては自明と考えたためか、この

点を明確にしていなかった。しかしこの時代の状況に疎い後代の読者にとっては、彼が

どの時期の法律を擁護しているのか必ずしも自明ではない）。「これらが、1688 年［注

15 参照］にはじめて制定され 1700 年に最終的に完成された名高い穀物法の諸原理であ

る。この法律はそれ以後ヨーロッパのすべての国民の注意をひき最高の称賛を獲得した。」

(Anderson (1801.2), p.23) アンダーソンはこの法律の「諸原理」を次のように要約する：「よ

く規制された有効な穀物の輸出奨励金と輸入関税は次のような必然的で持続的な傾向を持

つに違いない。第一に
4 4 4

、穀物の平均価格を妥当な水準に落ちつかせ、全体として、奨励金

がなかった場合におそらくあり得たであろうよりもこの価格を引き下げる。第二に
4 4 4

、穀物

生産を奨励し、必然的に国内市場における供給量を増大させ、こうして、飢饉を予感させ

るあらゆる事態の不安を少しでも引き起こしかねない不足が生じる危険をどんな時にも防

ぐこと。第三に
4 4 4

、これはもし可能となれば前二者よりも一国にとってさらに大きな利益と

考えられるが、奨励金は、私の知るあらゆる社会的弊害よりもさらに破壊的な穀物価格の

⒃　マルサスも Malthus (1803), p.452-3（第三篇第 10 章「穀物輸出奨励金について」）において、アン
ダーソンと同じように、18 世紀の前半と後半における穀価の対照的な動きを旧穀物法とその実質的
変質と関連づけながら論じている。この章でマルサスはスミスの穀物輸出奨励金についての所見に
批判的検討を加えているが、その論旨はアンダーソンが Anderson (1777.1) 以来繰り返していたス
ミス批判に近いものである。
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変動――なぜならこの変動は、詳しく述べようとすると一巻の書物でも足りないほどの一

国の国内経済の撹乱と多数の道徳的・社会的弊害を引き起こすから――を阻止するもっ

とも有益でもっとも強力な傾向を持つであろう。人口、勤労 (industry)、製造業、商業、

国富、公共の安寧、そして所得の増加、これらに対する数限りない有益な効果を別とし

ても、私は以上の三点を考えただけで、奨励金は多面的な利益をともなう措置であり、こ

れを放棄すれば必ず人々の福祉ひいては独立国家としてのこの王国の存立そのもの［食料

自給］を危険にさらすであろう、と主張したのである⒄。」(ibid., p.20) ここで注目すべきこ

との一つは、奨励金の及ぼす穀物生産と穀物価格への有益な効果が直接的には農業階級の

利害にかかわるものだとしても、この効果はそれに止まらず広く一国のあらゆる階級に及

ぶとされていることである。アンダーソンのこの主張は過去の穀物法の下での諸経済変数

の分析の基礎をなすとともに、穀物法が改変された後の時代の対照的な状況に対する批判

の基準をなす。次に、ここに描かれた効果が実質的に失われていく 1750 年代を分水嶺と

する状況の対比がどのようになされているか見てみる。

彼は旧穀物法の機能がしだいに低下し始める 1750 年代から後の状況を次のように描い

ている：「穀物貿易の成り行きの変化が主として穀物法の状態に帰されるべきことは先に

掲げた表［Anderson (1796), p.506 に掲げられている、18 世紀初頭から世紀末までの穀物

の輸出入量の変化を示した表］を精査してみれば明らかである、というのは、［1707 年の

イングランドとスコットランドとの］合邦から 1757 年初頭まで、穀物法は全期間を通し

⒄　アンダーソンはこの引用文中で述べた三点を同じ著作の別の箇所でも繰り返し、彼がそのうち
もっとも重要だとする第三点目の価格騰落の軽減は農業生産の増大の「当然の帰結」であると付け
加えている。その上で、「確認するのが重要なただ一つの事は、この法律が作用を継続していた 50
年間の小麦の最高価格と最低価格がいくらであったかであり、さらにこれらを他の同一期間中の
価格と対比してみることである」(ibid., p.31) として、これを示すために p.32 に Dirom (Alexander 
Dirom, 1757-1830) の著書から借用した数字 (cf. Dirom (1796), Appendix IV, p.34-5) をもちいた価格
表を掲げている（Dirom のこの著書でも輸出奨励金を設けた旧穀物法は 1688 年に成立したとされ
ている。cf. ibid., p.74）。また上の引用文の最後に述べられているように、アンダーソンは常に食料
自給のために穀物の輸入制限を主張していた。この点では彼の立場は後のリカードよりむしろマ
ルサスに近いであろう。例えば同じ著作の中で次のように言っている：「一国に降りかかりうるあ
らゆる弊害のうち、大規模輸入業者の圧倒的な影響下にあることによる弊害は最大のものである。

［・・・］しかし、これに加えて、わが国が諸列強の気まぐれに従うことを強いられるとすると、
一時の出来心がおもむくままにこれらの国が港を閉鎖したりわが国の船舶を拿捕したりしてわが国
をもっとも惨めな苦難に陥れることはないだろうか。」(Anderson (1801.2), p.82-3)
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て変化しないままだったので、穀物輸出は徐々に増加して行った、これに対して輸入は

無いも同然だった、こうして 1750 年には輸出は 166,7459 クォーターほど輸入を上回って

いたからである［この数字は Dirom (1796) の Appendix II, p.23 に挙げられている数字と

一致しており、これを典拠にしていると思われる］。1757 年に穀物法ははじめて停止され

た、そしてその後は自由に運用されることは決して許されなかった。これらの法律が最初

に停止された時点から、輸入が増え始め輸出は減り始めた、こうして 1775 年には輸入量

は輸出量を 97,2400 クォーターほど超過し［cf. ibid., p.29］、この島で 1750 年と 1775 年に

生産された穀物の量の差は少なくとも 267,9859 クォーターになった。イギリスの平均消

費量のおよそ 1/4 にのぼるこの差は気候の変動のせいではあり得ず他に原因を求めなけれ

ばならない。1795 年と 1796 年の輸入超過量はまだ確認されていないが、その値が非常に

大きいに違いないことは容易に予測しうる。私は今 1791 年の穀物法の考察には立ち入ら

ない、このためには現在の私の制約をはるかに超える多くの事項の解明が必要になるから

である。」(Anderson (1796), p.508-9) この文章から、1790 年代半ばのアンダーソンが 1791

年の穀物法の改正から後の状況に注意を払いつつ、この状況をもたらした過去半世紀間の

穀物貿易の変化を追い、穀物法の実質上のまた法制上の変化にその原因を求めていること

が見て取れる。前者にかんして特に注目されるのは輸出の減少とこれを大幅に上回る輸入

の拡大である。これは、同時期における人口つまり食料需要の増大にもかかわらず農業生

産がこれに遅れを取っていたことによる。また、すでに述べたようにこの期間における穀

物法上の変化は 1773 年と 1791 年に起きたが、ここでこの二つの新しい穀物法における改

正点を確認しておきたい。

前者の改正はそれが実質的に始まってから法律としての形を取るまで約 15 年の歳月を

要した。この間 17 世紀末以来の旧穀物法に取って代わる新しい穀物法が制定されること

なく、1773 年に先立つ数年間は毎年のように時限的な法的措置が講じられ不安定な状態

が続いた (Dirom (1796), p.95-8)。こうしたことからも、1773 年の法律の成立は一世紀近く

も前の旧法律に大きな変更を加える抜本的な改正であったことが分かる。アンダーソンは

この間の事情を次のように描いている：「［旧］法律の廃止を直ちに提案するほど勇気を持っ

たものは誰もいなかった、反対に多くは不満の声に譲歩して法律の一時的な停止に同意す

るような軟弱者であった。そして、その［穀物法の］一時的停止は次の停止への途を開き
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その後も次々と同じことが繰り返され、ついに、これらの一時的な停止の効果が実際の生

産高の不足（農業者の境遇の不安定さの必然的で不可避的な帰結）と現実の価格高騰によっ

て感じられ始めた。そして最終的に、20 年間もの参事会の内紛と動揺――この期間の大

部分にわたってわが国は［旧］法律の利益を奪われていた――の果てに、1773 年の恒久
4 4

法
4

（と当時呼ばれた）が成立した。この時から 1668 年［1688 年の誤記か］と 1700 年の

元の法律は名目上は残ったにしても実質上廃止されたのである。」(Anderson (1801.2), p.29) 

こうして成立した改正穀物法は、「輸出に対して奨励金が支払われる価格水準も穀物輸入

に対して関税が徴収される価格水準も引き下げた。」(Barnes (1930), p.286) そして、「1773

年の法案の立案者たちが公言した意図は穀物価格の変動を 44s. から 48s. の範囲に維持す

ることであった。価格が 44s. 以下に下落した時には過剰分は奨励金の補助によって国外

に輸出し、価格が 48s. に上昇した時には輸入が名目的関税によって許可されることになっ

ていた。」(ibid., p.63) しかしここで挙げられている貨幣価格は 18 世紀後半のものであり、

これらを一世紀前の旧穀物法における価格と比較しようとすれば当然この間の貨幣（貴金

属）価値の変化を考慮に入れなければならない。だがこの変化を確定しうるに足る正確で

広範なデータが存在しなかったこの時代の貨幣価値の変化をはっきりした数字で表すこと

は困難であり、いずれにしても大雑把な概数にならざるを得ない。アンダーソンもこの点

を意識していて 17 世紀と 18 世紀の二つの穀物法に規定されている数字を比較するにあ

たって、この間の価格上昇率を 50 パーセントとして計算している (cf. Anderson (1801.2), 

p.87)。われわれもとりあえずこれにしたがうことにする。

さて、1773 年の法律において実際に定められた数字は、Dirom (1796) の Appendix VII

によれば、小麦の国内価格が 44s. を下回った時は小麦の輸出に対して 5s. の奨励金が支払

われ、その輸入価格が 48s. 以上になった時に 6d. の名目関税で穀物を自由に輸入できると

するものであった。これはつまり、Barnes (1930) が述べているように、穀物価格の変動

を 44s. と 48s. の範囲に維持しようということである。上記のアンダーソンの想定にした

がってこれを旧穀物法が制定された時代の価格に換算すれば、それぞれ 66s. と 72s. とな

るであろうが、これらの値を先に見た旧穀物法が目指した国内価格の変動範囲（53s. から

80.s）と比べてみると、価格低下時の輸出奨励金の給付開始額が引きあげられ、価格上昇

時の名目関税の適用開始額が引き下げられており、この両方向からの変動により法律の意
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図する国内小麦価格の変動幅が縮小されていることになる。さらに旧穀物法では価格が

48s. 以下に下落した時に 5s. の輸出奨励金が支払われるとされていた。新穀物法ではこれ

に対応する換算価格は 66s. と 7.5s. (5s.x1.5) になる。つまり、改正穀物法では、豊作など

の過剰生産による価格低落の際の輸出補助の給付開始額も給付額も引き上げられ、反対に

凶作などの食糧生産の不足による価格上昇に際しては自由輸入が開始される価格が引き下

げられていることになる。これは、前者は消費者に対して生産者の保護を強化し後者は反

対に生産者に対して消費者の保護を強化するもののようにも見える。しかし、以上のよう

な規定を持つ法律がその制定から後の時代にどのように機能したかは、これらの規定とこ

の時代の穀物価格の実勢との関係からしか判断しえないであろう。

Anderson (1801.2) の中程に掲げられている“A table, shewing the average London 

price of wheat, per quarter, from the year 1650 to 1800”と題した、1800 年までの一世紀

半にわたる穀物価格と穀物輸出入量の一覧表（ただしスペースの制約のためか、示されて

いるのは年次ごとの数値ではなく 5 年・10 年ないし 40 年の平均値のみ）によって見ると、

1660 年から 1700 年までの 40 年間の平均価格は 54s.9d. であり、1710 年から 1750 年のそ

れは 36s.2d. であり、そして 1760 年から 1800 年のそれは 49s.5d. である。これを新旧穀物

法の輸出入規制にかんする上記の数字と対比してみよう。旧法の下では自由輸入が許可さ

れる 80s. の水準まで価格が達したことはなく、また 8s. の関税が課される 53s.4d. から 80s.

まで価格上昇したのは 1700 年の前と後の短い期間のみであり、価格水準は概して禁止的

関税が課される 53s.4d. 以下にとどまっていた、この間を通じて輸出は着実に拡大し 1750

年に最高値を記録している、これに対して輸入は概して低調でありたまに高い値を示すこ

とがある（散発的に生じていた凶作の年と思われる）が、それでも価格は 53s.4d. を大き

く上回ることはなかった。反対に、少なくとも 1750 年までは大部分の年において価格は

輸出奨励金の交付が開始される 48s. を下回っていた。したがって、旧穀物法は実質的に

（少数の凶年を除いて）輸入を制限するとともに輸出（と農業生産）を促進する作用を持

ち続けたと言えるであろう。これに対して新穀物法が成立してから 18 世紀末までのあい

だは、平均価格は 48s. をやや上回る 49s.5d. であり 48s. を下回ることはあっても 44s. 以下

にまで下落することはほとんどなかった。つまり 1773 年以降はそれ以前と比べて穀物輸

入が容易になったと同時に輸出奨励金の機能は実質的に停止したのである（以上は上記の
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一覧表とともに Dirom (1796) の Appendix IV のデータにもよる、cf. ibid., p.34-5）。これ

は、すでにその十数年前から始まっていた穀物価格の上昇と自由輸入が許される下限価格

の引き下げとの合力のもたらした結果であった。こうして、この年を画期としてイギリス

農業の衰退・生産高の減少・価格の上昇・輸入の増大（食料供給の対外依存）という、ア

ンダーソンが憂え批判する状況が本格的に進行することになった。そして、この 3 年後

に出た『国富論』における穀物輸出奨励金批判――自由貿易の主張――は著者スミスの

大きな影響力とともにこの過程にさらに追い討ちをかけることになった、と彼は捉える

(cf. Anderson (1801.2), p.79)。

だが、彼の著作活動の最も重要な時期に起きた穀物法の改正は 1791 年のそれであった⒅。

1773 年の法律を「撤回」(Barnes (1930), p.49) して成立したこの新しい穀物法では、「価

格がクォーターあたり 46s. を下回っている時は小麦の輸出が許され、価格が 44s. を下回

⒅　その後穀物法は 1804 年に再度改正されている。この時アンダーソンはすでに著述活動から退いて
おり、したがってこの新しい法律は彼の穀物法論とは直接には関係しないが、しかし、これに続く
改正はマルサスやリカードが深く関わった 1815 年のそれであった。マルサスがこの時代になって
展開した穀物法論は、1804 年の法律を前提としており、これをそれ以来の 10 年間に観察された状
況の変化と照らし合わせて、1813-4 年に議会に上程された法案の可否を論じようとするものであっ
た（しかし、反対意見を強く押し出したリカードはマルサスのように 10 年前に成立した現行法を
顧慮することはなかったようである）。本稿では今後の研究とのつなぎの意味も含めて、穀物法論
と地代論におけるアンダーソンとマルサスの関係について予備的に考察する予定であり、このため
にここで 1804 年の穀物法の概要を確認しておきたい。羽鳥 (1986)（30 ページ）によれば、そこで
は輸出については、価格が 48s. 未満の時には 5s. の奨励金が支払われ、48s. 以上 54s. 未満の時は奨
励金なしの自由な輸出が認められ、54s. 以上になると輸出が禁止されるとされ、輸入については、
価格が 63s. 未満の時は 30s.4d.3f. の高率関税が課され、63s. 以上 66s. 未満になれば関税は 3s.1d.2f.
に引き下げられ、66s. 以上に高騰した時には 7d.2f. の名目関税が課される、と規定されていた（Barnes 
(1930), p.141 にも同法律の輸入規制にかんするやや異なる数字が挙げられているが、解釈や評価に
かかわるほどのものではないと思われるのでここでは羽鳥の挙げる数字のみを紹介しておく）。以
上のデータから見て、この法律が意図していた小麦価格の変動範囲はおよそ 50s. から 65s. までのあ
いだと言ってよいであろう。1791 年から 1804 年まで（およびそれ以降）の期間は物価がいちじる
しく上昇した時期を含んでおり、単純な価格比較は困難であるが、1804 年の法律は大まかにはその
前の法律よりもこの目標変動範囲を引き上げようとしていたと思われる。にもかかわらず、「1804
年から 1813 年の収穫［豊作による急激な価格下落］の後までは、不作と大陸制度により高い穀物
価格が続いたために、この法律は作用し得なかったのである。」(Barnes (1930), p.88) 上に規定され
ている輸出奨励金はもちろん輸入規制も、マルサスが穀物法について議論を始める頃まではまった
く出番はなかったであろう。なお彼は Malthus (1815.2), p.42-3 において、この時議会での審議が始
まろうとしていた新穀物法についての彼の立場を正当化するために 17 世紀末以来の穀物法の変遷
の歴史を振り返り、1804 年の法律改正に続く「4 回目の変更」の必要を説いている。
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ればすべての輸出小麦に対して 5s. の奨励金が支払われる、とされ、また小麦輸入の規制

は次のように定められていた。すなわち、クォーターあたり 50s. 未満の時は 24s.3d. の関

税が課され、50s. 以上 54s. 未満の時には関税は 2s.6d. となり、そして 54s. 以上になれば

6d. の関税が課される、と。」(ibid., p.59) これらの数値から、この法律はイギリス国内の小

麦価格の変動をおよそ 46s. から 54s. のあいだの範囲に収めようとしていたと考えられる。

これは上に見た 1773 年の法律の 44s. から 48s. までという設定範囲からの若干の引き上げ

を意味する。このような変更はおそらく 1791 年までの 20 年間近くの穀物価格の上昇を考

慮して行われたと思われる。ところで、上に参照した Anderson (1801.2) の中程の小麦の

価格と輸出入量の表によれば、1786 年からの 5 年間の平均は 45s.6d.、1791 年からの 5 年

間の平均は 52s.6d.、1796 年からの 5 年間の平均は 66s.6d.、そして 1800 年の単年度価格は

実に 110s. であった（ただしこの高騰の一部は 1797 年のイングランド銀行による兌換停

止の影響と考えられる）。だとすれば、上に規定されている輸出奨励金がこの法律の成立

後に機能する余地は実質的にはなかったと思われる。他方、輸入規制の規定と価格の実勢

を対比して見ると、輸入制限がいくらかでも機能したのは法律の制定からしばらくのあい

だだけで、その後は 6d. の名目関税さえ払えば小麦は自由に輸入できるという状態であっ

たことが分かる。結論として、1791 年の穀物法は 17 世紀末以来の同名の法律と同じよう

に穀物の輸出と輸入の双方にかかわる規制を規定しているものの、実質的には自由貿易を

容認する法律であったということになる。Anderson (1801.2) の同じ表によれば、1770 年

から 1790 年までの 20 年間のイギリスの穀物輸入の輸出超過量は二倍弱の伸びを示してい

るが、1790 年から 1800 年までの 10 年間の伸び率は五倍強となっている。つまり穀物貿

易赤字が膨らんでいった速さが約五倍になったということである。またその規模も 10 万

クォーター単位から 100 万クォーター単位に拡大している。アンダーソンはこの状況を捉

えて、「新しい規制
4 4

の制度が目一杯に採用された 1791 年になってはじめて、わが国の穀物

法に最後の一撃
4 4 4 4 4

(coup de grace) が加えられた」（Anderson (1796), p.505. 強調は原文）、と

言っている。

それでは、イギリス農業（ひいては産業一般）をとり巻く状況のこうした大きな転換は

何によってもたらされたのか。この点についてはどういうわけかアンダーソンは多くを

語らないが、それでも若干の手がかりは与えている。まず彼は自然条件や人口をこの転
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換の原因から排除する。気候による年々の農業生産の変化は誰もが認めることであるが、

しかし 18 世紀全体にわたる長い期間の気候の変化によって、前半はイギリスの農業生産

が持続的に拡大し後半は反対に減少し続けたとは考えられない、と彼は言う (cf. Anderson 

(1801.2), p.13)。また 18 世紀の人口動態について彼は次のように見ている：「わが国の人口

は今世紀の前半にも後半と同じように増加していた（この増加の分量
4 4

が最初の期間には続

く期間ほどには大きくなかったということはまだ証明されておらず、私を含めて多くの人

が前者は少なくとも後者に等しかったと考えている）。」(ibid., p.12-3. 強調は原文 ) すでに

マルサスの『人口の原理』（初版、1798 年）が出版されていたこの時代に、アンダーソン

が敢えて表明したこのような見方は、マルサスに対抗してこの当時のイギリスの人口は

（農業生産力に対して）過剰ではないとする彼の立場と整合的であろうが、しかし、18 世

紀の後半には人口増加率が前半のそれを少なからず上回っていたことは今日では争う余地

はないのではないだろうか。アンダーソンが著述活動を続けていたこの時代には、『国富

論』の出版に象徴されるように他の諸国に先駆けてイギリスでの産業化が急速に進展して

いた。土地囲い込み運動（いわゆる第二次エンクロージャー）によって農村から都市への

人口流出が加速し、これにともなって各地で都市が膨張していった。そして、人口増加に

加えて人口構成が変化していった（農業人口の相対的減少）。商工業人口が相対的比重を

増しその経済的な力も大きくなった。同時に資本と労働の自由な移動を前提とする農業の

資本主義化も進んでいた。またこれにより、時間的・空間的に限定された範囲であっても

利潤と賃金の一般的水準も形成されつつあった（アンダーソンもこれらの要素を彼の地代

論の前提として取り入れている。後述）。こうした全般的状況のなかで、穀物の需給ギャッ

プの広がり・穀価上昇・輸入の拡大・食料自給から対外依存へという過程が進んでいたの

ではないだろうか。アンダーソンはこういう不可逆的な時代の流れを次のようにむしろ否

定的に捉える。

「穀物法の停止が始まった 1757 年以来、その後もしばしば停止され旧制度が大部分放棄

された 1773 年まで、わが国の製造業者たちは大事にあつかわれ最も繁栄した境遇にまで

進んだが、反対に農業は厳しい歯止めをかけられた。これにより穀物生産はわが国が生活

必需品のかなりの部分を外国に依存せざるを得なくなるほど減少した、こうしてその価格

は徐々に上昇した。」(Anderson (1796), p.504-5) このような産業構造の変化に対する彼の
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否定的な評価は、製造業（広くは商工業）に対して農業を重視する農業従事者としての彼

の次のような一貫した見方に裏打ちされている。「それ［農業］は実際には製造業そのも

のの一種である、そしてまた、より有益な傾向を持つのであるから、他のすべての製造業

以上に奨励されるに値する。農業が行われることにより、多数の人手に雇用が与えられる。

このようにして雇用された人々は、（他のほとんどの製造業の場合のように）健康を害し

悪い先例という伝染性の病原体によって道徳を堕落させられる都市部に密集させられるの

ではなく、田園生活の習慣が必ず保障する日常生活 (manners) の昔からの純朴さを失わず

にすむのである。こうして発揮される彼らの労力は、人間が食べるものの量を増やすこと、

最も直接的に国の人口と富そして国内の繁栄と安定に寄与することにもちいられる。この

種の雇用が奨励されるとすれば、人口やこの国の生産性 (productiveness) に制限を置く者

がいるであろうか。」(ibid., p.211-2) 最後に触れられている人口の制限にかんしては、以下

に見るようにアンダーソンはマルサスと対立する立場を取っていたとはいえ、一国の産業

活動における中心としての農業の位置づけと産業化に対する否定的な見方という点では両

者のスタンスに大きな距離はなかった。例えばマルサスは『人口の原理』（初版）の第 16

章で次のように言っている：「この国の内外商業は、前世紀を通じて非常な進歩をとげた。

この国の土地と労働の年々の生産物の、ヨーロッパにおける交換価値は、非常に増加した、

それは疑いない。しかしそれを調べて見ると、その増加は製造品の増加によるものであっ

て、土地の生産物は増加していない、その結果、この国の富の増加は急速であったけれども、

労働を維持するための資金の増加は非常に緩慢であった。［・・・］生活上の必需品や便

宜品を得る力の点で、彼ら［労働貧民］が強化されたとは言えない、また、革命時代に比

して、より多くの人口が製造業に雇われ、せまい不衛生な部屋につめ込まれて生活してい

るのである。」（Malthus (1798), p.312-3. 邦訳 183 ページ）「彼らの大部分は農業の健康的

労働をやめてその代わりに製造業の不健康な労働を得たということになるにちがいない。」

（ibid., p.325. 邦訳 188 ページ）このように、18 世紀におけるイギリスの農業と製造業の相

対的比重の変化についての彼らの認識とそれがもたらした帰結に対する評価は驚くほど似

ている。彼らはともに農業の振興によってこそ労働需要（雇用）が拡大すると主張するが、

マルサスがこのように言うのは労働者の消費はほとんどすべて農産物からなっており製造

品はほとんど関係ないと考えたからである。しかし、19 世紀に入ってアンダーソンが著
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述活動から退いた後に穀物法論に取り組んだマルサスには、上のような歴史的過程の背後

にある穀物法の改変を分析しその原因を探ろうという問題意識はなかった。

その原因をアンダーソンは少数の独占的な穀物輸入商人たちの利益追求行動に求める。

「この国をパンの原料である穀物のために他の諸国への依存状態に陥れることが穀物商人

たちの利益であるにちがいない。というのは、どんな他の種類の貿易も外国穀物の輸入ほ

ど独占と途方もない儲けのための巨大な機会を与えはしないからである。実際、輸入業者

たちは、もし有益な法律によって抑えられなければ、彼らに都合の良い時にいつでもわ

が国の農業を滅ぼす力を完全に握っている。」(Anderson (1801.2), p.79) 先にも見たように、

彼は旧穀物法が機能していた時代を、国内のいずれの階級も農業の改善からの恩恵に浴し

ており根本的な利害の対立が存在しない時代と捉えていた。そうだとすれば、こういう状

況を改変しようとする動きは国内のどの階級からも生まれてくるはずはないと考えられた

であろう。そこで彼は、「有益な法律」を停止させ「わが国の農業を滅ぼす」新しい法律

によって莫大な利益を獲得する力をほしいままにしようとした穀物輸入商人たちの利害と

行動に、イギリス農業の惨状をもたらした穀物法改正の原動力を求めようとする。したがっ

て、この状況は旧穀物法の時代とはちょうど反対に国内のあらゆる階級の利益を害すもの

と捉えられる。これらの商人の目的は「穀物価格を変動しやすく不安定なものにするため

にあらゆる手段をつくすことである。しかもそれを国内で生産される穀物の分量にできる

限り依存しない形で行おうとする。こうすることがわが国の農業者に田畑に愛想を尽かせ

させる確実で間違いない手段だということをよく心得ているからである。このようなやり

方によってわが国の産出高を恒久的に消費量以下に抑え込んでしまえば彼らの思う壺であ

り、すべては彼らの欲するままに進むであろう。これらの原理によって、低価格での輸入

を低関税で許可する法律を手にし、そしてまた自分が必要と考えるだけの穀物を倉庫に貯

蔵する許可を得た少数の金満家たちは、ある特定の時点で好きなだけの量の穀物を放出し

て農業者たちの販売を妨げ、価格を原価以下に下落させるのである。しかもこれは彼らに

とっては何の損失にもならない、なぜなら彼らは時として質の劣る穀物を非常な低価格で

外国から買い入れることができるからである。そしてまた時にはそれを売って大儲けをす

ることもできるので、特定の目的のために原価を割る価格で少量を処分してもその時には

実質的な損失を被ることもなく、将来の利得を期待できるのである。この種の巧みな策略
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によって、イギリスの農業者たちは穀物栽培に嫌気を起こし、彼らの多くはすきを捨てて

畑地を草地に変えるように仕向けられた。こうして栽培穀物の量は徐々に減少して行き、

わが国の輸入は必然的に増大した。われわれは欠乏状態に陥り価格は騰貴している、そし

て現在ではわれわれは外国穀物貿易商と外国国民の思うままになっている。こうした状況

の下で、ほとんど望むままに手にしうる利潤が資本を操る少数の人間たちにとってどんな

うまい餌となっているか、少し本気で考えてみれば誰にでも分かることである。この調子

で貿易がいつも確実に行われるようになれば、彼らの集団は他の人々よりも容易に、外国

の個別の穀物貿易商に彼ら以外の誰とも取引をしないように約束させるかもしれない。ま

た、国内で収穫の不足が予想されると彼らはこの時とばかり外国市場で全穀物を買い占め

て、国内で品薄が懸念され議会が彼らに一定の価格を保障する意向を示す（現にそうなっ

ているように）まで国外に保管しておくかもしれない。彼らはこの時その穀物を国内に持

ち込んで、価格が保証されているあいだに市場を征服するためにそれを低価格で急いで販

売し、それから下請け業者を使って再度買い入れ、そしてしばらくそれを押さえておいて

もう一度価格を引き上げようとするであろう。要するに、100 万や 200 万［ポンド］の資

本（この程度の資本は借り入れを含めれば何も大変な額ではない）を動かすことのできる

五六人の個人にとっては、自分たちの望むようにロンドン市場で価格をあやつることは難

しいことではないであろう。」(ibid., p.80-2)

長くなったが、当時の穀物輸入貿易の実態についてのアンダーソンの見方がよく示され

ていると思われる関連箇所をあえてそのまま全文引用した。彼がこの文章を書いていたの

はロンドン近郊に転居してから何年か後のことだったので、いわば全イギリス社会の敵と

して最後に挙げられている大規模穀物輸入業者（「五六人の個人」）の非難すべき行動につ

いても、彼は何人かのロンドンの特定個人（ないし商社）を念頭に置いて語っていると思

われる。ここに描かれている彼らの行動が実際にこの通りであったとしても、問題は、ご

く少数の彼らの要求と圧力が議会の立法措置を左右するほど強大なものだったのかどう

か、彼らの外国穀物輸入額がイギリス一国の穀物価格に対してここに描かれているような

規定的な影響力を及ぼすほどの規模だったのかどうか（当時の穀物貿易の「独占度」）、で

ある。また、アンダーソンが問題にしているのは半世紀にもわたる長期の農業生産の趨勢

をもたらした「元凶」であるから、こうした彼らの行動は特定の個人の小グループによっ
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て引き起こされた一朝一夕の出来事ではなく、穀物輸入に従事し同様の利害関係を有する

類似の集団によって長いあいだ繰り返されていた、と考えるべきであろう。しかし、（1804

年を挟んで）わずか十数年の後に新たな穀物法改正案をめぐって賛否を争ったマルサスも

リカードも、当然穀物輸入制限について論じた（前者は賛成、後者は反対）が、輸入業者

たちの独占的な立場や彼らの行動が引き起こす深刻な問題（買い占め売り惜しみによる価

格操作と国内競争業者の追い落とし、外国商人との「結託」、そして、不当な価格吊り上

げによる消費者全般の「搾取」）に言及したことはなかった。彼らは穀物輸入も他の国内

外取引と同様に自由な競争によって支配されていると考えていたように思われる。いずれ

にしても、仮にアンダーソンが上の引用文で細かく生き生きと描いているような行動が穀

物市場の一角において存在したとしても、それ自体をもって穀物法の改正やイギリス農業

の長期的な動態の原因とすることは困難であるように思われる。この動態を全体として説

明しうる根本原因はアンダーソンとは別のところに求めなければならないであろう。

彼はこのパンフレットの最後で、新旧の穀物法のもたらした対照的な結果を具体的な数

字を挙げて示した上で、結論として次のように言う：「さて、何の良き目的のためにわれ

われは［旧法律の］これらすべての偉大な利益を犠牲にするのであろうか。それは、少数

の（あまりにも富裕な）穀物取引業者たちを富ませるため、少数の無為の投機家たちの気

まぐれを満足させるため、民衆の不満の声にしたがうため、である。これらに今後も同じ

ように屈するならば、その結果は社会革命ではないにしてもわが国の不可避的な人口減少

になり終わるにちがいない。」(ibid., p.89-90) しかし、彼の予見とは反対に、イギリスのそ

の後の人口が拡大を続けて行った（もちろん貧困や階級対立などさまざまな問題を含みな

がら）ことは今日では否定できないであろう。アンダーソンは初期の Anderson (1777.1)

から繰り返し穀物法の改変がもたらした弊害を批判しておきながら、結局このような悲観

的な見通しを述べるにとどまっており、この弊害がもたらした現状を改善するための解決

策は何も提示していない。彼はこのパンフレットの結論で、このような弊害がますます大

きくなっているにもかかわらず、彼が長年続けてきたその分析と批判に耳を貸そうとしな

い多くの同時代人の「無分別を密かに嘆かざるをえなかった」(Anderson (1801.2), p.92) と

述懐している。これは彼の抱く社会経済観がすでにこの時代の現実の歴史の動きから外れ

ていたためであると言えば言い過ぎであろうか。
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さて、眼前に見ていたイギリス農業の劣悪な現状に対する認識とは別に、彼は土地の

農産物を生み出す力とそれに制約される人口扶養力については独自の見方を持っていた。

前者は彼が「社会的実行可能性
4 4 4 4 4

(moral practicability)」と呼ぶものによって引き起こされ、

後者は彼が「物理的可能性
4 4 4

(physical possibility)」（ibid., p.39. 強調は原文）と呼ぶものに

よってもたらされる。後者は現在では無数の「社会的障害 (moral obstructions)」(ibid.) の

下に置かれて前者の姿を取っている。どちらも同じようにそれが実現されるための人為的・

法律的な枠組みを必要とする、と彼は考える⒆。本項ではもっぱら前者についてのみ考察

してきたが、実はアンダーソンの著作の中ではこの二つは多くの場合セットにして対照的

に論じられている。後者は農業と人口の関係についてのマルサスと対立する彼の見解およ

びマルクスが「源泉」と呼んだ彼の地代理論に深くかかわる。項を改めて後者について考

察することにしたい。

４．土地の生産力と人口

この項で論じる主題についてまず最初に指摘しておかなければならないのは、土地の

豊度についてのアンダーソンの捉え方がマルサスやリカードのそれとは大きく異なると

いう点である。マルサスによれば、「土地の上で雇用される者を維持するのに必要とされ

る以上に大きな割合の生活必需品を生み出すことを可能にする土地の性質」は、「自然の

人間に対する賜物 (the gifts of nature to man)」(Malthus (1815.1), p.8) または「神慮のこ

の惜しみない賜物 (this bountiful gift of Providence)」(ibid., p.17) である⒇。つまり彼は、

土地の豊度は人間が土地の耕作を始める前から自然によって与えられており、これが土

地だけが生み出すことのできる特別の剰余生産物（地代）の源泉であり、人間はこれに

⒆　彼はつねに一定の経済状態――といってももちろん農業中心であるが――を国家による何らかの
政治的介入と関連付けて思考しており、国家の介入そのものの排除やこれの存在しない「理想的な」
状態は彼にとって考えられないことだったように思われる。この点からも彼の思考方法はスミスよ
りスチュアートに近かったと言えるであろう。なおこの点については野沢 (1983) の 28 ページを参照。

⒇　しかしこのような「賜物」は神の下に平等であるはずの人間すべてに与えられるのではなく、直接
的には地代収入として土地所有階級だけのものになる。しかしマルサスは、この地代こそが、最も重
要な租税の源泉となって国家財政を支え、必ず不足する有効需要を奢侈的消費によっておぎない国民
経済を補助する、こうして地主の媒介を通じて神の恩寵が社会全体に行き渡ると主張する。土地所有
階級は（おそらく聖職者とならんで）神と人間とのあいだのこのような媒介的役割を担うとされる。
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変更を加えることはできない、と考える（土地豊度についてのこのような捉え方は『人

口の原理』（第二版）から『経済学原理』にいたるまでマルサスにおいて一貫して保持さ

れている。cf. Malthus (1803), p.470, 472, 476, Malthus (1820), p.226, 邦訳 334 ページ）。リ

カードも地代を論じるにあたって「土地の本源的で内在的な力 (the original and inherent 

power of land)」(Ricardo, IV/18) あるいは「土壌の本源的で不滅の力 (the original and 

indestructible powers of soil)」(Do., I/67, 68, 69) を想定している（この表現自体はリカー

ドのものであるが、しかしそのアイディアは彼が「それに負うところはなはだ大である」

(Do., IV/9) と言う上記のマルサスのパンフレットに由来すると思われる。同様に、リカー

ドが IV/24 の注で引用しているマルサスの文章にも“original qualities and powers”とい

うよく似た表現が出てくる）。リカードもこのように土地豊度は自然から与えられた一定

不変の性質と考えた。ただし、彼はマルサスと異なってこうした土壌の性質それ自体を地

代の源泉とは捉えなかったし、むしろこのような捉え方をしたマルサスの地代論を批判し

た。

これに対してアンダーソンは、初期の著作から人間の力による土地豊度の可変性を認識

していた（cf. Anderson (1777.2), p.48-50, note (a). この箇所については次項で詳しく見る）。

Anderson (1779) の中で彼は次のように言う：「土壌には無限の多様性がある。これらは、

土地が昔から受けてきた耕作の様式によって、土壌にもちいられてきた肥料 (manures) に

よって、またおそらく今日まで観察されていない他の多くの事情（これはどんな実験の

結果にも重大な変化をもたらしうる）によって、その元々の状態から大きく変化してい

る。」(ibid., p.5) ここで彼は、農耕にもちいられる土壌の状態（つまり豊度）は、その土地

で農耕が始まる以前からの自然のままの状態に止まっているのではなく、人間がその上で

農耕を行うこと自体によって不断の変化の過程に置かれると言う。このような観察はもち

ろん、彼自身が語っているように (cf. Anderson (1801.2), p.5) 彼の農業者としての長い実際

の経験に基づいている。先に述べたように彼は自分の農場でさまざまな農業技術の改良に

取り組み実際に革新的な成果をあげイギリスの農業改良に貢献した。彼が繰り返し強調す

るように、土壌の現にある農産物を産出する能力の大部分は、人間が農耕活動の繰り返し

の過程でそれに加えてきた勤労 (industry) の結果なのであった (cf. Anderson (1791), p.300, 

Anderson (1796), p.104-5, Anderson (1801.2), p.4-5, 35)。上の引用文でふれられている肥料
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もこの当時の農業生産性向上の有力な手段であったが、彼の時代には農業と結合した牧畜

の過程で発生する有機肥料（厩肥）が中心であった。人工的に合成される化学肥料 (chemical 

fertilizers) の生産や農業の機械化は、19 世紀中葉の「第二の農業革命」（Foster (2000), 

p.148-9. 邦訳 238 ページ）と呼ばれる時期になってはじめて普及した。アンダーソンの時

代の農業生産力の改善の範囲は、当時すでに急速に進みつつあった製造業の生産力の伸長

に比べれば限定的だったであろう。しかしこうした製造業のめざましい発展は視野の外に

置かれ、彼は農業の進歩に関心を集中していた。しかし、彼は上に引用した 1779 年の著

作ではこの農業の進歩の可能性の大きさについては何も語っていない�。他方、農耕によ

る土地生産物の産出の増大が土地を疲弊させその豊度を低下させるという、19 世紀の農

業化学者リービッヒ（そして彼に続いてマルクス）が注意を向けた側面には、以下に見る

例外的ケースの除いて彼の視線はおよんでいないように思われる（この点では自然から与

えられた豊度の一定不変性を前提するマルサスやリカードも同じである）。農耕活動の継

続の作用は土地豊度の向上をうながすという側面からのみ捉えられた。

しかしこうした人間の勤労の作用は、1773 年の改正穀物法などさまざまな障害によっ

てその発揮を妨げられていた。農業の現状をこのように捉えて彼はいくつかの著作でこ

の障害 (obstructions または obstacles) について論じているが、Anderson (1796) の第一部

(Essay first) もこのテーマに充てられている。本書も Anderson (1794) と同じく最初は「農

業改良協会」から委託を受けてその報告書として構想・執筆されたが、協会主宰者のシン

クレアとの行き違いから、アンダーソンの同じタイトルを持つ 1775 年の旧著（その後何

度も改訂・増補版が出ている）の新たな第三部として独立に刊行されたものである。この

�　しかし彼は 1790 年代の著作では土壌の生産性が大きな向上の可能性を持つことを強調するように
なる。この転機となったのが、スコットランドの「農業改良協会」のためのアバーディーン州の農
業調査報告書として書かれた Anderson (1794) である。彼はこの地方の過去数十年間の実態調査に
基づいて、荒蕪地を耕地に転換しその生産性を優良な既耕地のレベルにまで高めることが可能であ
り、この地方の土地が全体として改良され農業が振興している、と述べている (cf. ibid., p.63-4)。ス
コットランドの一地方で彼が実際に観察したこうした状況から、アンダーソンは土地生産性の向上
について楽観的な展望を持つようになった。同時に、この頃には 1791 年の改正穀物法がその効果
を発揮し始めていた。これは彼にとっては農業の「物理的可能性」を抑圧する制度的・法律的な障
害がますます大きくなっていくことを意味し、これに対抗するためにも土地豊度が秘めている潜在
的可能性をより一層強調しようとしたのではないかと思われる。
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うちの Essay first の「不適切な保有期間の保障：この保有期間が与えられる不適当な条

件と貸借における制限条項、農業への妨げ」と題する第 VII 節では、他のさまざまな社会

制度的な障害とならんで例外的に、同じ農業階級を構成する土地所有者と借地農業者の利

害の対立が土地改良を阻害するという関係が論じられている。これは前項で検討した農業

の外部から来る障害とは性質が異なって、地代のやりとりをめぐる両階級間の対立に由来

するものである。

借地農業者は契約により一定額に定められた地代支払いの義務を負って土地を借りる

が、そのあいだに土地改良のために必要な投資を行なえば、一定の地代支払いに対して得

ることのできる収益は増大するであろう。しかしこうした投資が効果（実際の収穫量の増

加）を上げるまでには年単位の時間が必要であり、また、この効果から投下した資本を収

益とともに回収するのにもさらに時間を要する。もし貸借期間がこれに足りなければ、借

地農業者は可能なかぎり同一面積の土壌での耕作を拡大させてこの期間内に投資と回収を

完了させようとする（これは地力掠奪的な耕作にうったえて土地を荒廃させることである）

か、またはそれができなければ土地改良のための投資を企てようとしないであろう。こう

して借地農業者は追加的投資からの利益を求めてなるべく長い貸借契約期間を要求する。

反対に土地所有者は、契約締結時に賃借り人があげると予想される収益に基づいて設定さ

れる地代額を払い続けながら、これを上回る収益を同じ契約期間中にあげることを不当と

見なして、この増収に応じて地代額を引き上げようとするであろう。このために契約期間

を極力短縮して契約更新の頻度を高めようとつとめるであろう�。両者のこうした行動の

結果は次のようになると彼は言う：「土地はそれが達成しうる最高度の生産性に近いとこ

�　この両者のあいだの契約期間をめぐる争いを、マルクスは『資本論』第三部の「主要原稿」の第
6 章「超過利潤の地代への転化」の「差額地代」の項目（エンゲルス編集版では同タイトルの第 6
編第 40 章「差額地代の第二形態（差額地代 II）」）で、この形態の差額地代に特有の問題として論
じている (cf. Marx, II/4.2, p.779-80, II/15, p.659-60)。ここではマルクスは直接アンダーソンに言及
していないが、1861-3 年草稿で地代をあつかった部分では Anderson (1796) の Essay first の第 VII
節の内容に言及し引用して検討を加えている (cf. Marx, II/3.3, p. 765, 799) ので、ここでわれわれが
検討している論点がすでに彼以前にアンダーソンによって示されていたことを知っていた可能性は
ある。しかし、次項で見るように、アンダーソンは同一の土地に資本が逐次的に投下されることか
ら生じる地代（差額地代 II）については論じておらず、彼は地代は豊度の異なる複数の土地に資本
が投下されることから生じると考えた。またマルクスも 1861-3 年草稿ではまだ差額地代 II は展開
していない。
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ろまで引き上げられることは最良の場合でも決してない。それだけでなく土地がこうして

獲得する並み程度の豊度でさえ、貸借契約中のほんの短い期間だけ保持することを許され

る。だから、生産物の総量
4

は、たとえこのような経営の下でさえも、それがたやすく達成

し得たであろう水準を驚くほど下回るのである」（Anderson (1796), p.78. 強調は原文）、

「だとすれば、このような状況の中で農業の進歩がほとんど止まったままなのを見て、わ

れわれは驚くべきであろうか。」(ibid., p.81) ここで彼が指摘しているのは、この当時すで

にイギリスで（もちろん部分的にであろうが）成立していた、三階級からなる資本主義的

な大農業経営組織自体の固有の問題である。マルクスならこれを農業の発展を抑止する資

本主義経済の本来的な作用の結果として批判することもできたであろうが、アンダーソン

にはもちろんこのような問題意識はなく彼は次のような曖昧な対処を提案するにとどま

る。

「それでも多少の
4 4 4

人々は、こうした状況においてもこれまで以上にさらに農業を放棄す

ることなく、彼らが忍ぶべく運命づけられた苦難の下に身を置こうとしている。また彼ら

のうちには、改良を求めて微かな試みをしているさらに少数のまれな個人がいる。この現

象は、おそらく人類の生存のためにどんな時にも食料を生産するという目的のために、他

のいかなる生業よりも農業を選好するという、創造者が人間の心に刻み込んだように思わ

れる本能的な性癖によってのみ説明しうる。」（ibid. 強調は原文）しかし、農業がすでに

大局的には資本主義的に営まれている現状の中で、このようなごく少数のまれな個人の大

勢から外れた行動に期待して問題が解決されるであろうか。前項の末でも見たように、ア

ンダーソンが憂うべきとする現状の分析と批判の果てにこれに抗うべく提起する対策は、

いずれも無力なものでしかなかった。

上に見た箇所では、農業生産力の停滞は農業にたずさわる二つの階級の利害の対立から

生じるとされた。しかしアンダーソンはこれに続いて、農業生産力の改善が一方の得る利

潤と他方の得る地代を共に増加させることを（やや無理な論理によって）示そうとする。

これは、農業の停滞が土地所有者と借地農業者の関係から必然的に生じるとは限らないこ

とを理由づけるために考え出された筋書きであろう。ここで彼は最初に、農業の改善の恩

恵に浴する地主・借地農・消費者としての一般公衆が地代・農業利潤・安価で豊富な穀物

の供給の形でそれぞれ取得する利益が均等に増加するのではなく、この順番に大きな割合
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で増加して行くと主張し、それを具体的な数字をもって例解する。「公衆が農業の改善か

らの利益を算術的
4 4 4

割合で (in an arithmetical ratio) 受け取るのに対して、地主の収入はほと

んど幾何級数的
4 4 4 4 4

に (in a geometrical proportion) 増加するであろう�。」（ibid., p.83. 強調は原

文）もしそうだとすれば地主は農業の改善にもっとも大きな利害を有することになり、反

対に目先の利益に囚われてこれを妨げるような行為（契約期間を極力短縮してその更新頻

度を高めること）は、みずからの利益を大きく損なう愚行ということになる。アンダーソ

ンのこの議論は、借地農業者が自分の利益を大きくしようとして行なう土地改良を容認す

るよう、地主を説得することを目的として考え出されたのであろう。

上の命題を具体的な数字例をもちいて説明するために、彼はまず地主の地代は次のよう

にして発生するという：「生産物がそれを栽培する経費を超過するまでは耕作地から地代

はまったくもたらされえない。［・・・］いかなる場合にも、収穫量のうちのかなりの割

合が経費の支払いに充てられなければならない。」(ibid.) ここでいう経費には借地農業者

の得る利潤は含まれていない。地代の前提は、経費を上回る剰余が生じる点を超えて土地

の「生産性 (productiveness)」(ibid., p.78, 92) が上昇することであり、この剰余が地代と利

潤に分割される。そして、生産物総量と利潤と地代がたどる大きく異なった増加の経路を

示すことが、以下のアンダーソンの議論の筋書きである。これは次項で検討する彼の地代

理論とも後代のマルサスやリカードの理論とも異なる、おそらくこの箇所だけに出てくる

特異な前提に立脚している。第一に、ここではもっぱら土地の生産性が上昇する過程に対

応して二階級の剰余からの取り分がどのように変化するかが問題である。しかも第二に、

�　ここでアンダーソンが行っている二つの変数のあいだの算術級数的増加と幾何級数的増加の対照
を見れば、『人口の原理』におけるマルサスのあまりにも有名な定式（「人口は、制限されなければ、
幾何級数的に (in a geometrical ratio) 増加する。生活資料は算術級数的に (in an arithmetical ratio)
しか増加しない。多少とも数学のことを知っている人であれば、前者の力が後者のそれに比してど
れだけ大きいか、すぐに分かるであろう。」（Malthus (1798), p.14. 邦訳 30 ページ。初版を大きく書
き直した第 2 版ではやや形を変えて前者のタームは同じ第 1 章の p.6 で後者は p.7 で別々にもちい
られている（邦訳 15, 18 ページ）。ここでは両者が直接対照させられている初版から引用しておい
た。）がすぐに思い起こされるであろう。周知のように、マルサスは人口と食料のこの対照的な増
加を基礎として彼の人口論を築いた。今ではすでに忘れられているアンダーソンによるこの対照句
の使用例がマルサスに 2 年先行していることは明らかであるが、マルサスがそれを知って借用した
のかどうかはっきりしたことは分からない。この点については加用 (1970) の 27 ページを参照（た
だし加用がもちいている Anderson (1796) のテクストは本稿の 1798 年版とは異なっており、おそら
くそのために当該箇所は p.107 とされている）。
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単一の農耕地において進行するこの変化が、他の複数の土地で同時に進行する農耕の生産

性（の変化）と比較されることはなく、単一の耕地で生み出される農産物剰余の増加がそ

れ自体で地代の増加をもたらすとされている。さて、こういう前提の下で、12 ブッシェ

ル（以下 bu. と略記）の経費（穀物の物理量そのものが投入経費と考えられているのかあ

るいはその貨幣価格が経費と考えられているのか、ここでは問わない）を投じて 1 エーカー

（以下 ac. と略記）のある土地から等量の 12bu. しか産出されなければ地代は生じないが、

この同じ土地の豊度が上昇して産出高が 13bu. に増えれば（なぜそうなるのかについての

説明はない）、剰余分の 1bu. を地代と利潤に分割することが可能になる。この時、「借地

農業者は喜んで地代として 1/2bu. を与えるであろう。」(ibid., p.83-4) アンダーソンは何も

説明していないが、このように剰余が均等に二分割されることに借地農業者が同意するの

は、この時彼が手に入れることになる利潤率が 0.5/12 つまり約 4% となり、これがこの時

の（おそらく産業部門を問わない）一般的利潤率と一致しているからだと、考えなければ

ならないであろう（ただしアンダーソンには農業利潤をその他の産業部門の利潤と対比す

るという視点はない）。

これに続いて、彼は地代の幾何級数的な増加を「証明」するために、同一耕地への 1ac.

あたり 12bu. の投入経費に対する生産高が 20bu. さらに 26bu. に増加すると、借地農業者

は「地主に地代として 6bu. を支払うことに満足するであろう」しさらには「地主に 10 な

いしそれ以上を支払おうとするであろう」(ibid., p.84)、と言う。この時、利潤率は 2 (20-

12-6)/12≒17%、さらに、4 (26-12-10)/12≒33% となるであろう。こうして総生産高は 2

倍 (=26/13) に、利潤率は約 8 倍 (≒33/4) にそして地代は実に 20 倍 (=10/0.5) に、拡大

しているであろう。上と同じようにそれぞれの場合の利潤と地代との分割割合を規定する

のがその時々の一般的利潤率だとすれば、土地豊度の上昇に対応して一般利潤率はその 4

倍多く上昇しなければならないことになるが、もちろんその理由は不明のままである。し

かしともかくこうして、アンダーソンは彼が最初に立てた命題は証明されたとして次のよ

うに言う：「生産高が 13 から 26 へと一回だけ倍増することにより、地代は 20 倍増大して

いる、そして他のすべての場合にもほぼ同じ比率
4 4

を維持するであろう。それゆえ、ジェン

トルマン諸氏がこの事態を注意深く考慮されるなら、借地農業者の繁栄を後押しして、彼

らが妨げられることなく改良をさらに前へ進めるよう奨励することが、おそらく借地農業
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者自身の利益さえ大きく上回るみずからの
4 4 4 4 4

利益であることを理解されるであろう。」（ibid.

強調は原文）ここでのアンダーソンの議論は、もっぱら土地所有者を説得することを目的

としているためか、生産における物的数量関係のみを問題としており、資本主義の下での

農業の商品生産としての側面は顧慮されていない。こうして生産量の増大が地代と利潤の

増大に直結させられている。しかし、農業生産の拡大はいかなる方法によるものであれ、

増加した需要と供給のギャップを解消するために行われるのであるから、この過程で農産

物価格の変動が生じ、これが供給の増加を需要の増加の範囲内にとどめる作用をする。ア

ンダーソンがここで描いている農業の生産性の改良による生産量の拡大も、同様の制約の

下にあると考えなければならないであろう。つまり、生産量の拡大につれて販売価格が下

落すれば一定の点で拡大が停止するはずである。にもかかわらず生産性の改良が続けば、

生産の拡大は投資額の減少によって抑えられることになるであろう。したがって、一般に

資本主義的に営まれる農業において、彼がここで描く過程（そこに含まれる地代の説明と

しての難点は問わないとして）がどこまでも続き地主の得る地代が「幾何級数的に」増加

し続けるとは考えられない。

だが、このような一般論とは別に、アンダーソンがこの時に直面していたのは農業の縮

小・停滞による国内生産の不足（世紀末にかけての輸入の急増）と価格の騰貴という現実

であった。この現実に対処するために、彼はこの停滞をもたらした要因の解明とその克服

のための方途を模索し、農業生産力の潜在的可能性を（一部は彼自身の実践と見聞に依拠

しながら）強調したのである。「適切な経営の下に置かれた土地の 100 年後の生産性と、

［借地農業者が土地改良を企てるには不十分な］21 年ごとに切りはなされて同じ 100 年間

貸し出された同じ土地の生産性との相違がどれほどのものになるであろうかは、経験を積

んだ借地農業者以外には誰にも考えられない。未改良の荒蕪地ではこの相違は無限大に接

近するであろう。もともと非常に豊かだった土地では相違はこれよりはかなり小さいであ

ろう。しかし、耕作がなされていればどんな場合でも、相違は非常に大きいであろう。」

(ibid., p.92. cf. Anderson (1801.2), p.35-6) このパラグラフに付した巻末注の中で彼は次のよ

うに言う：「かりにこのことが物理的
4 4 4

に可能 (physically possible) だったと認めたとしても

（私は決して認めないが）、私はなお、それは社会的に実行不可能
4 4 4 4 4

(morally impracticable)

だ、と主張するであろう。」（ibid., p.519. 強調は原文）アンダーソンが 1791 年の穀物法改
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正以後の著作で繰り返し強調する農業生産力の潜在的可能性は、あくまでもこのようなも

のとして理解されていたのであって、彼はこの時期になってはじめてイギリス農業の将来

に楽観的な見通しを抱くようになったのではない。そうではなく、彼の確信する潜在的可

能性を強調することによって、それが当時の不当な社会的政治的要因によって封殺されて

いることを強く批判しようとしたのであった。「熟練した経営の下で永久に生産的な豊か

な土地に転換できないほど劣悪な土壌はほとんど存在しない。私は確かにこのような状態

にあった土地を多く見ているが、それらは数年のうちに、もし自然のままに放置されてい

たならば産出し続けていたであろう量のおそらく 1000
4444

倍の年間生産物を生み出すように

なった。／［・・・］この事実は、人間の生存手段を驚くべき程度にまで増大させる可能
4 4

性
4

と同時に、この種の創造
4 4

（こういう言い方が許されるとすれば）の生起がいとも簡単に

永遠に妨げられうることを、白日の下にさらす。」（ibid., p.203-4. 強調は原文）「イギリス

に非常に大きな進歩の可能性があることには疑いはない、イギリスが（控えめに言って）

その現在の生産高の少なくとも 10
44

倍の量を供給することが物理的に
4 4 4 4

可能であることは極

めて明快に証明しうる、しかし、農業企業の私的経営および農村事情に関わる法規制に関

連する現行制度が有効であるかぎり、イギリスが生産性の面でさらに進んで行くことは、

まったくありそうにないと私には思われる。」（ibid., p.208. 強調は原文）

これらの引用文からアンダーソンが土地の豊度は非常に高い程度で増加する可能性を秘

めていると考えていたことが分かる。しかしそれが具体的にどの程度のものかについて彼

の言うところは明確ではない。出発点の設定が異なるので単純な数字上の比較はできな

いが、彼は上の引用文では 1000 倍と 10 倍というかなり大きく異なる数字を挙げている。

それだけではなく他の箇所では、1ac. あたりの土地から生み出される食料は 23 万倍 (cf. 

Anderson (1801.1), p.373-5) あるいは 1 万倍 (cf. Anderson (1801.2), p.35-6) にも増加すると、

先の地代の増加の場合と同じようにいくつかの段階を追って例示している。もちろんこれ

らの途方もない数字は彼の実際の経験や見聞に基づくものではなく、農業生産の現状から

人口過剰による食糧不足を説いていた当時の一部の言論に対抗するための、多分に誇張を

含むレトリックであろう。食糧不足は、土地豊度の不変性や農耕地の制限によるものでは

なく、持続的な土地改良と開墾（耕地の拡大）による農業生産の拡大を妨げている社会的・

政治的要因によるものであり、農業の物理的可能性がそのまま実行可能になればなんら問
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題にはならないことが示されればそれで十分だったのである。ところで、上に見た限りで

はアンダーソンは土地生産性の向上から農業生産の拡大を導いていたが、しかし彼にとっ

てこれと同様に重要な生産拡大の要因は未耕地の耕地化つまり開墾である。「ほんの数年

のあいだに、これらの不毛な荒蕪地は小綺麗な郊外住宅があちこちに立ち並ぶ立派な穀物

畑に変わった。そして今ではその多くはエーカーあたり 3-4 ポンドの地代で貸し出されて

おり、昔から耕作されている土地の経営にほぼ等しい賢明な経営にゆだねられている。こ

うした経営の下で新しい耕地は毎年より豊かで多産的になっており、まだ旧耕地には劣る

とはいえ、これらと同様の収穫様式には達し切れていないとはいえ、徐々にこれに接近し

つつある。」(Anderson (1794), p.64) 既耕地の改良にこうした新しい耕地が次々に加わるこ

とによって、農業生産の潜在的可能性は一層高まるであろう（マルサスとリカードは共に

彼らの地代理論においてはこのいずれをも認めていない）。

こうしてアンダーソンは当時人口に膾炙しつつあった人口問題についても次のような独

自の見方をしていた：「もしある国の人口が増進して、その国の人々が主として彼らの土

地の耕作に雇用されるならば、その人口がどれだけ増加しようともその土地の生産性は人

口と歩調を合わせ、人々はいつも豊かであるだろう。このことはすべての国民の経験が

確証している。」(Anderson (1801.1), p.376) すでにマルサスの『人口の原理』初版が出てい

た後の『リクリエーション』1801 年 1 月号に掲載されたこの文章は、マルサスの理論を

意識して書かれていると思われる。この号にすこし遅れて同じ年に出版された (Anderson 

(1801.2) では、「穀物法の作用について」と題した節 (ibid., p.16-33) に続いて、アンダーソ

ンはマルサスの理論との対抗をさらに明確に示唆する（ただしマルサスへの直接の言及は

ない）「現在の大きさよりはるかに大きな規模の人口を支えるに足るイギリスでの穀物栽

培の実行可能性について」という節 (ibid., p.33-54) を設けて、『人口の原理』の中心問題

について彼の見解を述べている。「人口が増加するどの国でも、何らかの社会的影響が自
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

然の経済をかく乱することが許されなければ
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

、その国の生産物は人口とともに増加するに

違いない。」(ibid., p.41) したがって、「この島国が支えることのできる人口規模に、現時点

でいかなる限界も指定することはできない。しかし、何らかの深刻な考慮を必要とするほ

どの人口規模に比べれば、現在の人口がはるかに少ないことは確実に言えるであろう。」

(ibid., p.37) つまり当時のイギリスには人口問題は存在しない（はずだ）、ということである。
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アンダーソンの当時の現状についての認識はマルサスと違ってはいなかったであろう。違

いはむしろその現状についての解釈と評価にあった。彼は止めを刺すように次のように付

け加える：「これらの偏見のうち、人口増加はどんな国でも食料の不足を生み出す当然の

傾向を持つはずだと仮定するものほど、有害な傾向を持つものはないように私には思われ

る。」(ibid., p.54) 本書を直接（署名入りで）寄贈されたマルサスがそこで自分の理論が攻

撃されていることに気づかなかったはずはなく、彼は 2 年後に初版から 5 年ぶりに刊行さ

れた自著の第二版の第 3 篇第 11 章「人口の主題にかんする支配的な種々の誤りの主要な

源泉について」に付した長い脚注の形で、アンダーソンへの反論を試みた (Malthus (1803), 

p.473 note)。マルサスはアンダーソンの名前と著作名は記しているが直接そこからの引用

はしていない。この注が置かれている章のタイトルからも、上に見た人口と食糧生産の関

係にかんするアンダーソンの見解をマルサスが棄却しているのは当然であるが、にもかか

わらず、「一国の勤労のより大きい部分を農業に向けることの重要性については A 氏［マ

マ］に完全に賛成する」(ibid.) と言っている（この点については前項を参照）。農地の豊

度とその生産性にかんするアンダーソンの理論は結果としてマルサスの人口論に対する全

面批判となったが、しかし他方では両者のあいだには農業と新興の製造業の捉え方におい

て一致する面もあった。それはともかく、彼はマルサスが第二版を出版した年以後著述活

動を行なっていないのでさらなる反論はしなかったと思われるし、このマルサスの反論を

見たかどうかさえ分からない。

５．地代の理論

本稿の第 2 項で述べたように、アンダーソンが数多くの膨大な著作の一部で、後に古典

派地代論の「源泉」(Marx, II/3.3, p.689) あるいは「地代論史の不滅の業績」（加用 (1970)、

36 ページ）と称されることになる比較的短い議論を他の論題の合間に展開しているのは、

Anderson (1777.1) (p.375-8)、Anderson (1777.2) (p.45-50)、Anderson (1791) (p.293-300)、

Anderson (1801.3) (p.401-407) の 4 箇所である。このうち Anderson (1777.2) は McCulloch 

(1845) に部分的な抜粋とともに紹介されており比較的良く知られていたが、Anderson 

(1777.1) は Anderson (1777.2) の全文とともに Brentano (1893) でのドイツ語訳によっては

じめて紹介された。アンダーソンの文献を広く渉猟して研究したマルクスも、『国民的勤
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労の精神を振興する手段についての諸考察』という表題の Anderson (1777.1) の一部に穀

物法や地代についての考察が紛れ込んでいることには気がつかなかった。Anderson (1791)

も、マルクスやブレンターノを含めてほとんど注目されることはなかったが、[Anon. 

1830] でこの論文に言及されている (cf. p.6) ことをセリグマンが (Seligman, 1903), p.525（邦

訳、108 ページ）で紹介して以来一部で知られるようになった（加用 (1970)、20-1 ページ）。

この論文は表題に穀価と地代の関係をテーマとすることを明示しているが、このテーマは

Anderson (1777.2) のテーマと重なり内容的にも 14 年前の記述を下敷きとしている。しか

しそれだけにとどまらず、マカロックが抜粋を省略した Anderson (1777.2) の最後の 2 ペー

ジでアンダーソンが最初の時には十分に展開しえなかった彼の地代論の第二のテーマ（穀

価と地代との反対方向への変化の可能性）についての新たな試みがなされているように思

われる。最後の Anderson (1801.3) も、McCulloch (1845) において「地代の起源と諸原因

の新たな明確な説明を与えた」(ibid., p.70) と紹介されており、この紹介によって比較的よ

く知られることになったようである。第 2 項ですでに述べたように、この最後の論文はい

くつかの技術的な補正を施した上で Anderson (1791) をそのまま再録したものである。し

かしマカロックはこのことに気づかなかったようである。また上記のセリグマンの論文も

二つの文書を関連付けることはしておらず、これらの実質的な同一性を最初に指摘したの

は加用 (1970) かもしれない。

というわけで、この項でアンダーソンの地代理論を検討するためのテクストは結局実質

的に二つということになる。いうまでもなく最初に取り上げるのは Anderson (1777.1) で

あるが、これに続いて Anderson (1777.2) と Anderson (1791) を別々にではなく同時並行

的に相違点に注目しながら検討する（また Anderson (1801.3) は同じテクストの事実上の

再録なので先に発表された方を採用する。ただし、後者に加えられた若干の技術的補正の

うち理論的・歴史的に意味があると思われるものはその都度言及することにする）。

i）最初の試み（地代論のコンテクスト）

さて、Anderson (1777.1) におけるアンダーソンの地代にかんする最初の断片的言及は、

上記の長いタイトルを持つ書簡体のこの著作の中の、スミスの穀物輸出奨励金批判への

反論を趣旨とする第ⅩⅢ書簡「あとがき」(ibid., p.309-86) の「スコットランドに関連する
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穀物法について」と題する短い最終第 2 節 (p.372-86) の中の実質 3 ページ足らずの短い

スペースに含まれるわずか 8 パラグラフに現れる（しかも「地代」という言葉は第 3 パ

ラグラフの終わりの方に一回使われているだけである）。ここでアンダーソンが中心的な

テーマとして論じているのは、小麦から作られるパンを主食とするイングランドを中心に

規定されている現行の穀物輸出奨励金の諸条項が、燕麦を原料とするオートミールを主食

とするスコットランドの農業の利益になっていない現状において、スコットランドのため

に穀物法をどのように改革するべきかという問題である。彼はこの改革を通してイングラ

ンドとスコットランドを含むイギリス全体の農業が穀物自給を達成すべきことを説く。し

たがってここでは、土地の豊度やそれに規定される農産物の生産経費の比較もまた、国内

の農業部門内部の問題としてより主として（イングランドとスコットランドの関係を含む）

国際比較の問題として論じられる。

彼はまず抽象的な経済理論上の概念に見える穀物の「内在的価値 (intrinsic value)」（お

そらく J. スチュアートから借用したと思われる）を次のように規定する：「穀物は、一定

の労働支出なしには栽培しえないし、耕作者がこの支出を償うのに十分な価格を受け取ら

なければ、市場に持ち込めない。私が内在的
4 4 4

価値と呼ぶのは穀物を生産するのに必要なこ

の労働の賃金のことである。」（ibid. p.375. 強調は原文。邦訳（下）、26 ページ、訳文は随

時変更）彼がここで実際に考えているのは、一国内の個別の農業経営における労働を単位

とする生産経費というよりも、交易関係にあるそれぞれの国における穀物生産の経費（労

働を単位とし価格を決定する）とその相違である（「きわめて肥沃な土地を持つ国では痩

せた土壌の国でより、同量の穀物がはるかに少ない経費で栽培され市場にもたらされ得る

ことは明らかである。」(ibid.)）。いずれを単位とするにしても、「内在的価値」は生産経費

を回収して生産活動を継続するのに必要な農産物価格、したがってこれ以下への下落が生

産への障害となる価格、を意味する。そしてこの生産経費の実体は「労働の賃金」なのだ

から、アンダーソンはここですでに資本主義的農業を前提していることになる。また、一

国内で異なる条件の下で行なわれる農業生産の差異は、同一の投入量に対する産出量の相

違によってではなく、（おそらく一定の産出ないし単位量あたりの産出を得るために必要

な）投入としての賃金の大きさ（結局賃金支払いに充当される資本額）を変数として表現

されることになる。
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どんな国でも国内市場で販売される穀物の販売価格がその国の政策によって上の意味で

の「内在的価値」以下に引き下げられるなら、「内在的価値」がこの販売価格を上回る農

業経営者は農業生産から撤退せざるを得なくなる。これは、その国の農業生産が減退して

国民の農産物需要を満たすことができなくなることを意味する。しかし、食料の主要部分

をなす農産物に対する需要は一定の人口に対して必然的に一定の大きさをなすのであるか

ら、こうした状況は食料の外国依存（穀物輸入）につながるに違いない。アンダーソンは

食料自給の維持こそ一国の独立にとって不可欠であるとする立場から、こうした状況に導

く政策に強く反対する。農業が資本主義的に営まれるとすれば、政府が国内商品の価格を

一定の政策目的にしたがって直接にコントロールことはあり得ず、穀物価格を一定のレベ

ルに抑える政策とは外国穀物の輸入を規制する関税政策の他にはありえない。したがって、

食料自給を維持（ないし達成）するためには、国内生産高が需要に対応しているかぎり、

国内価格に引き下げ圧力を加えるような外国穀物の輸入に対しては相応の関税によって国

内農業を保護しなければならない。このことは農産物価格の引き上げにはつながらず、反

対に国内市場の確保により農業が奨励され供給が増えるので価格は低下する、とアンダー

ソンは考える。

こうした国際関係の考察を踏まえて彼ははじめて一国内での農業の生産性の格差に注

意を転じ、地代の問題にアプローチしていく。一国内にも「多様な土地」（ibid., p.376. 邦

訳（下）、27 ページ）が存在しこれが原因で穀物を供給しうる価格に差が生じる。肥沃な

土地を耕作する借地農業者 (farmer) は安価に穀物を供給することができるが、それだけ

では需要を充足することができなければ肥沃度の劣る土地も耕作されなければならず、そ

こから供給される穀物の価格は当然より高くなる。アンダーソンはここではあたかも農業

生産の拡大は優等地から劣等地に進んで行き、土地の豊度はそれぞれの土地に固有であっ

て変化しない（つまり土地改良による生産性の上昇はなく、それぞれの土地の豊度の優劣

関係は与えられたままである）と考えているかのようである。また、供給量の不足を補う

方法はより劣等な土地への耕作の外延的な拡大のみであって同一の土地へのより多くの労

働の投入（内包的拡大）は考えていないように見える。ともかくこうして耕作の拡大が進

展して行くにつれて、豊度の異なるさまざまな土地から穀物が生産されるようになり、何

段階かの「内在的価値」が存在することになるであろう。「しかしながら、豊かな土地区
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画を耕作する借地農業者は、より貧しい土地を占有する借地農業者と同じ市場相場で自分

の穀物を売ることができるであろう。だから彼は自分の栽培する穀物と交換に「内在的
4 4 4

価

値」よりもはるかに多くを受け取ることになるだろう。」（ibid. 強調は原文）そしてこの

「はるかに多く」をアンダーソンは「それ［肥沃な土地］を耕作するという排他的特権に

対する一定額のプレミアム」と呼び、これは「その土地の豊度の大小に応じて、大きくも

小さくもなるであろう」(ibid.) と言う。このプレミアムを受け取る者たちはそれを「進ん

で与えるであろう。」(ibid.) しかし誰に与えるのか、なぜ与えるのかについての説明はな

い。地代を論じるのに地主も土地所有関係も貸借関係も文面には現れない（もちろん説明

の必要もないほど当然のこととして暗に前提されているのであろうが）。こうして最後に

地代が次のように定義される：「今日地代
4 4

と呼ばれるものをなすは、このプレミアムである。

それは、きわめて異なる程度の豊度の土地を耕作する経費が完全に均等化される媒介手段

(medium) なのである。」（ibid. 強調は原文）この均等化された「経費」とは、最劣等地を

耕作する借地農業者を除く（なぜなら彼は地代を支払わないから。無地代地の存在を想定）

すべての借地農業者にとっては彼らが労働者に支払う賃金と地主に支払う地代の合計であ

る。したがってこのアンダーソンの地代の説明では、資本主義的農業経営が前提されてい

るにもかかわらず「利潤」はあたかも存在しないかのように何も役割を演じていない。リ

カードやマルクスの地代論では地代は「超過利潤」の転化形態である。そしてこの「超過」

は一般的（ないし平均）利潤との関係によって規定される。それに対してここでアンダー

ソンが地代をその転化形態とする「プレミアム」とは、豊度の高い土地を耕作することに

よって得られる相対的に低い賃金経費を超過する販売価格のことである。

このような重大な相違はあるとしても、マルクスが後に「差額地代」論と呼ぶことにな

るリカードおよび彼自身の地代理論と同型的なアイディアがここではじめて提起された、

と言えるであろう。ここでの地代の説明からすれば、地代は穀物の供給を需要の大きさに

引き上げるために劣等地が耕作されることによる穀物価格の上昇からいわば「自然に」生

じるのであり、この地代は穀物価格上昇の原因ではなくその受動的な結果に過ぎない。地

代（したがってそれを受け取る地主の「貪欲」）が穀物価格の決定にかかわることはなく、

この価格を決定するのは地主の意向とはかかわりのない最劣等地での「内在的価値」であ

る。
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ともかくこうして、国内人口に穀物を供給し続けて行くためには借地農業者たちが異な

る豊度の土地を耕作しなければならないにもかかわらず、地代が地主に支払われることに

よって彼らが均等な条件で事業を継続しうることが示された。上に紹介した一パラグラフ

でアンダーソンは、一国が食料自給を確保するための国内的な条件として地代を論じてい

るにすぎないのであって、ここでの彼の地代についての議論はそれ以上のものではなかっ

た。

だがこのような「均等化」のメカニズムを欠く国際取引関係の中にある各国は、食料自

給を達成（ないし維持）するために、対外競争から自国農業を保護し振興するための法的

な措置が必要となる。その一つはアンダーソンがすでに最初に論じていた輸入関税であり、

これにより国際競争を原因とする国内の穀物価格の一定の水準以下への下落を防ぐことが

可能になる。この水準は、「最凶作の年でさえ全住民に食料を供給するための穀物を用意

するに足るほど多くの劣等地を借地農業者が耕作しうるに十分な高い水準」（ibid., p.376-7.

邦訳（下）、27 ページ）であり、その国の可耕地の広さとその平均的な豊度そして人口の

多寡によって決まる。同時に、価格維持によるこのような農業の保護は、国内産穀物の高

価格が続くことを意味するものではなく、既耕地での農業改良と増産をうながしてその分

だけ劣等地耕作の進展を抑制し、結果的に農産物価格の高騰を抑えさらにはその価格を下

落させて行くであろう。しかしこのような政策措置によって穀物の国内自給をはかろうと

すると、凶年以外には多かれ少なかれそして豊作時には大量の穀物余剰が発生することに

なる。最重要な生活必需品としての穀物の需要は人口規模によって規定され、その需要の

価格弾力性は極めて低く、供給が超過すると価格が著しく低下する傾向を示すにもかかわ

らず国内での余剰農産物の販売の困難は解消しない。もしこのような状況を放置すれば国

内農業は縮小し反対に凶作時の自給を困難にするであろう。こうして、自給政策によって

過剰となりがちになる穀物供給量の一部の販路は外国市場に求めるしかない。しかも、国

内農業を収縮させないためには、供給過剰による低下が生じる前の価格での対外販売が必

要となる。輸出は国産穀物を対外競争にさらすことになるが、この競走の条件を決定する

のは一国の耕地の平均的な豊度の国際比較である。アンダーソンはここで簡単な国際比較

を試みてイングランドとスコットランドの状況をそこに位置付けようとする。

「問題の国［の耕地］が周辺諸国よりも肥沃であるならば」（ibid., p.377. 邦訳（下）、
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27 ページ）、その国の穀物価格は相対的に低いので特別の措置を講じなくても余剰穀物の

輸出は容易であろう。そして余剰穀物を吸収しうるだけの外国市場を確保できれば穀物価

格は回復し、国内農業生産の縮小は回避されるであろう（ポーランドなどヨーロッパの周

辺諸国がこれに該当するという）。しかし、「近隣諸国の平均価格が国内の［穀物の］内在

的価値にほぼ等しい場合には」、輸出業者が輸出先でも国内市場と同等の価格で販売しう

るには、「［供給過剰］によって価格が下落しすぎた時は、外国市場に穀物を輸送するため

の運搬費等の全額を支払える小額の輸出奨励金を交付する必要があるであろう。これは小
4

麦
4

について現在のイングランドにある程度当てはまる。」（ibid., p.377. 邦訳（下）、28 ペー

ジ。強調は引用者）アンダーソンはこのように、小麦の輸出奨励金を定めていた穀物法が

イングランドに対してはその目的に合致していたことを認める。だが、全体としての土地

豊度が他国に比べて相対的に低位にあるスコットランドには同じことは当てはまらない。

「しかし、近隣諸国の穀物の平均価格が、通常の収穫の年でも、国内の穀物の内在的価値

(intrinsic worth) と同じだけ低いかそれよりも低いならば、運搬費だけでなく外国市場で

の穀物価格と国内でのその内在的価値 (intrinsic value) との差額も払い戻せるほど、奨励

金は高くなければならない。そうでないと、輸出しても必ず損失をともなうことになり、

その結果、交易は続けられなくなるであろう。」（ibid., p.377-8. 邦訳（下）、28 ページ）こ

れこそアンダーソンが以上の諸パラグラフを通じてもっとも言いたかった点であった。ス

コットランドでの穀物価格は、供給が需要を超過して輸出を必要とするほど価格が低下し

てもなお近隣諸国より相対的に高く、輸出業者に支払われる奨励金には輸出先での競争力

を確保するのに必要な価格引き下げを補償する機能も要求される。しかもその対象は小麦

ではなく燕麦であるから奨励金の設定にはこの点も考慮されなければならない（両者では

当然ながら国際価格体系は異なっていた）。イングランドにとって有効な奨励金制度とは

別個にスコットランドの事情を考慮に入れた制度の創設が必要になるというわけである。

これがスミスの（特にスコットランドに限定したわけではない）穀物輸出奨励金批判に対

する反論において、アンダーソンが最後にたどり着いた結論であった。Anderson (1777.1)

の中の 3 ページ足らずのスペースで彼が（自身にとってだけでなくおそらく経済学史上で

も）はじめて提起した断片的な地代論は、このようなコンテクストの中に埋め込まれてい

たのである。
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ii）地代論が答えようとした問題

さて、本項の最初に述べたように、i) で検討した短い断片以外にアンダーソンが残した

地代にかんするテクストは、Anderson (1777.2) と Anderson (1791) のそれぞれの一部であ

り実質的に二つである（Anderson (1801.3) は Anderson (1791) の別の雑誌への 10 年後の

再掲載）。後者は前者を下敷きにして部分的な書きなおしないし展開をほどこしたもので

あるが、しかし両者が書かれた趣旨はやや異なっておりこのことがそれぞれのテクストに

微妙な相違をもたらしている。以下、この点も勘案しながら両者を一体のものとして考察

することにしたい。

Anderson (1777.2) は『穀物法の本質にかんする研究。スコットランドについて提案さ

れている新穀物法案に関連して』と題する、直近の政治日程を視野に入れた時事パンフ

レットである。地代が論じられているのはその最後に付された「補論」の中の長い注にお

いてであるが、もちろんこれには何の表題も付されていない。大きく言えばこのパンフ

レットのテーマの一部に属することは当然であろうが、より細かくはこの注が付されてい

る本文の文脈からその趣旨を推しはかるしかない。アンダーソンが「補論」で行おうとし

たのは、地主階級の利益のための穀物の輸入制限を盛り込んだ新穀物法案に対するスコッ

トランドの製造業者たちからの激しい反対論をなだめ、穀物自給のためには穀物価格の一

定レベルへの維持が必要であり、これは必ずしも地主階級の利益の保護のみを目指すもの

ではなく大局的には製造業者の利益にもなる、ということ示すことであった。地主の「貪

欲」が穀物の高価格の原因であり新しい穀物法案はそのためのものなのか、それともこの

法案は諸階級を含むスコットランドの全社会のためのものなのか、この当面の係争問題に

対して彼は自分の立場を根拠付けようとした。この長い注の中で展開されている地代論も

そのための補助として書かれたのである。これに対して、Anderson (1791) は雑誌に掲載

された独立論文であり「地代と穀価のあいだに存在する関連およびそれら相互の影響にか

んする考究」という表題が付されている。その冒頭で筆者アンダーソンは、読者と思われ

る「借地農業者
4 4 4 4 4

」と他の数名の「尊敬すべき通信員」からの要望に応えて、「私は今、地
4

代
4

の穀価
4 4

に対する作用およびこれら二つのものが相互に影響しあう様式についての研究に

とりかかる。これは、今まで十分に解明されてこなかった興味のないとは言えない討論の

主題である」（ibid., p.293. 強調は原文）、と述べている。つまりこの論文は Anderson (1777.2)
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の中の注とは異なって、表面上は当時の時事的な問題を離れて地代と穀価の関係を抽象理

論的に説明するために書かれたのであった。もちろんその行文からは当時の穀物法をめぐ

る諸階級間の見解の相違や利害の争いが背後にあることは明らかであるが、同時に著者は

この論文に経済理論的な文書としての体裁を与えようと努力しており（おそらく 70 年代

末からの 10 余年間の経済学を含む研鑽の成果が生かされているのであろう）、このことが

Anderson (1777.2) に対するこの論文の一つの特色をなしている。

Anderson (1777.2) の注の冒頭でアンダーソンは次のように言う：「ここで私は俗受けの

する反対論を予想する。それは、借地農業者にとって価格がこんなに高いのはただ高い地

代と地主たちの貪欲な強奪のせいに過ぎない、というものである。［・・・］土地所有者

たちに対するこうした不満の声ほど無根拠なものはない、というのが本当のところであ

る。」(ibid., p.45) 彼はこのように自分自身が属する農業階級の立場に立つことを公言する

が、しかしこれは他の製造業・商業階級との対立を意味しない（ただし、スミスから始ま

る古典派経済学者たちとは異なって、アンダーソンにとって労働者はただ賃金を受け取っ

て働くだけの存在であり、その利害が他の諸階級の利害とどのような関係にあるかは問

題にされない）。ともかく、当時の世論において争いの種となっていた地代の存在とその

額の決定について、上の立場から理論的に解明しようとしたのである。そして彼は続く

第二パラグラフで解明されるべき理論的課題を次のように設定する：「しかしながら、土

地生産物の価格を決定するのはその地代ではなく、この生産物の価格こそが土地の地代を

決定するのである、とは言えこの生産物の価格は土地の地代がもっとも低い国々でしばし

ばもっとも高いのであるが。これはパラドクスのように見え、説明にあたいする。」(ibid., 

p.45-6) したがって課題は二つ存在する。第一は穀価と地代の因果関係がなぜ前者から後者

へという方向を取りその逆ではないのかを説明することである。いずれの見解をとるに

せよ、穀価と地代が原因と結果の関係にあるとすれば、両者は比例的に変化しそうに思わ

れるが、アンダーソンは両者のあいだの反比例的な運動もまれではないと言う。この見か

け上の「パラドクス」を解くことが第二の課題である。Anderson (1777.2) の注では彼は

このように課題を設定した上で、さっそくどのように地代が発生し増減するかを説明する

本論に入って行く。

これに対して、Anderson (1791) の論文ではこれらの点の解明が主題であることははじ
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めから明らかであり、課題設定の説明はない。その代わりに「本論」に先立って 1 ページ

あまりのスペースを割いて、「本論」の展開にとって前提となる基礎的諸概念が提示され

る。そのうちのあるものは上の i) で見た Anderson (1777.1) の p.375-6 で述べられている

のと同じであるが（ただし若干の改変が加えられている）、新規に加えられたものもある。

おそらく 1777 年の著作の上の箇所が下敷きになっていると思われる�。以下、その理論

的重要性に鑑みてこれらを逐一検討していこう。

アンダーソンは二番目の短いパラグラフで次のように言う：「穀物はある程度の労働と

経費 (labour and expence) なしには決して栽培できず、その価格は栽培者に払い戻されな

ければならない、でなければ彼は穀物を生産することができない。これは厳密な意味でそ
4

の内在的
4 4 4 4

価格 (its intrinsic price) をなすと言いうるであろう。」（Anderson (1791), p.293-4.

強調は原文）これは Anderson (1777.1) の p.375 の中程の短いパラグラフとほとんど同趣

旨であり、続く理論的展開の起点をなす。相違は 1777 年には「内在的価値」であったも

のがここでは「内在的価格」とされていることである。以前には経費の内容をなす賃金が

「内在的価値」と呼ばれていたが、ここでは労働に対して支払われる賃金が貨幣賃金の形

を取ることが明示されその額が「内在的価格」と呼ばれている。このために次のパラグラ

フでは「価値の共通尺度」として機能する「貨幣」(Anderson (1791), p.294) が持ち出され、

これが穀物栽培のための労働（経費）の多寡を表示する。Anderson (1777.1) の地代を説

明した唯一のパラグラフでは穀物生産の条件の段階的な相違は Anderson (1777.2) のよう

に数値例をもちいて説明されていなかったので、賃金が生産物の「内在的価値」であると

言うだけで済んだのであろう。しかし Anderson (1777.2) では、穀物栽培のための「経費」

は賃金とも貨幣とも関連づけられることなくいきなり価格タームで表示され、具体的な数

値例をもって地代の説明がなされている（ここにはもちろんその「内在的価格」は現われ

�　Anderson (1777.2) の注には本論に先立ってこれに該当する記述が含まれていない。それは、著者
がこの文書を同様のテーマについてその少し前に執筆した Anderson (1777.1) への追加と見なして
繰り返しの必要を認めなかったからではないか。事実、1777 年に発表された二つの著作はいずれ
もスコットランドの穀物法を直接の主題としていた。だが地代そのものを主題とする 10 年以上も
後の 1791 年の論文ではこのような考慮はもはや必要ではなく、アンダーソンはこの時は自分が以
前に発表した二つの文章をともに参照しながら新たに地代について論じたのではなかったのだろう
か。
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ない）。だが 1791 年の論文では上記のような理論的手続きを踏んだ上で価格タームがもち

いられているのである。また、貨幣を導入した同じパラグラフの中で、アンダーソンは、

「借地農業者は彼が雇用する人々に彼らが他の働き口で得られるのと相応する賃金を支払

わなければならない」と言って、農業での賃金が部門横断的な一般賃金率に規制されるも

のと想定している。1777 年には示されなかったこのような認識は、18 世紀末の 10 年あま

りのあいだの労働市場の変化（発展）を反映しているのかもしれない。

その次のパラグラフでは、アンダーソンは穀物価格と農業階級の収入（地代と農業利潤）

そして農業の繁栄の三者のあいだには「必然的なつながりがあるに違いなく」(Anderson 

(1791), p.294)、これらのうちの一つを抑えようとすれば必ず他の二つも同様の影響を受け

るとして、こうした措置に反対する。これは事実上、国内価格の引き下げをめざす穀物輸

入制限の緩和を定めた同年の改正穀物法に対する反対であったが、文脈からしてやや唐突

な印象を与える（10 年後の Anderson (1801.3) の当該箇所 (ibid. p.402) ではこのパラグラ

フは削除されている）。

さて、以上のように定義された「内在的価格」の概念に基づいて地代の形成とその役

割が次のように説明される：「しかしながら、穀物の内在的価格は、他のすべての事情が

同じであれば、穀物が生産される土壌の豊度とともに変化するにちがいない。豊かな土

壌ではより生産的でない土壌でよりも、より少ない労働［Anderson (1801.3) ではこれに

加えて「とより少ない種子」(ibid.)］が、ある一定の量の穀物を生産するであろう。だか

ら、厳密に言うと、穀物の内在的価格はこの観点からだけ見ればほとんどどの異なった農

地でも異なっているであろう。それでは、その内在的価値［ここでだけ例外的にこの用語

が使用されている］は、さまざまな程度の豊度の多様な土壌を有する広大な国の全土にわ

たってどのようにして確かめ［Anderson (1801.3) では「割り振り」(ibid.)］うるのか、ま

た、物事がどのように処理されれば、すべての穀物栽培者たちが彼らの穀物と引き換えに

ほぼ同一の価格を受け取るようになるのか、と問われるかもしれない。／これらすべての

ことは、地代によって、もっとも容易で自然な仕方で実行される。実際、地代
4 4

とは、耕作

の経費を増加または減少させる傾向のある異なった程度の豊度と位置の農地から引き出さ

れる利潤を均等化するための簡単かつ巧妙な仕掛け (a simple and ingenious contrivance, 

for equalizing the profits) に他ならないのである。」（Anderson (1791), p.294-5. ／はパラグ
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ラフの変わり目。強調は原文）以上二つのパラグラフは Anderson (1777.1), p.376 のやや

長いパラグラフとその趣旨・結論において同一であり、アンダーソンが Anderson (1791)

の論文の執筆にあたってこの時点で到達していた理論的水準をもって、10 年以上前の自

著の一部に強く依拠していたことをはっきりと示している。特に最後の結論部分における

地代の意味づけは、これを「きわめて異なる程度の豊度の土地を耕作する経費が完全に均

等化される媒介手段 (medium)」としていた前回のテクストと重なる。ただし、均等化さ

れるものが「経費」から「利潤」に変わっている。Anderson (1777.1) では、経費は賃金

経費のみからなるので穀物の販売代金のうちこの経費を上回る余剰分はすべて地代になる

とされ、借地農業者の取得する利潤は曖昧なままにされていた。しかし地代の支払いによっ

て利潤が均等化されるということは、Anderson (1791) では「内在的価格」には賃金経費

（そして Anderson (1801.3) ではさらに「種子」などの賃金外経費）だけでなく借地農業者

が経営を持続するために必要な利潤（しかも均等化の基準となる一般的利潤）も含まれる

ことを意味する。

また、地代の発生原因は土地豊度の差異に求められるが、この差異は一定の経費の投入

から得られる穀物の収穫高の差異としてではなく、反対に一定の単位穀物量あたりの経費�

の差異として表現される（変数は投入、産出が定数）。つまり耕作されるそれぞれの豊度の

土地面積やそこに投入される経費（賃金）の総額がいくらであるかが問題ではないのである。

この点ではアンダーソンは終始一貫していた。上の引用文で農業における生産条件の相違

�　Anderson (1777.1) では、上述のように「内在的価値」が貨幣タームで表現されなかったのと同
様に、「内在的価値」の比較は「等量の穀物」(Anderson (1777.1), p.375) のあいだでなされるとされ
るだけであって具体的な容積（ないし重量）単位はもちいられていない。Anderson (1777.2) の注
と Anderson (1791) の論文ではこの単位として boll がもちいられているが、後者と実質的に同文の
Anderson (1801.3) では boll はすべて bushel に変更されている。関連文献でもなじみのない boll と
いう容積単位は 18 世紀のある時期までスコットランドや北イングランドで使用されていた単位で
あったので、この変更はアンダーソンが 18 世紀末にロンドン近郊に転居し出版物もロンドンで発
行するようになったことと関係があるのかもしれない。このことはまた、アンダーソンが 1790 年
代末まで論じていたのは主としてスコットランドの穀物法や地代についてだったことを示唆する。
加用 (1970) の 22 ページの注によれば 1 boll はおよそ 6 bushel に相当するとのことである。ちなみ
に 1 bushel はおよそ 35 リットルに相当する。また、穀物生産に要する経費（「内在的価格」）は、
Anderson (1777.2) を含めいずれの著作においても、当時一般に穀物価格の表示に使用されていた貨
幣単位であるシリング（＝1/20 ポンド）によって表されている。
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をもたらす要因として、はじめて豊度と並んで位置が挙げられていることが注目される（特

に後の地代論史との関連において）が、残念ながらこれ以後の議論では農地の条件の差は

豊度差に一元化され、その位置が地代に対して持ちうる意味は問われていない。

さて、以上に見たのは、Anderson (1777.2) にはなかったが Anderson (1791) において地

代の説明の「本論」に入る前に置かれた「序論」的部分である。この部分が両者のもっと

も大きな相違一つをなす（もう一つの大きな相違については後述）。したがってこれから

後の両文書におけるアンダーソンの論述はほぼ並行的に進んで行く。相違点にも注意しな

がらその論理の大要を紹介していくことにしたい。

最初の問題は穀物需要の大きさとその性質についてである。「どの国でもそのすべての

住民を維持するのに十分なだけの穀物に対する需要が存在する。」(Anderson (1777.2), p.46)

この需要は Anderson (1791) では、「一定量の穀物に対する有効需要」と呼ばれ、「有効
4 4

需

要という言葉で私が意味するのは、すべての住民がほどよく生存できるように供給されな

ければならない需要のことである」（ibid., p.295. 強調は原文）と定義される。「有効需要」

というタームはこの時代にはすでに A. スミスや J. スチュアートの著作によって知られて

おりアンダーソンも当然その意味内容を承知していたと思われる。しかしここで彼が与え

ている定義はそれとは異質である。それは、（一定の文化圏に属する）すべての人間にとっ

て不可欠な生存手段に対する需要、したがって一定の人口の存続のためには必ず供給が対

応しなければならない需要、という意味であり、穀物に対する需要に特有の性質を表現す

るものである。穀物の供給は需要によって決定されまた需要は人口によって決定される。

つまりある国で一定の人口が与えられれば穀物の供給量は絶対的に決まる。この供給量は

いかなる代価を払ってでも確保されなければならない。「この需要こそあらゆる場合に穀

物価格を規制するものである、なぜなら、この場合に要求される穀物の量は是非とも必要

なものでありそれを生産するのに必要な価格はいくらであっても支払われなければならな

い。」(ibid.) 農産物としての穀物はその生産に耕地を不可欠とするが、しかしそれぞれの

国の土地面積・地質・気候と人口規模との関係は一様ではなく、穀物需要を国内生産に

よって満たすための困難（経費）もさまざまである。こうして国によっては穀物の自給か

輸入かの選択を迫られることもある。このような場合でも自給が一国にとって得策である

とするのがアンダーソンの変わらない立場である。「［不足の］穀物はかなりの経費を場合
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によっては途方もない経費を支払わなければ他の国々から持って来ることができないのだ

から、住民たちは彼ら自身の土地の生産物から食料を確保するのが自分たちの利益にもっ

とも適っていると考えるのが普通である。しかしこの生産物が借地農業者から供給される

価格は異なった事情の下ではかなりのばらつきがある。�」(Anderson (1777.2), p.46) この

ように穀物需要とその供給をになう農業生産との双方の特殊な性質から地代発生の問題へ

と話題が移行していく。

需要を充足するための穀物をすべて国内で生産・供給するためには、それに必要な土地

はすべて耕作されなければならない。つまり土地の状態に応じて耕作の範囲を選ぶ（たと

えば均質な土地の賦存面積の範囲内に限定する）ことはできず、耕作に引き入れられる土

地はさまざまな質（豊度）の土地からなっているのが一般的であろう。アンダーソンは

現に耕作されている異なる豊度の土地を豊度の高い順に A, B, C, D, E, F, &c と配列する

（Anderson (1777.2), p.46, Anderson (1791), p.295. 後者では最後の等級は G）。この等級付け

は、現に耕作が行われている不特定数・面積の耕地を豊度の高い順に配列した結果にすぎ

ず、人口と穀物需要の増加にともなって耕作がどのように拡大したのかとは無関係であ

る。土地豊度の相違はそれぞれの土地で一定量の収穫を得るために必要とされる「耕作の

経費」(Anderson (1777.2), ibid.) の相違として表わされ、この経費は豊度に反比例する。に

もかかわらずどの土地の穀物も「同じ価格で販売されうる」(ibid.) とすれば、「もっとも

肥沃な土地の耕作から得られる利潤」(ibid.) は他の土地から得られる利潤よりも大きくな

る。そして等級の低い土地ほど利潤も段階的に低下し、一定の等級に達すると耕作の経費

が「全生産物の価値と等しくなるであろう。」（ibid., Anderson (1791) では「等しくなるか

超過するに違いない」）すなわち、「内在的価格」の相違にもかかわらず穀物が販売される「同

�　マカロックは McCulloch (1845) で、Anderson (1777.2) の注を最後の 2 ページあまり (ibid., p.48-50)
を削除して抜粋しているが、しかし削除されているのはこの部分だけではない。この引用文を含む
一パラグラフも抜粋に含まれていない (cf., McCulloch (1845), p.69)。単なる不注意によるものかも知
れないが、穀物の自由貿易（とりわけその輸入）を主張し続けたリカードの忠実な弟子としてここ
でアンダーソンが穀物の自給と輸入制限を主張していることにマカロックが同意できなかったから
かも知れない。また、翌 1846 年には穀物法が長年の「反穀物法同盟」の運動の結果最終的に廃止
されたことを考えると、この文献紹介の本を準備していた時のマカロックには保護主義的な主張は
イギリスにとってもはや時代遅れのものと見えたであろう。
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じ価格」とは最劣等地で決定される「内在的価格」のことであり、これが規制的価格となる。

その上でアンダーソンは A から F までの各土地で栽培される穀物の具体的な「内在的

価格」を想定するが、この価格は 1777 年と 1791 年と 1801 年の三つのヴァージョンでは

微妙に異なっている。その主な理由はこの単価の元になる穀物の容積単位が異なっている

ことにある（上の注 25 を参照）。それに加えて、この相違は、Anderson (1777.2) では、

生産・販売される農産物がスコットランドの主穀であった燕麦 (oat) ないしオートミール

(oat-meal) とされていて、これよりも後の時期に属する他の二つのヴァージョンでのよう

に一般的に穀物（corn または grain）とされていないことにもよる�。このことからも、少

なくとも Anderson (1777.2) では、彼が主として視野に入れていたのがスコットランドの

状況であったことが伺い知れる。しかし資本主義的農業にとって穀物法や地代は必ずしも

スコットランドに特有のものではなく、イギリス全土に共通する要素も多く存在するはず

であり、本稿ではこのような観点からアンダーソンのテクストを検討している。いずれに

せよこの「内在的価格」は A 地がもっとも低く B、C と進んでいくにつれて 1 シリング

ずつ上昇していくと仮定される。需要を賄うためにもっとも豊度の低い F 地まで耕作が

行われるとすれば、穀物価格はこの土地でのその「内在的価格」となる。F 地より豊度の

高い他のすべての土地では豊度差に応じて「内在的価格」が低いにもかかわらず、どの土

地の穀物も「同じ価格で販売されうる」。こうして F 地以外では販売価格と「内在的価格」

との差に等しい超過利潤が発生し、これが借地農業者から地主に地代として支払われ、耕

作する土地の種類にかかわりなくすべての借地農業者の得る利潤が均等化される。地代の

額は穀物単位量あたり E 地での 1 シリングから A 地での 5 シリングまで段階的に上昇し

て行く。しかし最劣等地 F は地代が発生しない無地代地となる。後のリカードの場合と

同じようにアンダーソンの地代理論でも無地代地の存在が想定されている、というよりも

むしろ無地代地は他のより豊度の高い土地で地代が発生するための基礎として位置付けら

�　しかし「小麦 (wheat)」はいずれにおいても使用されていない。イングランドでは 18 世紀の中
頃には小麦を原料とするパン（いわゆる「白パン」）がすでに下層階級のあいだでも広く消費され
ていた (cf., Barnes (1930), p.15)。ちなみにリカードの著作では穀物は一元的に corn（事実上小麦を
意味すると思われる）と表記され、grain も oat も wheat も使用例はないようである (cf., Ricardo, 
XI)。
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れている、と言ってよいであろう。しかし、地主が自分の所有地を何も取り立てることな

く利潤目的に農業を営む借地農業者に貸し出すことが、現実にあり得るだろうか。リカー

ドと同様アンダーソンもこの点を問題とすることはなかった。

ところが彼は Anderson (1777.2) では続いて次のように述べる：「今、このような農地が

存在している国のすべての住民が、最初の四等級つまり A、B、C および D の生産物で生

活できるものと仮定しよう。この国でのオートミールの平均的販売価格が boll あたり 12

シリングであったならば、農地 D を所有していた人々はちょうど耕作をすることができ

るだけで地代を少しも支払えなくなることは明白である。」(ibid., p.46) こうした変化が生

じる前の D 地の穀物の「内在的価格」は 12 シリングと仮定されていたので、価格の変化

すなわち土地の生産性の変化は生じていないことになる。これは同時に、各等級の土地の

生産高も変化していないことを意味する。つまりこの場合、人口が減少して穀物需要が豊

度の高い方から四番目までの土地の生産量によって充足され E 地と F 地の生産物が不要

となったのである。穀物の販売価格は D 地の従来の「内在的価格」にまで低下して、こ

れよりも価格の高い E 地と F 地は採算割れとなり耕作されなくなるであろう。F 地に替

わって D 地が無地代地となり、C、B、A 地からは土地豊度の差にしたがってそれぞれ 1 

boll あたり 1、2、3 シリングの地代が支払われる。しかし地代額はそれぞれ 2 シリングず

つ低下している。こうして、穀物の価格はそれに対する需要に応じてどの範囲まで耕作

が拡大するかによって決定され、地代はこうして決定された価格に応じて決定されるこ

と、つまり穀物価格が地代の原因でありその逆ではないことが示された。アンダーソンが

最初に主張していた両者の因果関係が理論的に根拠付けられたことになる。同じことが

Anderson (1791) では次のように表現される：「このように、地代はもっとも自然で容易な

方法で異なる土壌から生じる利潤を均等化するのであるが、穀物価格に影響をあたえるこ

とは少しもない。」(ibid., p.296)

アンダーソンは穀価と地代の関係を考察するために、まず上記のように人口と需要の減

少と価格低下を仮定してその下で地代も低下することを示した後に、反対に起点の人口と

需要の増加を仮定してその下で地代も増加するケースを考察する。すべての変数が先と対

称的に動くだけである（ただしそれぞれの耕地の生産性は一定のままと仮定されている）

が、穀価の上昇はこういう形でしか起こりえない（地主の「貪欲」が価格を引き上げてい
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るのではない）ということがこのコンテクストで特に強調される。「これら [A, B, C, D, E]

の農地が全住民を維持するのに十分であったならば、価格はいつまでも 13 シリングのま

まであるだろう。しかしなお不足していれば、そして boll あたり 14 シリング以下では不

足分を補うことができなければ、価格は市場でこの相場にまで上がるであろう。そうする

と農地 F もまた耕作に引き入れられるであろう、そして他のすべての農地の地代もそれ

につれて上昇するであろう。」(Anderson (1777.2), p.47)

以上がアンダーソンの穀価と地代の相互関係および両者の上下への変動についての説明

である。彼がこれらの著作を執筆していた当時には穀価は上昇し続けており、その持続的

な下落は 18 世紀中葉までの過去のものとなっていた。しかし彼の説明では最初に人口の

減少が仮定され、その後に増加が仮定されている。このような仮定に基づく説明の方法は、

具体的な歴史的状況とは直接にはかかわらない単なる可能性に基づく抽象理論的操作にす

ぎないように思われる。したがって穀価も地代も（「物理的可能性」！としては）上下い

ずれかの方向に必然的に変動するとは捉えられていなかったであろう。

地代が地主の強欲で恣意的な行動から発生するものではないことを、彼は次のようなあ

りそうもない仮定をもちいて追加的に説明している。地主たちが「愛国精神を異様なまで

に発揮して」彼らの地代をひき下げることを決意し、E 地からは F 地（最劣等地）と同

じように地代を要求せずこれに応じて他の土地からの地代も 1 シリングずつ引き下げたと

すると、その結果穀価は低下するだろうか。決してそうはならないであろう。なぜなら、

地主たちがこのような奇特な決意をしたとしても、穀物需要に変化がなければ相変わらず

A から F までのすべての土地が耕作されなければならず、土地 F での耕作の継続に必要

な価格がすべての土地の生産物に支払われなければならないからである。すべての土地の

穀物が同質であれば価格も同一となり、その唯一の結果は「地主たちの犠牲において借地

農業者の一階級を富ませることであろうが、穀物消費者たちにはいささかの利益も生じな

い、ということであろう。」(ibid., p.48) アンダーソンはこの注の冒頭で穀価が高いことに

対する「不満の声」(ibid., p.45) に言及し、この注を通じてこれを反駁しようとした。こう

した「不満の声」を上げていたのは主としてこれらの消費者であった。彼は穀価と地代の

関係についての彼らの見方が見当違いであることをこのようにして示したのである。とも

かくこうして彼が冒頭に掲げた第一の課題は果たされた。
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以上で紹介・検討したアンダーソンの地代理論では、穀価と地代は同じ方向に変動する

と考えられているように見える。この点では彼の理論は、人口増加と資本蓄積の進展が不

可避的に両者の並行的な上昇運動をもたらすと考えたリカードの理論と部分的に（なぜ

ならリカードにとっては上に見たような並行的な下降運動はありえないから）重なると

ころがあると言えるであろう。その根本的な原因は、ここまでのところではアンダーソ

ンがリカードと同様に、土地の豊度（生産性）は不変であり豊度差に基づく各土地の等

級は固定的であると仮定しているように見えることにある。しかし Anderson (1777.2) で

も Anderson (1791) でも、彼は残りの短いスペースで実際にはこうした仮定を採用してい

たのではないことを明示している。これは、「土地生産物の価格は土地の地代がもっとも

低い国々でしばしばもっとも高い」、という「パラドックス」(Anderson (1777.2), p.45-6) 

を解明する彼の地代論の「第二の課題」につながる。マカロックは McCulloch (1845) で

Anderson (1777.2) の注を抜粋したさいに、上に紹介した最後のパラグラフをもって抜粋

を打ち切り、残りの 2 ページあまりの部分を（前述のようにそれまでの一パラグラフとと

もに）省略している。この措置は、抜粋に含められた最初の部分でのアンダーソンの議論

を 1815 年に相次いで地代論を発表したマルサス、ウェストそしてリカードの理論の先駆

として紹介し (cf. McCulloch (1845), p.68) 、反対にアンダーソンがリカードから乖離して

いると思われた部分を削除しようとした、マカロックの意図によるものかも知れない。し

かしマカロックが省略した部分およびその書き直しと思われる Anderson (1791) の対応部

分 (ibid., p.296-9) を詳しく見てみると、必ずしもそうとばかりは言えないようにも思える。

やや先回りをしたが、以下これら二つのヴァージョンの対応箇所を検討して、地代論の

「第二の課題」に対してアンダーソンがどのように応えようとしたかを確認したい。彼は

いずれのヴァージョンにおいても、一国が人口の増大にともなって穀物を増産する必要に

直面したときにその国の農業に生じうる変化を、二つの場合に分けて対照的に描くという

手法を取っている。Anderson (1777.2) の注では、「何らかの政治的な取り決め」(ibid., p.48)

によって穀物価格が人為的に引き下げられた場合と、「穀物法の公平なシステム」が「市

場には安定をそして借地農業者には安全を」(ibid., p.49) 保障した場合が対照される。こ

こでははっきりと名指されてはいないが、前者が 1773 年に改正された穀物法の施行下に

あった当時の現状とそのありうる行末を、後者が 18 世紀中葉まで有効に機能していた旧

90



穀物法の下での農業生産の「物理的可能性」を、それぞれ示唆していることは明らかで

ある（本稿第 3 項「穀物法とイギリス農業」を参照）。だが Anderson (1791) の論文では、

人口減少による穀物の減産と人口増加による増産の二つの相反するケースが一般的に仮定

されて、その下での過程の推移が描かれている。アンダーソンが積極的に主張したいのは

もちろん後者の可能性である。これらの文書が書かれた当時の現状からすればこれは確か

に可能性にすぎなかったが、しかし彼はこれを単なる想像ではなく「アプリオリな推論に

よっても事実からの公平な帰納によってもはっきりと証明することができる」(Anderson 

(1791), p.298)、と考えていた。

マカロックが抜粋に含めたテクスト（および Anderson (1791) のうちのこれに対応する

部分）では、アンダーソンはすべての土地の豊度の変化を捨象して穀物需要の増減を抽象

理論的に仮定してその場合に地代がどう変化するかを考察していた。そこで彼がめざした

のは、一定の具体的な歴史的時間の経過の中で生じうる過程を示すことではなく、むしろ

単に地代の発生と増減を支配する法則を明らかにすることであった。この意味でそれは地

代の「静態的説明」（加用 (1970)、11 ページ）と言ってよいであろう。これに対して、抜

粋から省略された部分（と対応する Anderson (1791) の部分）では、一定の時間幅を有す

る特定の歴史的過程を背景とした農業の変化を視野に入れた地代の動態的説明がくわだて

られている。

さて、穀物関税システムの変更によって外国からの輸入が容易になった 1773 年以後の

ような状況においては、国内の穀物価格が低下するため、「等級 F のすべての農地が犁に

見放されるであろう、そして他の等級の土地の地代はもちろん下落するであろう。しかし

この地代の下落とともに生産される穀物の量は減少し住民たちは彼らの日々の糧を得る

ために他国に依存する必要に迫られるであろう。」(Anderson (1777.2), p.48) これと同時に、

当時のイギリスで現実に起きていたように「何らか特定の地域で製造業が以前よりも盛ん

になり人口が増大すると、食料に対する需要ももちろん増大するであろう。しかしもし農

業が然るべく奨励されていなければ［・・・］、この増大して行く需要に応えるためには、

より不毛な農地（等級 G の農地がこれに当たるとしよう）を耕作する経費をまかなうほ

ど穀物の市場価格を高く引き上げることが必要になるであろう。」(ibid., p.49) アンダーソ

ンはこのように、改正穀物法は輸入制限の緩和によって国内の穀物価格を一時的には低下
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させるとしても、この価格低下に加えて輸入依存がもたらした価格の不安定化したがって

農業経営のリスクの増大は、農業そのものの衰退（農業から製造業への労働人口の流出）

につながり、人口増加が続けば結局は価格を高騰させる、と考える。そして当時現に進み

つつあった穀価の上昇をこのように捉える。このような状態が続けば食料の対外依存そし

て国内自給の困難は大きくなるばかりであり、最終的には人口が減少する他ないであろ

う（これは Anderson (1801.2) の最終結論でもあった。cf. ibid., p.90）。アンダーソンにとっ

て人口の減少は富の減少であり、マルサスとは反対にこれこそが社会全体の貧困化であっ

た。「住民の数が減りそうして農地の産物に対する需要が減少すれば、農産物の量は減る

であろう、地代はもちろん下落するであろう、土地は耕作の経費を受け付けないような状

態に逆戻りするであろう［・・・］、そして残った少数の住民は、昔ははるかに多くの人々

が豊かさを享受していた土地に乏しい生活物資を見出すだけであろう。」(Anderson (1791), 

p.298) これが、リカードの「定常状態」ならぬ、アンダーソンが当時のイギリス農業の現

状から思い描く恐るべき将来のイメージである。そこでは、リカードの場合とは異なって、

社会全体が悲惨な状態に陥りそこから利益を得るものは誰もいない。しかしともかくここ

では穀物価格の上昇と地代の下落が同時に進行するのだから、地代論の「第二の課題」の

半分は解決されたことになる。

しかし彼は他方でこのような結末が必然的に到来するとは考えなかった。彼は、「自然

の諸原因が自由に作用することが許容された時の物理的・政治的世界に対するその作用を

跡付けるのは素晴らしいことである」(ibid.) と言って、農業がその本来持つポテンシャル

を発揮することが許される法制度の下で、上記とは異なる将来の可能性を予見する：「農

業が着実な支持を受けるような法規制が採用されたならば、借地農業者たちはその農地を

しだいに以前よりももっと肥沃にし、等級 F の土地をやがて順次 E、D、そして C 等々

におそらくは A に移行させるであろう。その結果、生産される穀物の量は住民全体を維

持するのに完全にまたより少ない経費で足りるようになるであろう。それゆえ借地農業者

は、彼の土地に対して同時により多くの地代を支払い、生産物を以前よりも低い相場で販

売しているにもかかわらず、同じだけの利潤を得るであろう。このように、賢明な処置を

採用することによって、農業も製造業もともに奨励されうることが明らかになる。農業者

たちはより富裕かつ独立的になり穀価は低下させられまた同時に地代は増加させられるで
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あろう。」（Anderson (1801.2), p.50. 同様の趣旨は Anderson (1791) の p.297 の中程のパラ

グラフでも述べられている）これは「第二の課題」の他の半分の解決でもある。アンダー

ソンは先に、人口が減少するにしたがって農業生産はそれ以上に減少し一人当たりの農産

物量も当然少なくなり人々は貧しくなる、と述べていたが、人口の増加はその反対の結果

をもたらすと言う。それは彼が、農耕それ自体が土地豊度を増加させ反対に農耕の放棄は

土地を荒廃させると考えるからである。彼にとって人口が増えその多くが農業に従事する

こと自体が食料の増産をもたらすのであり、ここには食料不足が生じる原因はない。増大

した人口によって生み出される大量の「穀物は、一旦栽培されればより多くの肥料

（manure.［厩肥や堆肥といった農耕・牧畜過程から自然に発生する有機肥料］）を生み出

す。これは上手に土壌にあてがってやればさらに多くの収穫をもたらす。このようにして

有益な連鎖が打ち立てられ生産の拡充が可能になるが、その限度は誰も予見しえない。人

口が増えればこの人口を維持する手段が増大する。」(Anderson (1791), p.298) アンダーソ

ンにとって地代論は、農業が人間社会全体にとってもっとも重要な産業であり、農業階級

の利害は他の諸階級の利害と衝突するものではなく農業の発展は結局全社会に貢献すると

いう、彼の主張を理論的に基礎付けるためのものであった。後にマルクスによって「差額

地代」論と呼ばれることになる地代理論の基本的アイディアを彼が最初に提起したことは

確かであるが、おそらく彼自身にはこのことは意識されていなかったのではないかと思わ

れる。彼にとってより重要なことは、農業が土地豊度の可変性（その向上の可能性）を通

して人口と富を際限なく増大させるポテンシャルを秘めており、これによって社会の調和

的な発展を可能にすることを示すことだったであろう。そしてこの後者の点こそ、マカロッ

クが抜粋から省略した Anderson (1777.2) の注の最後の数パラグラフで述べられているこ

となのである。

しかしこれらのパラグラフについての上の紹介は筆者が理解しえた限りでの整理による

ものに過ぎない。その実際のテクストには曖昧で難解な点が多く、この部分は十分に仕上

げられないままに途中で打ち切られたのではないかという印象を受ける。アンダーソン自

身も Anderson (1777.2) の注の最後でこの点を、「私はここでこれ以上の詳論をする余裕が

ないために、このまったくの素描 (this naked outline) 以上のことはできない」(ibid., p.50)

と認めている（また Anderson (1791) でも同様の趣旨が述べられている。cf. ibid., p.298）。
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たとえば、上では別々に分けて紹介した農業の「物理的可能性」とそれを抑止している実

態とが交錯して述べられていたり、さらには、賃金と利潤の変動が引き起こす農業と製造

業のあいだでの労働人口の往復移動とそれにともなう農産物と加工製品との需給バランス

の動揺といった、本筋との関係がはっきりしない話題 (cf. Anderson (1777.2), p.49) が短い

スペースの中に挿入されたりしている。マカロックが抜粋を省略したのはこのようなテク

ストであった。マカロックのこの措置について加用は次のように言っている：「マカロッ

クは、リカード理論の継承者として、もっぱらリカードの地代命題の先駆的な定式化がさ

れている部分のみに注目して、これを抄録し、むしろアンダーソンの地代論の特色という

べき後半部分の重要性を認識することなく、これを削除したものと推定される。」（加用

(1970)、12 ページ）後半部分が重要であることは確かであるが、しかしこの部分のテクス

トの上記のような状態を考えると、マカロックがリカード理論から乖離するこの部分を省

いたのは、その重要性を認識ないし評価しなかったからだけだったとは必ずしも言い切れ

ないように思える。仮に彼が後半部分を削除しなかったとしても、この抜粋を読む者にそ

の重要性が容易に伝わったかどうかには疑問が残る。もちろん、経済学史研究の資料を紹

介する場合、その評価はいかなる点からのものであれ読者の手に委ねられるべきであり、

この意味では一部省略はいかなる判断によるものであったとしても資料紹介上の瑕疵とす

べきであろうが。

さて以上が、アンダーソンの膨大な著作物の中から筆者がさまざまな手がかりを通じて

知り得た限りでの、「ただついでに地代の性質を解明した」(Marx, II/3.3, p.765) 彼のいく

つかの文書の紹介と検討である。この項を終えるにあたって、マルサス、ウェスト、リカー

ドさらにはマルクスが 19 世紀に展開した地代理論でも問題となるいくつかの論点につい

て、アンダーソンがどのような立場を取って（取ろうとして）いたのかについて、以上の

検討から明らかになったことを列挙しておきたい。

１．農産物単位量あたりの余剰売上金（これが地代に転化する）の発生理由を土地豊度の

等級差に求めるタイプの地代理論では、もっとも豊度の低い土地には地代は生じない

と想定しなければならない。リカードはこの点について同時代に批判を受けた（竹永

(2018-9), (2) の 13 ページの注 9 参照）し、マルクスもそのあつかいをめぐって最後まで

苦慮した（同 (3) の 98-9 ページ参照）。アンダーソンも無地代地の存在を前提としてい
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ると思われるが、しかし彼は Anderson (1791) の論文の最後のパラグラフの冒頭で次の

ように言って、それまで彼自身が事実上取ってきた立場に疑問を呈しているように見え

る：「これまでの観察において、私は少しも地代を生み出すことなく穀物を生産しうる

ような土地について述べたが、しかしそれは物理的可能性ではありえても実際上は起こ

りえない。」(ibid., p.299) 彼はここで、地代支払いをともなわない土地の貸借関係の想定

に見直しを加える必要を感じているのであろう。しかし残念ながらこれ以上の議論は

行っていない�。

２．地代が土地豊度の差から生じると言うとき、アンダーソンの場合、この差は具体的に

は一定量の農産物を収穫するために必要な投入（労働量や種子量などないしその貨幣額

としての表現）の差として表わされる。したがって地代は豊度の異なる土地で同時に耕

作が行われることから、あるいは、同一の豊度の土地の耕作だけでは需要に応えられず

豊度の異なる土地が同時に耕作されなければならないことから生じる。しかし需要の拡

大に対応するための供給の拡大はすでに耕作されている同一の土地への投入を増やすこ

とによっても可能である。この場合、一定の追加的収穫量を得るために必要な投入が投

入量の増加とともに変化すれば、異なる土地間の豊度差に相当する差つまり地代が発生

する。リカードもマルクスも地代がこの二つの異なる耕作拡大方法から発生しうること

を認めていた。特にマルクスは 1865 年に執筆した地代論の草稿で、後者を「差額地代

の第 2 形態」と名付けてその「第 1 形態」と明確に区別して理論化しようとした。アン

ダーソンももちろん、同じ土地に投入される労働や種子の増減による農業生産の拡大縮

小を視野に入れていた。しかし彼はこの過程を地代の発生やその増減と関連付けて考察

しようとしたことはなかったように思われる。彼にとって、地代はもっぱら異なる豊度

の土地の上で同時並行的に耕作が行われることから生じ、地代の大きさは異なる土地の

あいだの豊度差によって決定されるものであった。

３．地代の元となる土地豊度の差は抽象的に考えれば、複数の土地のあいだで豊度が上

�　阪本 (1978) は、アンダーソンは「土地の肥沃度が可変であるという見地」から「地主が地代なし
での借地をなぜ許容するかの説明を用意していた点では、後年のリカードをはるかに凌いでいた」

（同、110 ページ）と言い、Anderson (1777.2) の p.46-7 をその典拠としている。しかし筆者にはそ
のような説明は見出せない。
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方・下方いずれに乖離しても発生しうる。したがって地代もまたいずれの場合にも発生

するはずである。しかし 19 世紀初頭にほぼ同時に地代論をおおやけにしたマルサス、

ウェストそしてリカードは、すべて地代の発生を新規に耕作される土地の豊度の低下

と結びつけて説明しようとした。特にウェストは農業生産の拡大にともなう「収穫逓

減 (diminishing return)」([West] (1815), p.12) を強く主張し、リカードもこれに賛同し

た（1815 年 3 月 9 日付けのマルサス宛の手紙。cf. Ricardo, VI/179-80）。こうしたこと

から地代理論は「収穫逓減の法則」と表裏一体をなすとする見方が広がったように思わ

れる。アンダーソンは異なる土地の豊度の差から地代を説明したが、その際彼は現に耕

作されている何種類かの土地を比較しているだけであって豊度を異にする一つ一つの土

地がどういう経過を経て耕作されるに至ったかについては何も語っていない。また上記

２．で述べたように、彼は同じ土地への追加投資による耕作の拡大が投資の収益性を

徐々に低下させこのことが新たに生み出される地代の源泉となるとは考えていない。彼

が強調するのは、こうした過程はむしろ反対にその土地の生産性を向上させるというこ

とである�。こう見てくると、アンダーソンは、1817 年以来「リカードの名を冠して世

界を一周し」J.S. ミルによって「すでに決まり文句となった学派的ドグマ」である収穫

逓減の法則を、「A. スミスの時代にはじめて発表した」(Marx, II/6, p.477, note 325)、と

は言えないであろう�。マルクスはこの引用からも見て取れるように全体としてはこの

�　この点にかんしてシュンペーターは次のように言っている：「これは収穫逓減の法則を否定する
ことになると解釈されてきた。しかしアンダーソンが力点をおいたのは、土地の生産物

4 4 4

ではなく
その生産性

4 4 4

であった。［・・・］彼が考えていたのは、もっぱらわれわれがさきほど「歴史的収穫
逓増」と名づけることに決めたものであった。［・・・］これらの可能性にかんする彼の疑いもな
く誇張された観念と収穫逓減の法則を認めることは両立しうる。」（Schumpeter (1954), p.263. 邦訳

（上）、475-6 ページ）たしかに生産性が増大してそれが生産物の増大となって現れるには一定の歴
史的時間が必要であろう。もしこうした変化より短いタイム・スパンの中で農業生産が拡大すれば、
確かに収穫率が上昇するとは限らず場合によっては下落するかもしれずまた下落し続けるかもしれ
ない。シュンペーターが「両立しうる」というのはこのような二つの過程であろう。しかし、通常
1 年を生産期間の単位とする農業では、生産の拡大（場合によっては縮小）は、この単位をいくつ
も含む比較的長い時間幅の中で生じる人口の増減を後追いしながら進んでゆく。だとすればこれら
二つの過程には明確な区別はないであろう。仮に区別が可能だったとしても、アンダーソンは生産
性の変化の介入しない短い期間における生産の拡大（ないし縮小）が土地収穫にどのような作用を
およぼすのかについては何も言っておらず、「歴史的収穫逓増」と「収穫逓減の法則」との「両立」
をアンダーソンに帰するのは不当である。彼が考えていたのはシュンペーターも認めている前者の
みだったと言ってよい。
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法則を批判的に捉えていたように思われる。しかし彼は他方ではウェストの上記の著書

を、「リカードよりも前に
4 4

地代の法則を展開した」（Marx, II/4.2, p.310. 強調は原文）「経

済学史上の画期的な匿名の著書」(Marx, II/6, p.505) と高く評価しており、収穫逓減の

法則に対して微妙なスタンスを取っている（このことが 1865 年の彼の地代論草稿にお

ける「差額地代 II」の説明の冗長と混乱の一因になったことについては、竹永 (2018-9), 

(3) の 92-3 ページを参照）。

さて、アンダーソンは Anderson (1791) の論文を次のように締めくくっている：「牧草

も穀物も、またその他あらゆる有用な植物性産物も、これらの植物のうちの一種類も生育

したことがなかった土地だけでなく、人間が生育を助長していなければどれひとつとして

生育していなかったであろう土地でさえ、豊富に生育させられるであろう。

すべては勤労の賜物である (All is the gift of industry)。」(ibid., 300)

　最後の一文は改行を加えた上でスローガンのように行の中心に配置されている。これ

が地代にかんする彼のすべての議論の集約点だったのであろう。このアンダーソンの地

代理論をマルクスはマルサス、ウェスト、リカードらによって展開された地代論の「源

泉」(Marx, II/3.3, p.689) と呼んでいるが、本稿のはじめに見たようにこれらの経済学者の

うち彼との直接の接点を持ったのはマルサスだけだった。したがって、ウェストやリカー

ドなどアンダーソンの没後まもなくその存在さえ忘れられていた時代の経済学者たちの地

代論にとって、彼はマルサスを介した間接的な「源泉」でしかありえなかった。したがっ

�　Cannan (1892) はアンダーソンには収穫逓減という考え方はなかったとしている (cf. ibid., p.53)。
堀 (1939)（同、45-6 ページ）、硲 (1955)（同、5 ページ）、久留島 (1955)（同、17-8 ページ）も同様
の見解を述べている。これに対して西山 (1967) は、「『一研究』[Anderson (1777.2)] の場合の地代の
命題は主として収穫逓減の法則に立脚して論述せられていた。しかるに一八〇一年の『娯楽』の中
のこの命題 [Anderson (1801.3), p.406-7] は『一研究』の基礎前提に新たに加えられたものとして、
収穫逓増の法則の原理
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

による地代増大の言明が付加されているのである」（同、67 ページ。強調は
原文。同様の主張は 324 ページにも見られる）と言い、「一七七七年発表のアンダァスンの「地代
論命題」には「収穫逓減の法則」がその基礎前提となっているのを見出し得る」（同、104 ページ）
とも言う。この主張は明らかに McCulloch (1845) の抜粋で省略された部分を実見していないことか
ら生じた誤解である。西山は省略部分にもともと含まれていた内容を、アンダーソンが 1801 年になっ
てはじめて付け加えたものと見なしているようである（さらに、これが Anderson (1791) の論文の
転用に過ぎなかったことも見落とされているようである）。西山は Anderson (1777.2) の注の全文を
掲載した Brentano (1893) も参照している（292 ページ）ので、ブレンターノの訳文を注意して読ん
でいればこのような誤解は避けられたはずである。
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てこの「源泉」の意味を確かめるためには、マルサスがアンダーソンの地代論をどのよう

に受け止めたかを明らかにすることが先決要件となるであろう。ところがマルサスは地

代が生じる元となる豊富な土地生産物を、「自然の人間に対する賜物 (the gifts of nature 

to man)」(Malthus (1815.1), p.8) あるいは「神慮のこの惜しみない賜物 (this bounty gift of 

Providence)」(ibid., p.17) と捉えており、アンダーソンとは対照的な立場に立っているよ

うに見える。他方でリカードは彼が地代論において先行したマルサスに大きく負っている

ことを繰り返し言明 (cf. Ricardo, IV/9, I/5) しながら、地代論をめぐってマルサスとの論

争を続けた（『原理』第 32 章、『マルサス評注』の関連箇所、またマルサスの側からは彼

の『原理』第 3 章でのリカード批判）。アンダーソンが「源泉」だとしても、このように

決して直截・簡明な影響ないし継承関係が存在したわけではなく、それぞれのあいだで受

容と変形が複雑に絡み合っているのである。以下項を改めて、このような絡み合いを解き

ほぐす最初の手がかりとして、地代についてマルサスがどのような理論を展開したのかを

確認しておくことにしたい。

６．マルサスの地代理論

周知のように、マルサスは『人口の原理』(Malthus (1798)) を刊行して以来、生涯にわ

たって人口論と経済学の二つの分野での研究と執筆を並行して続けた。後者の分野での主

著はいうまでもなく Malthus (1820)（第二版、1836 年）であり、そのうち本項の主題に関

連するのは「第三章　土地の地代について」である。この章の内容は 5 年前に刊行された

Malthus (1815.1) に大きく依存している（1815 年以降のマルサスの地代論の展開について

は羽鳥 (2001) を参照）。ここではマルサスの地代論の「原型」を含むこのテクストを主な

検討対象とし、あわせて地代論と密接に関連する同時期の穀物法論争にかんする Malthus 

(1814) と Malthus (1815.2) も必要に応じて取り上げることにしたい。これら三つのパンフ

レットは、1814 年春から 1815 年初頭までの 1 年足らずの期間に同時期の議会での穀物法

改正論議とイギリス農業の環境の激変とを背景に立て続けに執筆されており、その内容は

当然相互に関連し合っているが同時に変化も含んでいる。また同じ時代背景の下に執筆さ

れたとは言え、Malthus (1815.1) は他の二つとは異なって表面上は時事的なテーマとは直

接にはかかわらない抽象理論をあつかっている。他方、地代論は土地、農業、食料（原料）
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生産と緊密な関係にあり、食料と人口の関係を問う人口論とも無関係ではありえない。マ

ルサスはこれらのパンフレットを執筆・刊行するまでに、『人口の原理』を三回にわたっ

て改訂している（1803 年・1806 年・1807 年）。そのうち、初版を絶版処分にした上で大

きく拡充を施しサブタイトルも変更して著者名をはじめて明かした第二版（1803 年）が

もっとも重要であり、本項でもこの版の関連箇所を彼の地代論の検討に必要な限りで取り

上げたい。

さて、彼は Malthus (1815.1) の冒頭で地代を次のように定義している：「土地の地代は、

もちいられた資本の利潤（その時々の農業資本の利潤の通常で普通の率にしたがって見積

もられる）を含めて、耕作に必要なあらゆる種類の出費 (outgoings) がすべて支払われた

後に、土地の所有者の元に残る全生産物価値のうちの分け前である、と定義してよいであ

ろう。」(ibid., p.1-2) つまりマルサスは、地代論を始めるに当たって最初から資本・賃労働

関係とともに土地所有階級の存在も前提しており、それとともに借地農業者の得る一般的

利潤率を前提として、これと投下資本（耕作を始めるために必要な複数の出費項目――賃

金、種子、農具など――の合計貨幣額）との合計を超過する残余部分を、地代の元本と捉

えている（「地代の直接の原因は明らかに素生産物が市場で販売される価格の生産費を上

回る超過分 (the excess of price above the cost of production) である」(ibid., p.2)）。こう

して地代論の最初の課題が次のように設定される：「それゆえ最初に現われる研究対象は

素生産物の高価格の（諸）原因である。」(ibid.) ここから、マルサスは最初から、地代（ま

たはその元本）が発生する状況を収穫された農産物が市場で販売される価格との関連で考

えていることが見て取れる。

マルサスはこの課題に接近するに先立って彼に先行する地代の諸理論を簡単に振り返っ

ているが、なかでも彼が異なった意味で特に重視するのがスミスとエコノミストたち（重

農学派）の理論である。スミスは「時として土地の地代に独占という用語を適用すること

によって［・・・］、生活必需品と独占商品とでは高価格の原因が実質的に異なるという

明確な印象を読者に与えないままにしている」(ibid., p.3) と彼は言い、この点でスミスの

地代論に反発している。地代の原因としての農産物の高価格が土地ないしその生産物の稀

少性に基づく独占価格であるとすると、買手が支払う価格から得られる独占利潤は買手か

らの富の収奪（移転）によって得られることになり、地代が生じて地主に取得されても社
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会全体の富が増大したことにならない。マルサスがスミス（および直前の 1814 年に『国

富論』を編集刊行してこの点でスミスの議論をさらに展開したブキャナン、cf. ibid., p.5-

6, 15-6）の地代独占説に執拗に反対するのはこのためである。これに対して重農学派の地

代論については彼は次のような肯定的な評価を下す：「地代の性質についてエコノミスト

たちが取っている見解のあるものは、私には同じようにまったく正当と思われる。」(ibid., 

p.3) これはもちろん、土地だけに生産物余剰の源泉を認める重農学派の見解にマルサスが

共鳴しうる点があったからであろう。

以上のように諸学説を概観した上で、彼は農産物の高価格には三つの原因があるという。

この三つの原因の内容とそれが列挙される順序がマルサスの地代論を規定するもっとも重

要な要素である。一つずつ立ち入って検討してみよう。

「第一に、そして主として、土地の性質。これにより土地はその上で雇用される人々の

維持に必要な以上に大きな分量の生活必需品を生み出すことができるのである。」(ibid., 

p.8) 土地という人間の生存にとって本質的な生産手段が持つこのような性質は、マルサ

スによれば地代が発生する根源であり、また人間が技術・知識その発揮としての勤労

(industry) をもって土地に付与したものではなく、人間に最初から与えられた土地に本源

的に備わっているもの（したがって人間の力によって変えることのできない「自然の人間

に対する賜物」(ibid.)）である。農耕地に対するこのような見方は上に見た彼の重農主義

評価と親和的であろう。ここでマルサスが見ているのは土地の生産性（豊度）の絶対的な

高さである。反対に地代の発生についてのこのような見方は、地代の発生は最初から豊度

の異なる土地の産物の「内在的価値（ないし価格）」の比較に基づいており、この比較か

ら出てくる異なる土地間の差等がなければ地代は考えられない、とするアンダーソン（お

よび後のリカード）の理論とは相容れないであろう。いずれにしても、マルサスの地代論

は農耕従事者数との対比における土地生産物の豊穣性（量の多さ）を基本前提としている。

生産費を上回る価格の超過分が発生するためには、一定の生産費で生産される穀物の単

位数量とその単位価格との積がこの生産費を上回らなければならない。したがって超過分

の大きさは生産量と単価の双方に比例する。そして前者はその生産費が投入される土地の

豊度に依存し後者は穀物に対する需要とその供給の割合に依存する（「価格の超過分は需

要と対比した供給の小ささに比例する」(ibid., p.12)）。このように「生産費を上回る価格
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の超過分」は生産物の単価にも依存しており、もしこれが生産（供給）量の増大よりも大

きい割合で低下すればこの超過は発生しないであろう。価格は需給関係に左右されるのだ

から、供給の増加にもかかわらず価格が低下しないためには、需要も少なくとも同じだけ

増加しなければならない。マルサスは地代発生の二番目の原因として農産物に特有の需要

の変動を次のように想定する：「第二に、生産された必需品の量に比例してそれ自身の需

要を作り出す、ないし需要者の数を引き上げることができる、という生活必需品に特有の

性質。」(ibid., p.8) 生活必需品としての食料は、それを消費する人間自身を作り出し生存さ

せるものだから、かならずそれに対応するだけの需要者数つまり人口を生み出すというの

である�。しかし人口の増加には一定の時間が必要であり、いわば需要が供給を（タイム

ラグをともないながら）後追いするのである。マルサスは、一般的には供給に対する需要

の不足を市場経済の問題として重視していたにもかかわらず、生活必需品を生産する農業

についてだけは、「供給はそれ自身の需要を作り出す」というセーの法則が長期的には妥

当することを例外的に認めていることになるであろう。この点にかんしてアンダーソンは

�　マルサスの地代論が彼の人口論と関係してくるのはこの点においてである。人口は幾何級数的に
増えるのに対して食料は算術級数的にしか増えないので、社会の進歩につれて食料の不足と貧困問
題が発生することは避けられない、という周知の「人口の原理」は、この著作の第一篇「世界のよ
り文明化されていない部分および過去の時代における人口の抑制について」の第一章「主題の言明  
人口と食料の増加率」で、具体的な数字例をもって述べられている (cf. Malthus (1803), p.7-8)。そこ
では、たとえ現時点で食料生産が人口維持の必要を満たしていたとしても、人口と食料の比率は二
世紀後には 256 対 9、三世紀後には 4096 対 13 となるという、両者の増加率の違いから慄然たる結
果が生じうることが示されている。しかし、独断的で無根拠なこれらの増加率がどうであれ、これ
ほど途方もない食糧不足が生じる前にたとえ総人口の半分に対してさえ食料供給が滞るような事態
が生じれば、人口がそれ以上増え続けるとは考えられない。もちろんマルサスも、人口の増加が現
実にこのような割合で進んで行くわけではないことは承知していた。「それでも人口の力はどの時
代においてもきわめて優勢であり、人類の増加は、より大きな力に対する抑制として働く強力な必
然の法則の絶えざる作用によってのみ、生存手段のレベルにまで引き下げられうる。」(ibid., p.8) 現
実の人口の動きは、たえず食料供給（農業生産）の水準を超えようとしながら、たえずこの水準の
近傍に引き戻されるのである。これがおそらくマルサスが『人口の原理』で実際に考えていた人口
増加と食糧生産の関係であろう。ここでは絶えず増加しようとする人口は不足しがちな食料の供給
に従って抑えられるのである。しかし彼は地代論では、人口は食料供給の増加（ないし過剰）の後
を追って必ず増加する（そしておそらく許容範囲を超えてさらに増加するかもしれない）と言う。
ここでは食料は人口増加を抑制するよりもむしろ促進すると考えられている。この違いは、マルサ
スが人口論では食料を生み出す土地の吝嗇を強調し地代論では反対にその豊穣に力点を置いたこと
に起因すると思われる。農産物を生み出すものとしての土地の性質を自然から与えられた所与のも
のと考えるマルサスにとって、この両者はどのように折り合いをつけられるのだろうか。
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（またリカードも）反対の立場を取っていた。彼らは穀物の生産と供給は需要を後追いし

つつ変動（一般的には増大）すると考えた、つまり需要が生産を決定するとしたのである。

リカードは一般論としてはセー法則を認めていたが、このように農業生産についてはむし

ろこれに否定的な立場を取った。穀物の需要と供給にかんしてはマルサスとリカードのあ

いだでセー法則をめぐる彼らの立場にねじれが生じているのである。それはともかく、以

上の二つの原因によって豊富な「素生産物の高価格」から「生産費を上回る超過分」(ibid., 

p.2) が生じるので、当該地の耕作に雇用された労働者たちは受け取った賃金によって生存

に必要な農産物を手に入れ、農業経営者は生産費を超える売り上げ（利潤）を取得しうる

ことが示される。マルサスのここまでの議論によれば、剰余を生み出すことのできる肥沃

な土地は豊富に与えられていて、ここから生産される農産物によって人口の事後的な増加

が可能と考えられているかのように思われるかもしれない。

しかし実際にはこのような土地が無制限に与えられているわけではないことが、「そし

て第三に、もっとも肥沃な土地の相対的稀少性」(ibid., p.8) という地代発生の第三の原因

として示される。この原因は、最初の二つの原因と同じように「素生産物の高価格」か

ら「生産費を上回る超過分」を発生させるが、同時にこの超過分によって生じる利潤の一

部が地代に転化することを説明する。そしてここではじめて「最優等地」とそれより豊度

の劣る他の土地との比較そしてそれらのあいだの差異が導入される。以上の三つの原因�の

�　この三つの原因が揃って地代が発生するという説明はマルサスの地代論のユニークな特質と言っ
てよいが、これらのアイディア自体は Malthus (1815.1) より 10 年以上も前に出版された Malthus 
(1803) の中にも見出せる。この時には彼はおそらく自分が将来地代論を提起することになるとは予
想していなかったであろう。したがってもちろん、この時には三つのアイディが相互に関連付けら
れることもまして地代論と結びつけられることもなかった。ここでは関連箇所を摘記しておくにと
どめる。第一原因について：「農業の性質は、とりわけ首尾よく営まれる時、それが使用するより
もかなり多くの人数のための扶養物資を作り出すことである。」(ibid., p.470) 第二の原因について :「農
業の恒常的な増産がいずれかの場所で人口の恒常的な増加を引き起こさなかった例はおそらく皆無
である。したがって、農業は人口の有効な原因であると呼ぶ方が、人口が農業の原因だというより
もおそらくより適切であろう。」(ibid., p.476-7) 第三の原因について：（人口が減少すれば農業も衰退
し人々はより貧しくなるという Anderson (1801.2) におけるアンダーソンの理論に対する批判）「少
なくなった人々はもちろん彼らの領土のうちのより肥沃な部分を主として耕作するであろう、だか
らもっと人口の多い状態でのように報いのない土地に向かうことを強いられはしないであろう。」
(ibid., p.472) これは人口と食料需要の増加とともにより劣等な土地に耕作が拡大して行くということ
の裏返しである。
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うち優等地（さらには一般に農耕地）の稀少性とそれにもとづく耕地の豊度差をマルサス

が最後に導入したのは、この三つの原因について述べる前に彼がスミスおよびブキャナン

の地代独占説に強く反対して、これへの対抗として上記の三つの原因の全体をもって地代

を説明しようとしたからであろう。マルサスはまず最初に、重農学派からの影響を強く感

じさせる土地の本源的な生産性という観念と農産物に対する需要の特殊な性格とから、そ

の高価格（ないし価格が低下しないこと）を導き出しておいて、その後にはじめて土地の

独占にも通じうるその稀少性とそれから導き出される農産物価格の上昇（彼はこのこと自

体は認めている）を取り上げる、という順序を採用することによって地代発生の主要な原

因が土地の独占的所有にあるのではないことを明確化しようとしたのではないだろうか。

彼が第三の原因について上の短い語句によって述べた後に何も追加の説明を加えていない

のもこの点と関連しているように思われる。実際、上の一句にすぐ続いてマルサスは第一

の原因が地代の発生に対して持つ決定的な意義を次のようにあらためて強調している。「こ

こで素生産物の高価格の第一義的な原因として指摘した土地とその生産物の性質は、自然

の人間に対する賜物である。この性質は独占とはまったくかかわりがないが、しかも地代

の存在に絶対に不可欠であり、これがなければ、いかなる程度の稀少性ないし独占も、地

代となって現われる素生産物の価格の生産費を超える超過分を引き起こすことはできな

かったであろう。」(ibid., p.8) つまりマルサスも、広さに限りのある一定程度以上に肥沃な

土地が一部の社会成員によって独占されていること自体は認めるが、しかし地代の元本に

なる剰余はここからは説明できないというのである。この引用文に続いて、地代独占説に

反対するための原因一と二についての説明が 8 ページにわたって延々と敷衍されている。

そしてその最後には次のように述べられている：「土地を耕作するために必要な以上の人

数を維持できるという性質」は「神が人間に授けた土壌のこの上なく貴重な性質をはっき

りと示すものである。」(ibid., p.16) これが地代論におけるマルサスの基本的な立場である。

この後にようやくマルサスは第三の原因（「もっとも肥沃な土地の相対的稀少性」）に立

ち返る。そして彼は肥沃な土地がなぜ稀少となったのかを説明するために「社会の初期」

(ibid., p.17) に遡りそこから徐々に同時代の状況に接近してゆく�。しかし、賃金と利潤つ

まり賃労働関係がすでに最初からアナクロニックに想定されていることからも分かるよう

に、彼はここで実際の歴史的時間の経過をたどっているわけではない。このようにいわば
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仮構された「社会の初期」には、「この剰余生産物、神慮のこの惜しみない賜物は、主と

して非常な高い利潤と非常な高い賃金として現われ、地代の形ではほとんど現われない。

肥沃な土地が豊富にありそれを欲すれば誰でも手に入れることができる限り、もちろん誰

も地主に地代を支払わないであろう。」(ibid.) ここでは誰でもが自由に土地所有者になる

ことができるので、地主階級は存在せずしたがって地代も存在しない。豊富な農産物が収

穫されそれを需要するだけの人口が存在すれば、売上金の「生産費を上回る超過分」はそ

れだけ大きくなり、そのすべてがみずから土地を所有する農業経営者のものになる（「社

会の初期」の農耕が実際に一般的にこのように豊かな収穫をもたらしていたとすれば）。

この高い利潤に実質的に含まれる地代は利潤と未分化なままに同一人格によって取得され

る。またこの事実上の地代は、農業経営上の条件の相違がなくても（最初の二つの原因に

よる）豊富な農産物と大きい人口から生まれる、マルサスの地代概念に特有のものであり、

アンダーソン（そしてリカード）の地代理論では存在しえないものである。高い利潤は同

じように高い資本蓄積を可能にし、農耕はそれだけ拡大して行くであろう。

こういう過程が続けばやがていつかは「もっとも肥沃な土地」がすべて耕作され尽くさ

れて、それ以上の拡大のためにはより条件の劣る土地に依存せざるを得なくなるであろう。

「しかし物事のこの状態が続くということは、自然の法則そしてまた土地の制限と性質と

は相容れない。土壌と位置の多様性はいかなる国でも必然的に存在するはずである。すべ

ての土地がもっとも肥沃だというわけにはいかない。すべての場所が航行可能な河川と市

場にもっとも近いわけではない。しかし、最大の自然の豊度を持ちもっとも有利な場所に

ある土地に投下する手段を超えた資本の蓄積は、必然的に利潤を低下させるにちがいない。

それと同時に、生存手段を超えて増加しようとする人口の傾向は一定の時間の後には労働

�　リカードも彼の地代論で同様の手順を踏んでいるが、彼はマルサスが（おそらく同じイギリスの）
過去の社会に想定しているのに相当する条件を満たす「国への最初の定住」(Ricardo, IV/10, I/69)
から始める。しかし彼の場合にはマルサスと違って地代論はここから出発する。すなわちマルサス
の理論をリカードのそれと比較検討しようとする場合、マルサスについてその対象となるのは、彼
が地代発生の第三の原因についてやや立ち入って論じているこの箇所から後の部分だけということ
になる。マルサスにとってはむしろ主要であった最初の二つの原因について彼が詳説している部分
は、リカードにとってはむしろ批判的検討の対象でしかなかった（たとえば、Ricardo, I/400-4 に
おけるマルサスの「三つの原因」についての逐条的な検討を参照。ここでリカードが積極的に評価
しているのは第三の原因だけである）。
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の賃金を低下させるにちがいない。」(ibid.) 農耕地の条件としてマルサスはそれぞれの土

地の豊度と位置（市場からの距離）の二つをあげ、今やこれらの点で相違のある土地に耕

境が広がって行く結果を考察しようとする。しかしこの二つのうち土地の位置については

ただここで簡単に言及されているだけで、以下の考察においては、アンダーソンやリカー

ドの場合と同様に、耕作条件の優劣の決定要因は豊度によって代表される。またこの引用

文からも明らかなように、耕作される土地の豊度の多様性と相違が導入されるといっても、

最初に耕作されるのは「もっとも肥沃な土地」であり、その「相対的稀少性」のゆえにこ

れに続いて肥沃な土地に耕作が広がってゆき、さらに同様の過程が次々に繰り返される。

つまりマルサスは下降序列に沿った拡大過程にともなう豊度の差等を考えている。リカー

ドはこの点ではマルサスに倣ったと言えるが、アンダーソンは、多様な豊度の土地が現に

耕作されている状況を前提としてこれらの土地の比較によって地代を説明しているだけで

あり、その一つ一つがどのようにして耕作に引き入れられたのかについては何も語ってお

らず、耕作がどのような順序で進んで行ったかについても当然いかなる想定もしていない

（本稿の 5. の ii) を参照）。また、農業生産の拡大はもっぱら、拡大の必要が生じる以前に

は耕作されていなかった劣等地を新たに耕作に引き入れることによって行われると想定さ

れ、既耕地への追加的資本投資による拡大は少なくともこの段階では考慮されていない。

それはともかく、劣等地耕作による生産条件の劣化は同一の生産費に対して収穫される

穀物の数量の減少として表わされる。これは人口増加による穀物需要の増加によって引き

起こされたのだから、劣等地耕作による増産（総供給量の増加）の程度が需要の増加を上

回らなければ価格が低下することはないであろう。しかし、単位価格と販売数量の積とし

ての売上高は、劣等地からの産出量が減少するので優等地の耕作から得られる売上高を下

回り、「生産費を上回る価格の超過分」としての利潤は低下する。また人口増加は食料需

要の増加であると同時に労働供給の増加でもあり、その増加率が利潤率の低下によって低

下する資本の蓄積率を上回れば、労働市場は供給過剰となり賃金も同様に低下するであろ

う。これが、劣等地耕作の進展にともなって生じるとマルサスが上の引用文で想定してい

る状況であろう�。こういう状況のもとではじめて利潤とは区別される地代が優等地に発

生する（しかしそのためには、みずからは利潤を得るための活動に加わることなくこの地

代を取得する土地所有者の階級が形成されなければならないが、マルサスはこの問題を
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まったく不問に付している）。「そこで地代は、土壌とその生産物の一定の性質の結果であ

る土地からの一般的剰余と同じ共通の性質にその起源が求められた。そして、富と人口に

向かう一国の自然の進歩にともなう肥沃な土地の相対的稀少性によって利潤と賃金が下落

するとすぐに、地代がその利潤からの分離を始めるのが見出された。」(ibid., p.20-1)（農業）

労働者が雇用されて受け取る賃金は農業部門を通じて一律であるつまりこの場合一様に低

下していると考えられるが、利潤は優等地では低下しないかまたは賃金低下によって上昇

しさえするのに対して劣等地では低下するであろう。そして劣等地耕作が拡大すれば一般

的利潤も低下するであろう。しかしどの資本も賃労働と同様に一律の収益性を要求して自

由に移動しうるとすれば、どの資本にとっても平均を上回る利潤率を取得し続けることは

不可能である。こうして優等地の農業経営に生じる一般的利潤を上回る利潤の超過分は当

該優等地を所有して貸出していた地主に地代として支払われることになる。この場合マル

サスは暗黙裡に劣等地には地代は発生しないと想定しているように思われる。実は彼はす

でに地代発生の「三つの原因」を提起する前のスミス批判の中で次のように言っていた：

「しかしながら、私は、食物を産出するすべての土地は必然的に地代を生み出すはずであ

るという彼［スミス］の意見に賛成することはできない。進歩しつつある国で次々と耕作

に引き入れられる土地は利潤と賃金だけを支払うであろう。使用された資本（もちろんこ

の中には労働に対する支払いも含む）に対する公平な利潤はいつでも耕作に対する十分な

誘引となるであろう。」(ibid., p.3 note) マルサスはここでは自分の所有地を貸出す地主の

立場を考慮に入れていない。現実問題として地主が名目は何であれ賃料を請求することな

しに自分の土地を他人に貸出すことは考えにくい。これは、アンダーソンも気がついてい

ながら明確に答えておらず (cf. Anderson (1791), p.299)、またリカードは無自覚なままに

批判を受け何らの応答もしなかった、地代理論上の難問をなす�。

「第三の原因」によって優良地で発生した超過利潤の一部がその稀少性のゆえに利潤か

ら分離されて地主の手に地代として移転されるとしても、マルサスはこの地代は既存の価

�　しかしこのようなマルサスの想定は劣等地における収穫量の低下率、人口増加率、穀物価格の変
動率という各変数の関係が一定の範囲にある場合に妥当するにすぎない。

�　マかロックも McCulloch (1843), p.445 で、最劣等地からは地代が発生しないという彼の護持する
リカードの理論を正当化しようと試みているが、明快な解決を得ているようには見えない。
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値の単なる移転ではなく、「第一の原因」に根拠をおく価値の創造・その積極的な増加で

あるとして、自立化する地代に対して非常に大きな意義を付与する。「地代は単なる名目

的な価値でも、人々のある集団から別の集団に不必要かつ不当に移転された価値でもな

く、国民的財産の全価値の中でもっとも実在的で本質的な部分 (a most real and essential 

part) である。」(ibid., p.20) 土地豊度の差はこの価値の移転を単に媒介するにすぎずその原

因ではないのである。と同時に、地代範疇の自立化は劣等地への耕作の拡大にともなう利

潤と賃金の低落（「第三の原因」）と切り離せない関係にある。

マルサスは上の引用文のすぐ後に次のように述べている：「地代の性質と源泉を検討し

たので、われわれがさらに考察しなければならないのは地代を支配しその増減を規制する

諸法則である。」(ibid., p.21) つまりここから地代の説明は次の段階に移るということであ

る。これまでの説明によって、最初に耕作される優等地に加えて劣等地の耕作が始まり地

代が利潤から分離することが示されたとすれば、ここからの課題は、この分離した地代が

劣等地耕作の進展とともにどのようにして増大するのか、またこの増大が利潤と賃金の変

動とどのように関係するのかを明らかにすることである。こうした変化を引き起こす基本

的な要因は資本の蓄積（生産の拡大）とそれに誘発される人口の増加である。前者は優良

な土地の枯渇とより劣等な土地への耕境の移動そして生産条件の悪化による利潤率の低下

を引き起こす。後者は実質および名目賃金率の低下（および利潤率の低下に反作用する穀

物価格の上昇）を引き起こす。マルサスは農業における生産費に利潤と賃金の双方を含め

るので、双方の低下は生産費の低下を意味する。「一国の最初に選ばれる土地で資本が蓄

積し労働が下落すると、豊度ないし位置の点でより不利な状況にあるその他の土地の耕作

が利益を生むようになる。利潤を含む耕作の経費が低下しているので、より貧弱な土地ま

たは市場からより離れた土地も、最初は地代をもたらさないとはいえ、これらの経費をす

べて払い戻し耕作者の要求に完全に応えるであろう。」(ibid.) この時点ではじめて耕作さ

れる土地は、借地農業者にとっては満足しうる生産条件を備えている（もちろん既耕の優

良地に比べれば利潤率は低下しているが今ではこれが相場となっている）が、しかし「最

初は地代をもたらさない」。このときはじめて前から耕作されていた優良地が地代をもた

らすことになる。資本蓄積と人口増加は特段の障害がないかぎりどこまでも進んで行くと

すれば、同様の過程がさらに繰り返されるであろう。ただし今度は、豊度に優劣のある二
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種類の既耕地に新たにさらに豊度の低い土地が耕地として加えられるであろう。「そして

ふたたび、資本の利潤か労働の賃金かのいずれかまたはその双方がさらにいっそう低下し

たときには、さらにより貧弱な土地またはさらにより不利な位置にある土地が耕作に取り

入れられるであろう。そして、もし生産物価格が下がらなければ一段階ごとに土地の地代

が上昇して行くことは明らかである。」(ibid.)

こうして「地代を支配しその増減を規制する諸法則」が示された。地代は最後に耕作に

入る最劣等地を除くすべての土地で、最劣等地との豊度差に応じて発生する。したがって

耕作が拡大して新たに最劣等地となる土地の豊度が低下して行くにつれて、他のすべての

土地の地代は上昇し農業部門全体の地代総額も増大して行く。この過程を支えているのは、

人口（穀物需要）の増大に応じるための生産の拡大に「必然的に」ともなう農業生産条件

の持続的な劣化と、それがもたらす絶え間ない穀価の高騰である。つまりいかなる豊度の

土地で生産されたかにかかわりなく、穀価を規制するのはその時々の最劣等地の価格であ

る。「どの進歩しつつある国でも生産物の価格は現に使用されているもっとも貧しい質の

土地での生産費にほぼ等しいに違いない。」(ibid., p.35-6) マルサスが地代論で考える富の

進歩（社会の進歩）とは地代が増えて賃金と利潤が減って行くことである�。劣等地耕作

の段階的な進展および地代の漸増についてのマルサスの説明は、アンダーソンやリカード

のように土地の等級やそこでの生産条件（経費ないし産出量）を記号や数字で例示するこ

となくただ言葉だけでなされている。このためマルサスの理論を他の二者の理論と対比し

ようとすると、やや複雑な操作が必要になるであろう。

地代の変動をこのように捉えれば、穀価と地代のあいだの因果関係も前者から後者へと

捉えられる（穀価が地代の原因でありその高価は地代のせいではない）ことになり、この

点ではマルサスはアンダーソンともリカードとも一致する。同時に、社会の進歩とともに

必然的に穀価が上昇しそれにつれて地代も上昇するとする上記のような見方は、リカード

もマルサスも同じである（しかしマルサスはこの両者の並行的な上昇が最終的にどうい

�　もっとも、「自然の人間に対する賜物」に他ならない肥沃な土地が生み出す豊な農産物に地代の源
泉を求めるマルサスは、差し当たり地主階級によってこの賜物が受領されるとしても、その恩恵は
結局他の社会諸階級にまで（製造品に対する有効需要および担税能力の元本として）波及すると考
える。彼が地代に対して大きな社会的意義を付与する理由もここにある。
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う状況を生み出すか――リカードの「定常状態」――についてまでは考えていないよう

である）。これは両者がともに土地改良を含む農業技術の進歩を事実上認めず、それぞれ

の土地の豊度を自然から与えられた固定的なものと前提して地代論を構築したからであ

る。「それ［農業における改善］は非常に強力であることもあるとはいえ、それがより貧

弱な土地すなわちより劣った機械に向かう必然性に拮抗するほどになることは稀である。」

(ibid., p.45) つまり、農業における改善は農産物価格の上昇傾向を抑止したり反転させたり

するほどの頻度や規模で起こることはなく、結局生産条件の悪化が続く、と言うのである。

この点で彼らはアンダーソンと対立する見方をとっていたことになる。

上の引用文でマルサスは土地を機械に例えている�。しかし人間が作って製造業で使用

される本来の機械と、自然から与えられ農業で使用される土地という機械は、人間の労

働に代わって大量の有用な財貨を作り出すという共通の性質と同時に、きわめて異なる

性質を持つ。この性質の相違が農業に固有の地代という所得範疇を生み出す原因となる。

この二つの機械�を比較してみるとこれまで紹介・検討してきたマルサスの地代理論はど

のように見えて来るであろうか。最後にこの点について検討してみよう。「時として大地

は、食物と原材料の生産のために自然から人間に贈られた広大な機械に例えられてきた。」

(ibid., p.37) �この農業のための機械としての土壌は「すべて資本をもちいることによって

持続的な改善が可能であるが、しかしそれでもその本源的な性質や力は非常に大きく異な

る。」(ibid.) マルサスはこのように土地の質の人為的な改良の可能性を認めるものの、そ

れが「賜物」として自然から与えられたままの最初の状態は土地によって大きく異なって

�　これはあくまでも比喩でしかない。マルサスが生きていた時代に発明されて急速に生産に応用さ
れていたのは製造業用の機械であった。屋外の広大な土地を作業現場とする農業では照明のない夜
間や悪天候時には機械は稼働できない。またこれらの条件が年間を通じて大きく変化する上に、農
作業自体の内容と頻度も季節によって変化する。一般にこれらの条件にかかわりなく、狭い閉鎖空
間の中で連続的・規則的に稼働を続けることによって機械の特性は発揮されるので、こうした困難
がともなう農業への機械の導入は工業のようには進まなかった。

�　リカードも明らかにマルサスからの示唆によって土地を（彼の場合はさらに外国貿易をも）機械
に例えた議論をしている (cf. Ricardo, IV/24-6, 34-5)。

�　これに続く数パラグラフは McCulloch (1843) の第二部第 5 章「地代の源泉にかんする対立する諸
意見」に引用されている (cf. ibid., p.451-3)。ちなみにこの章でマカロックが最初に取り上げている
のは「アンダーソン博士の理論」である。彼はマルサスからの示唆を元に、この長い引用に先立っ
て農業と製造業との相違について機械の比喩をもちいながらさらに考察している (cf. ibid., p.450-1)。

ジェームズ・アンダーソンと
イギリス古典派地代論の源流

109



おり、人為的な改良をもってしてもこの差異を除去することは不可能であると考える。そ

してこの取り除くことのできない差異こそ「土地という機械を製造業で使用される機械か

ら区別するもっとも顕著な特徴の一つをなす。」(ibid.) 後者の機械は人間が作り出すもの

なのでその供給には土地のような制限はない。したがって、機械に改良を加えて生産性を

上昇させより安価な製品を生産できるようになれば旧来の機械は駆逐されるが、新たな機

械を次々の生産することができるのでその機械が作り出す製品が供給不足に陥ることはな

い。こうして本来の機械の場合、その生産性は向上し続けより多くの製品を安価に供給し

続けることができる。また新しい機械も時間の経過とともに絶えず陳腐化してさらに高性

能の機械に取って代わられる。「その自然の帰結は、価格が最良の機械で生産される価格

に引き下げられることである。」(ibid., p.38)

しかし自然の賜物である土地という機械の働きはこれとは異なる。マルサスはここでは

この二種類の機械の性質の違いから地代の発生を説明しようとする。「一国のもっとも肥

沃な土地、製造業における最良の機械のように最小の労働と資本で最大の生産物を生み出

す土地は、増大する人口の有効需要をまかなうのに十分なだけは決してない。それゆえ素

生産物の価格は、より劣った機械でまたより高価な工程によって栽培する経費を支払うの

に十分なほど高くなるまで、自然に上昇する。そして、同じ品質の穀物に対して二つの価

格はあり得ないので、生産物に比してより少ない資本で稼働する他のすべての機械は、そ

の優良さに比例して地代をもたらすに違いない。」(ibid.) マルサスはこのパンフレットの

中で土地を機械に例える比喩においてはじめて農業と製造業の生産条件を対比している。

彼はこれまで、地主階級を媒介として人間社会にほどこされる自然（＝神）の恵み（「もっ

とも肥沃な土地」が生み出す豊富な農産物）として地代を捉えていた。しかし土地という

農業で作用する自然の機械を製造業でもちいられる人工の機械と比べてみると、前者は必

ずしも後者ほどには大きな恵みを人間に与えるものではなかったことが明らかになる（だ

からといって後者をもって前者に代替することはできない。というより後者は前者への依

存関係にある）。富と人口の増進につれて土地の生産物は高くなっていくが、人間の作る

機械の生産物は反対に安くなっていく。だとすれば、製造業が原材料や食料を農業に依存

している点を割り引いて考えても、人間により大きな恵みをもたらすのはむしろ人間自身

の作る機械の方だということになるのではないか。また地代は土地の恵みが稀少になるに
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�　西山は西山 (1967) の「第五章　アンダァスンの地代理論のマルサスへの影響の証明」の結論的部
分において、Malthus (1815.1), p.35-8 について次のように述べている：「マルサスの「結論」が全く
アンダァスンの結論に類似又は一致している事実を見出す。そう、如何にマルサスが、その命題に
ついてアンダァスンから影響を受けているかをつぶさに知ることができる。」（西山、同、334 ページ）
筆者の知るかぎりアンダーソンが農耕地を機械に例えたことはないという点は別としても、上に見
た当該箇所でのマルサスの議論は彼の地代論の「結論」というよりも、むしろ彼がこれまでに述べ
てきたことに対する事実上の疑問の提起になっていると思われる。たしかにアンダーソンは土地の
生産性は限りなく増大して行くと主張したが、マルサスはここではこの生産性の増大を土地ではな
く人工物としての機械に認めているのである。反対に彼はここでは「人間の所産ではなく自然の賜
物」(Malthus (1815.1), p.38) である土地を、彼が地代発生の根本原因とした豊穣さよりもむしろ増大
して行く不毛さによって特徴づけている。彼がここで対比している二つの機械を入れ替えればたし
かにアンダーソンの議論のようなものになるかもしれないが、マルサスが言おうとしているのはむ
しろその逆である。これが「アンダァスンの結論に類似又は一致している」とは到底言えないであ
ろう。

つれて増加していく。しかもどの土地にも均等に増えるのではなく、「より少ない資本で

稼働する」ことのできる限られた優等な土地ほど多くの地代をもたらす。つまり地代とい

う「自然の恵み」は、多くの人々にとって恵みが削減されていくにつれて一部の土地所有

階級に与えられることになる。ここにおいてマルサスがこれまで表明してきた地代観は転

換を迫られるのではないだろうか�。

さて、このパンフレット (Malthus (1815.1)) でのマルサスの地代論は以上に尽きると思

われる。残りの部分の内容は、独占地代論批判の繰り返しや地代に対する課税の影響の検

討さらには借地契約の際の地代額の設定や契約更新時のその変更にかんする地主へのアド

バイスからなり、地代の理論的説明に対してこれまで述べられたことになにも付け加えら

れていない。マルサス自身も「地代の増減を支配する諸法則」(ibid., p.35) はすでに明らか

にされたものと理解していたのであろう。

７．むすびに代えて

本稿は、マルクスが 19 世紀初頭のイギリス古典派経済学の地代論の「源泉」と位置付

けたアンダーソンの理論を彼の関連著作に即してやや詳細に検討して、この「源泉」の意

味を確定するための予備作業である。このための最初の手がかりとして、アンダーソンと

直接の接点を持った唯一の古典派経済学者であるマルサスの地代論を展開した初期のパン

フレットを最後に紹介・検討した。アンダーソンとマルサスさらにはこの両者とリカード
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との理論的関係は今後の研究課題であるが、本稿を通して見た限りでは彼らのあいだに一

定の共通点を見出すことはできるものの、この関係は「源泉」からの直線的な継承という

よりも不明な点をいくつも含む一筋縄ではいかない複雑な関係であったという印象を受け

る。これらの点の解明は別の機会に期したい。
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